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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社株式は平成15年８月８日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しており、それ以前は非上場であり、かつ

店頭登録もしていなかったため期中平均株価が把握できませんので、第４期までの潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が存在するものの記載しておりません。また、第６期及び第７期につきまし

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

３．自己資本利益率については、第３期、第６期及び第７期は当期純損失であるため記載しておりません。 

４．当社株式は平成15年８月８日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しており、それ以前は非上場であり、かつ

店頭登録もしていなかったため期中平均株価が把握できませんので、第４期までの株価収益率については記載

しておりません。また第６期及び第７期につきましては、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

５．第７期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

６．平成17年９月30日付で、株式１株につき４株の株式分割を行っております。 

回次 第 ３ 期 第 ４ 期 第 ５ 期 第 ６ 期 第 ７ 期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

売上高（千円） 1,499,616 2,530,359 2,918,877 3,598,873 7,754,384 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
45,928 202,147 52,129 △1,058,471 △534,722 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△41,694 35,757 36,295 △3,764,568 △9,496,927 

純資産額（千円） 807,526 1,020,366 1,386,285 1,392,675 4,548,458 

総資産額（千円） 2,644,340 3,844,687 6,766,548 6,057,948 11,513,404 

１株当たり純資産額（円） 143,790.40 146,871.89 163,294.24 64,625.33 32,799.88 

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△）（円） 
△11,761.63 4,646.31 3,954.42 △288,959.83 △86,415.74 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（円） 
－ － 3,743.57 － － 

自己資本比率（％） 30.5 26.5 20.5 23.0 37.8 

自己資本利益率（％） － 3.9 3.0 － － 

株価収益率（倍） － － 65.75 － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△456,306 △758,567 △1,852,354 46,642 △4,559,448 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△456,397 84,304 187,580 △1,387,120 △6,618,678 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,006,269 779,513 1,831,137 3,118,027 10,678,929 

現金及び現金同等物の 

期末残高（千円） 
263,354 368,604 534,968 2,324,585 2,123,388 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

22 

(18) 

28 

(15) 

41 

(5) 

40 

(5) 

97 

(4) 



(2) 提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社株式は平成15年８月８日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しており、それ以前は非上場であり、かつ

店頭登録もしていなかったため期中平均株価が把握できませんので、第４期までの潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が存在するものの記載しておりません。また、第５期、第６期及び第７期に

つきましては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

３．自己資本利益率については、第３期、第４期、第５期、第６期及び第７期は当期純損失であるため記載してお

りません。 

４．当社株式は平成15年８月８日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しており、それ以前は非上場であり、かつ

店頭登録もしていなかったため期中平均株価が把握できませんので、第４期までの株価収益率については記載

しておりません。また第５期、第６期及び第７期につきましては、１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。 

５．第７期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

６．平成17年９月30日付で、株式１株につき４株の株式分割を行っております。 

回次 第 ３ 期 第 ４ 期 第 ５ 期 第 ６ 期 第 ７ 期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

売上高（千円） 546,435 384,509 285,368 394,339 228,010 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△30,799 20,208 △84,963 △232,036 △508,649 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△74,018 △129,697 △28,850 △3,260,754 △8,051,217 

資本金（千円） 483,875 572,625 695,050 2,590,247 6,710,786 

発行済株式総数（株） 5,616 6,916 8,465 21,550 138,681 

純資産額（千円） 790,984 838,947 1,143,828 1,673,822 3,959,689 

総資産額（千円） 1,254,651 1,351,543 4,126,755 3,995,754 8,320,779 

１株当たり純資産額（円） 140,844.84 121,305.33 135,124.51 77,671.60 28,554.15 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額)

（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－）

－ 

(－）

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△）（円） 
△20,879.88 △19,341.15 △3,532.60 △250,288.21 △73,260.74 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 63.1 62.1 27.7 41.9 47.1 

自己資本利益率（％） － － － － － 

株価収益率（倍） － － － － － 

配当性向（％） － － － － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

22 

(18) 

10 

(－) 

7 

(1) 

9 

（－）

14 

（－） 



２【沿革】 

 当社グループは、平成10年７月に海外文学専門の出版社として㈱アーティストハウス（現在の㈱アーティストハウ

スパブリッシャーズ）、平成11年９月に海外小説の映画化権獲得を目的とした㈱アーティストフィルムを設立いたし

ました。当社は平成12年２月に出版や映像だけでなく、エンターテインメントに関わる様々なコンテンツや商品を日

本だけでなく、世界のユーザーに提供することを目的として設立いたしました。 

 平成12年４月には音楽事業を行う㈱ファインドアウトレコードを100％子会社として設立いたしました。平成13年

５月には、当社及び当社グループの経営資源を集中、特化し、シナジー効果を創出させるため、音楽事業、ＩＴ事業

等を行う㈱ワンネイションと同社子会社で音楽制作事業を営む㈱ブランケット及び当社子会社の㈱アーティストフィ

ルムと㈱ファインドアウトレコードを当社に吸収合併いたしました。その後、当社及び当社グループは、平成13年７

月、音楽事業の成長拡大を図るため㈱ミュージックマインを完全子会社にいたしました。㈱ミュージックマインは、

㈱リクルートの関連会社である㈱メディアファクトリーがミュージックマイン事業部を㈱セブンティ・ドラムスに営

業譲渡し、営業譲渡同日に当社が㈱メディアファクトリー他から㈱セブンティ・ドラムス株式を取得することにより

子会社となったものであり、子会社化と同時に商号を㈱ミュージックマインに変更しております。同時に㈱ミュージ

ックマイン・アイディーを㈱メディアファクトリーより取得し完全子会社にしております。平成13年８月には、当社

グループでの映画事業の新たな成長を図るため、映像業界より映画プロデュース業並びにビデオ、ＤＶＤ販売業での

経験が豊富なスタッフを招聘し映像事業（ビデオ・ＤＶＤ販売、邦画製作）を行うため、㈱アーティストフィルムを

100％子会社として設立いたしました。さらに、平成13年10月に当社グループのＩＴ事業、Ｅコマース事業を新たに

成長拡大化するため㈱クロスワープを子会社として設立いたしました。 

 平成15年５月には音楽事業の業績不振を鑑み、㈱ミュージックマイン及び㈱ミュージックマイン・アイディーの譲

渡を前提とした音楽事業の撤退を決め、同年９月には両社の全株式の譲渡いたしました。 

 平成16年２月には、映像事業のさらなる強化を目的とし、映画配給事業を行う㈲シネマ・パリジャン（平成16年６

月に組織変更し㈱ワイズポリシーとなっております）を子会社としております。 

  平成16年11月には、エンターテイメントコンテンツビジネスの普及に伴い、音楽配信事業を展開する㈱ブロードバ

ンドミュージックコミュニケーションズを合弁会社として設立しました。さらに、平成16年12月には第三者割当増資

を引き受け、当社の子会社となりました。 

  平成16年12月にはエンターテイメントに係る金融・投資事業を行うため㈱アーティストハウスインベストメントを

100%子会社として設立いたしました。 

  平成16年12月には㈱シニア・コミュニケーションと共同出資し、双方の実績と経験を活かしていくシニア向けエン

ターテイメント事業を展開する㈱翔年社を設立いたしました。 

  平成17年３月にはEコマース業を展開する㈱クロスワープが、セキュリティマネジメント事業の強化を図るため、

㈱ネットアークの全株式を取得し子会社化いたしました。この結果、㈱ネットアークは当社の孫会社となりました。

 また、同年５月には経営資源・ノウハウの共有化を図るとともに、運営組織の再編と業務の効率化を行い、事業の

採算性向上と事業基盤強化を図るために、㈱ネットアークを㈱クロスワープが吸収合併いたしました。 

 平成17年６月１日に㈱ツートップを株式交換により全株式を取得、㈱ミュージックランドについては平成17年７月

５日に現金買収により株式を取得、㈱ジーワンについては平成17年11月15日に株式交換により全株式を取得、㈱Ｆｏ

ｕについては平成17年12月１日に株式交換により全株式を取得しております。 

 Antiquorum S.A.、Antiquorum USA,Inc.、C2C Time,Inc.については平成18年１月24日に現金買収により発行済株

式総数の50%の株式を取得しております。 

 また、㈱アーティストハウスソリューションズについては平成17年８月22日に設立し、

Artist House Investment Asia Limitedについては平成17年10月５日に設立したため、当社の子会社となっておりま

す。㈱ブロードバンドミュージックコミュニケーションズは平成17年７月26日付で商号を㈱ＢＢＭＣに変更しており

ます。㈱アーティストハウスエンタテインメントについては平成18年３月３日に設立し、㈱アンティコルムジャパン

については平成18年３月13日に設立したため、当社の子会社となっております。 

 ㈱ワイズポリシー及び㈱クロスワープについては平成17年７月29日に保有株式を全て売却したため当社の子会社で

はなくなっております。  

 このようにして当社及び13子会社からなる現在のグループ体制が構築されております。 





年月 沿革 

平成10年７月 ㈱アーティストハウスパブリッシャーズ設立（出版事業：資本金10百万円） 

平成11年９月 ㈱アーティストフィルム設立（映像事業：資本金10百万円） 

平成12年２月 ㈱アーティストハウスの商号にて、当社を東京都渋谷区に設立（資本金30百万円） 

平成12年４月 ㈱ファインドアウトレコードを設立（音楽事業：資本金10百万円） 

平成12年９月 ㈱アーティストフィルム（映像事業）を株式交換により全株式取得 

平成12年12月 ㈱アーティストハウスパブリッシャーズ（出版事業）の株式を取得して実質子会社化 

平成13年５月 ㈱ワンネイション（Eコマース事業）、㈱ブランケット（音楽事業）及び子会社である㈱アーティ

ストフィルム、㈱ファインドアウトレコードの４社を吸収合併 

平成13年７月 ㈱ミュージックマイン（音楽事業）及び㈱ミュージックマイン・アイディー（音楽事業）の全株式

を譲り受け子会社化 

平成13年８月 新たなビジネスモデルのもとで㈱アーティストフィルムを設立（映像事業：資本金10百万円） 

平成13年10月 ㈱クロスワープを設立（Eコマース事業：資本金10百万円） 

平成14年８月 東京都渋谷区渋谷一丁目１番８号にグループ全社本店移転 

平成15年８月 東京証券取引所マザーズ市場上場 

平成15年９月 ㈱ミュージックマインと㈱ミュージックマイン・アイディーの全株式を譲渡 

平成16年２月 ㈲シネマ・パリジャン（映画配給事業）の出資持分の98.9％を取得し子会社化 

平成16年６月 ㈲シネマ・パリジャンを組織変更し㈱ワイズポリシーとする（資本金10百万円） 

平成16年11月 ㈱ブロードバンドミュージックコミュニケーションズ（音楽事業）を合弁会社として設立（資本金

20百万円） 

平成16年12月 ㈱アーティストハウスインベストメント（金融・投資事業）を設立（資本金100百万円） 

平成16年12月 ㈱ブロードバンドミュージックコミュニケーションズの第三者割当増資を引き受け子会社化 

平成16年12月 ㈱翔年社（シニア向けエンターテイメント事業）を設立（資本金40百万円） 

平成17年３月 ㈱クロスワープが㈱ネットアーク（セキュリティマネジメント事業）の全株式を取得して子会社化 

平成17年５月 ㈱クロスワープが㈱ネットアークを吸収合併  

平成17年６月 ㈱ツートップ（映像等パッケージソフトの二次流通事業）を株式交換により完全子会社化 

 平成17年７月  ㈱ミュージックランド（流通事業）の株式を取得して子会社化 

平成17年７月 ㈱ブロードバンドミュージックコミュニケーションズが㈱ＢＢＭＣに商号変更 

平成17年７月 ㈱ワイズポリシーの当社所有の全株式を譲渡 

平成17年７月 ㈱クロスワープの当社所有の全株式を譲渡 

平成17年８月 ㈱アーティストハウスソリューションズ（ソリューション事業）を設立（資本金10百万円） 

平成17年10月 Artist House Investment Asia Limited（金融・投資事業）を設立（資本金10,000HKD） 

平成17年11月 ㈱ジーワン（テレビ番組制作）を株式交換により完全子会社化 

平成17年12月 ㈱Ｆｏｕ（映像制作及び流通）を株式交換により完全子会社化 

平成18年１月 Antiquorum S.A.、Antiquorum USA,Inc.、C2C Time,Inc.（いずれも時計オークション事業）の50%

株式をそれぞれ取得して関係会社化 

平成18年３月 ㈱アーティストハウスエンタテインメント（映像制作及び流通）を設立（資本金10百万円） 

平成18年３月 ㈱アンティコルムジャパン（オークション事業）を設立（資本金10百万円） 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社、子会社13社、関連会社４社及び非連結子会社１社で構成されております。当社が持株会

社としてグループ内関係会社の経営管理及び財務業務やグループ全体の経営戦略の立案・実施を行っております。 

 グループ子会社においては㈱アーティストフィルム、㈱ジーワン、㈱Ｆｏｕ及び㈱アーティストハウスエンタテイ

ンメントが映像事業を、㈱ＢＢＭＣが音楽事業を、㈱アーティストハウスパブリッシャーズ及び㈱翔年社が出版事業

を行い、㈱ツートップ、㈱ミュージックランド、㈱アンティコルムジャパン、Antiquorum S.A.、

Antiquorum USA,Inc.及びC2C Time,Inc.が流通事業を、㈱アーティストハウスソリューションズがＩＴ事業を、㈱ア

ーティストハウスインベストメント及びArtist House Investment Asia Limitedがファイナンス事業をそれぞれ行っ

ております。 

 当社グループの事業内容及び主な関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

(1) 事業系統図（平成18年５月31日現在） 

（注）１．当社グループにおきまして、㈱アーカイブゲートの株式は保有しておりませんが、支配力基準の判断から当社

グループの子会社と位置づけております。 

しかしながら、財務上、営業上及び事業上の重要性が低いため非連結子会社及び非関連会社としております。

２．当社グループの㈱ＢＢＭＣが㈱ＢＢバートの発行済株式総数の34％を保有しているため、当社グループの関連

会社と位置づけております。 



(2）主な関係会社の状況（平成18年５月31日現在） 

(注)１．㈱ツートップについては平成17年６月１日に株式交換により株式を取得、㈱ミュージックランドについて 

は平成17年７月５日に現金買収により株式を取得（平成18年１月31日に現金買収により株式を追加取

得）、㈱ジーワンについては平成17年11月15日に株式交換により株式を取得、㈱Ｆｏｕについては平成17

年12月１日に株式交換により株式を取得したため、連結の範囲に含めております。 

２．㈱アーティストハウスソリューションズについては平成17年８月22日に設立し、Artist House Investment 

Asia Limitedについては平成17年10月５日に設立したため、連結の範囲に含めております。 

３．㈱ブロードバンドミュージックコミュニケーションズについては平成17年７月26日に㈱ＢＢＭＣに商号変更

を行っております。 

４．㈱ワイズポリシー及び㈱クロスワープについては平成17年７月29日に保有株式を全て売却したため連結の範

囲から除外しております。 

５．Antiquorum S.A.、Antiquorum USA,Inc.、C2C Time,Inc.については平成18年１月24日に現金買収により発

行済株式総数の50%の株式を取得したため、持分法を適用しております。 

６．㈱アーティストハウスエンタテインメントについては平成18年３月３日に設立し、㈱アンティコルムジャパ

名称 住所 
資本金 
(千円) 

議決権の
所有割合
(％) 

主要な事業の内容 

㈱アーティストハウス 

パブリッシャーズ 
東京都渋谷区 316,000 100.0 

国内外の著作物の出版権取得 

書籍の企画・編集・出版及び販売 

㈱アーティストフィルム 東京都渋谷区 10,000 100.0 
邦画・洋画のビデオ・ＤＶＤ制作・販売及び

邦画・洋画のプロデュース・制作出資 

㈱ＢＢＭＣ 東京都渋谷区 23,750 52.0 
ＰＣ・携帯電話向けのポータルサービス、音

楽レーベル支援、音楽・映像ソフトの企画 

㈱翔年社 東京都渋谷区 70,000 86.4 

シニア向けエンターテイメント商品の企画開

発 

各出版物（書籍及び映像）の制作・販売 

㈱ジーワン 東京都港区 12,000 100.0 
テレビ番組の企画・制作、ＣＭ映像の企画・

制作 

㈱Ｆｏｕ 東京都千代田区 10,000 100.0 
台湾・中国などのコンテンツ輸出入、映像・

音楽パッケージ化 

㈱アーティストハウス 

エンタテインメント 
東京都渋谷区 10,000 100.0 

日本国内及び欧米からの映像コンテンツ制

作、版権仕入れ、販売 

㈱ツートップ 東京都渋谷区 10,000 100.0 
映像・音楽パッケージなど、パッケージソフ

トの二次流通事業 

㈱ミュージックランド 東京都渋谷区 36,000 75.0 
楽器類の販売、スタジオ経営、それらに付随

する一切の業務 

㈱アンティコルムジャパン 東京都渋谷区 10,000 100.0 時計オークション開催、出品斡旋  

Antiquorum S.A. Geneva  2,100,000CHF 50.0 高額時計のオークション業 

Antiquorum USA,Inc. New York  36,400USD 50.0 高額時計のオークション業 

C2C Time,Inc New York  － 50.0 高額時計のインターネット・オークション業 

㈱アーティストハウス 

ソリューションズ 
東京都渋谷区 10,000 100.0 

Eコマースの企画・運営  

コンテンツの輸出入、ライセンス取得および

管理 

㈱アーティストハウス 

 インベストメント 
東京都渋谷区 100,000 100.0 

エンターテイメントコンテンツなど知的財産

権に係るファイナンススキームの組成・運

用・管理 

Artist House Investment 

Asia Limited 
Hong Kong 10,000HKD 100.0 

コンテンツ関連の上場株式への純投資、コン

テンツファンドの組成・運用など  

㈱アーカイブゲート 東京都新宿区  10,000 0.0 
デジタル画像、映像及び音楽等の管理、保

管、編集、翻訳、出版など 

㈱ＢＢバート  東京都港区  10,000 17.68 インターネットによる音楽、映像の配信など 



ンについては平成18年３月13日に設立したため、連結の範囲に含めております。 

７．平成18年５月開催の臨時株主総会において本店所在地を新宿区から渋谷区へ変更する決議をしております。

(1）コンテンツ事業 

 ㈱アーティストフィルム、㈱Ｆｏｕ及び㈱アーティストハウスエンタテインメントが国内外の映像コンテンツの

ビデオグラム化権を取得し、ビデオ・ＤＶＤ化して販売を行っており、㈱ジーワンがテレビ番組およびテレビＣＭ

の制作を行っております。㈱アーティストハウスパブリッシャーズ及び㈱翔年社が国内外の著作物の出版権を取得

し、書籍の企画・編集・出版及び販売を行っております。㈱ＢＢＭＣがＰＣや携帯電話向けの音楽ポータルサービ

ス及び音楽レーベル支援事業を行っております。 

(2) 流通事業 

 平成17年６月に㈱ツートップを、平成17年７月に㈱ミュージックランドを、平成18年１月にAntiquorum S.A.他

を買収したことにより、流通事業が新たに当グループのコア事業となりました。㈱ツートップではＣＤ・ＤＶＤ・

ビデオの２次流通（中古流通）を、㈱ミュージックランドでは店舗での楽器の小売を、また、Antiquorum S.A.他

では高額時計のオークション事業を行っております。 

(3) ＩＴ事業 

 平成17年８月にデジタル配信・Eコマース・マーケティング事業を行う会社として㈱アーティストハウスソリュ

ーションズを設立し、関係会社の通販事業（MODD事業）の推進及びソフトウェアの販売を行っております。 

(4) ファイナンス事業 

 ㈱アーティストハウスインベストメント及び平成17年10月に設立したArtist House Investment Asia Limitedに

おいて上場・未上場有価証券への投資事業を行っております。 

 来期以降はファイナンス事業は閉鎖する所存であります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で、外数となっております。 

３．議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

㈱アーティストハウス 

パブリッシャーズ 
東京都渋谷区 316 コンテンツ事業 100.0 

役員の兼任あり、  

経営指導、オフィスの

転貸、資金援助あり 

㈱アーティストフィルム

(注５) 
東京都渋谷区 10 コンテンツ事業 100.0 

役員の兼任あり、 経

営指導、オフィスの転

貸、資金援助あり 

㈱ＢＢＭＣ 東京都渋谷区 23 コンテンツ事業 52.0 

役員の兼任あり、経営

指導、システム受託開

発、オフィスの転貸、

資金援助あり 

㈱翔年社 東京都渋谷区 70 コンテンツ事業 86.4 

役員の兼任あり、経営

指導、オフィスの転

貸、資金援助あり 

㈱ジーワン 東京都港区 12 コンテンツ事業 100.0 役員の兼任なし 

㈱Ｆｏｕ 東京都千代田区 10 コンテンツ事業 100.0 

役員の兼任あり、経営

指導、オフィスの転

貸、資金援助あり 

㈱アーティストハウス 

エンタテインメント 
東京都渋谷区 10 コンテンツ事業 100.0 

役員の兼任あり、経営

指導、オフィスの転

貸、資金援助あり 

㈱ツートップ(注５) 東京都渋谷区 10 流通事業 100.0 

役員の兼任なし、経営

指導、オフィスの転

貸、資金援助あり 

㈱ミュージックランド 

(注５) 
東京都渋谷区 36 流通事業 75.0 

役員の兼任あり、経営

指導、資金援助あり 

㈱アンティコルムジャパン 東京都渋谷区 10 流通事業 100.0 

役員の兼任あり、経営

指導、オフィスの転

貸、資金援助あり 

㈱アーティストハウス 

ソリューションズ 
東京都渋谷区 10 ＩＴ事業 100.0 

役員の兼任あり、経営

指導、オフィスの転

貸、資金援助あり 

㈱アーティストハウス 

インベストメント 
東京都渋谷区 100 ファイナンス事業 100.0 

役員の兼任あり、経営

指導、オフィスの転

貸、資金援助あり 

Artist House Investment  

Asia Limited 
Hong Kong  10,000HKD ファイナンス事業 100.0 

役員の兼任あり、経営

指導、資金援助あり 

(持分法適用関連会社)           

Antiquorum S.A. Geneva  2,100,000CHF 流通事業 50.0 資金援助あり 

Antiquorum USA,Inc. New York  36,400USD 流通事業 50.0 － 

C2C Time,Inc New York － 流通事業 50.0 － 

㈱ＢＢバート 東京都港区  10 コンテンツ事業 
17.7 

(17.7) 
役員の兼任あり 



４．平成18年５月開催の臨時株主総会において本店所在地を新宿区から渋谷区へ変更する決議をしております。

５．㈱ブロードバンドミュージックコミュニケーションズは平成17年７月に商号を㈱ＢＢＭＣに変更しておりま

す。 

６．特定子会社に該当しております。 

７．㈱ミュージックランド、㈱アーティストフィルム、㈱ツートップにつきましては、売上高（連結会社相互間

の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 

５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．従業員数が最近１年間において、57名増加いたしましたのは、主としてＭ＆Ａによる人員受入れ及び業務拡

大に伴う期中採用によるものであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  ㈱ミュージックランド 
㈱アーティスト 
  フィルム 

㈱ツートップ 

売上高（千円） 3,462,370 1,898,810 841,326 

経常損益（千円） 422,280 △33,505 116,110 

当期純損益（千円） 35,825 △10,208 △15,989 

純資産額（千円） 38,794 △764,323 8,853 

総資産額（千円） 1,996,936 285,548 261,029 

  （平成18年５月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

コンテンツ事業 34 (３)  

流通事業 40 (１)  

ＩＴ事業 9 (－)  

ファイナンス事業 － (－)  

全社（共通） 14 (－)  

合計 97 (４)  

  （平成18年５月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢(歳) 平均勤続年数（年） 平均年間給与(円) 

14 (－)  32.9 0.5 5,670,083 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が増加するとともに、雇用・所得

環境の改善が緩やかに進んだことで個人消費にも明るさが見られ、堅調な景気回復が続きました。しかしなが

ら、一方では原油価格に代表される原材料費の高騰等、経済に与える影響は払拭できない状況にあります。 

 このような環境の中、当連結会計年度を『事業拡大』の年と位置付け、当連結会計年度では第三者割当増資

及び新株予約権発行による資金調達を行い、Ｍ＆Ａ、資本・事業提携の推進等を行いました。具体的には平成

17年６月に㈱ツートップを株式交換にて100％子会社とし、同年７月には㈱ミュージックランドの発行済株式総

数の67.5％を取得し連結対象の子会社とし、平成18年１月に同社の発行済株式総数の7.5％を追加取得いたしま

した。また、平成17年11月には㈱ジーワンを株式交換にて100％子会社とし、同年12月に㈱Ｆｏｕを株式交換に

て100％子会社といたしました。さらに、平成18年１月にAntiquorum S.A.、Antiquorum USA,Inc.、C2C 

Time,Inc.の発行済株式総数の50.0％を取得し当社グループに取り込みました。また、平成17年10月にBbmf 

Corporationと資本・事業提携契約を締結し同社の発行済株式総数の12.1％を取得いたしました。 

 上記に伴う連結範囲の拡大により大幅な増収を達成したものの、平成18年５月期に取得した関係会社の当期

の業績を鑑みた結果としての連結調整勘定の減損や投資有価証券の減損、投資案件に係る支払報酬の発生、購

入したコンテンツの資産性欠如に伴う費用処理及び貸付金の回収可能性の低下に伴う貸倒引当金計上により、

8,659百万円の特別損失を計上いたしました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は7,754百万円（前期比115.5％増）となりましたが、営業損失は785百万

円（前期は1,012百万円の営業損失）、経常損失は534百万円（前期は1,058百万円の経常損失）、当期純損失は

9,496百万円（前期は3,764百万円の当期純損失）となりました。 

事業別の状況は次のとおりであります。 

① コンテンツ事業 

 出版事業では、「あるある性格診断ＢＯＯＫ」「きみに読む物語 もうひとつの愛の奇跡」「やさぐれぱ

んだ」等をリリースし、映像事業では「オペラ座の怪人」「皇帝ペンギン」など６タイトルをリリースいた

しました。音楽事業においては「Winter/Reflection（BoysⅡMen）」「RIGHT NOW！（ICE）」等をリリース

いたしました。 

 この結果、当連結会計年度において、売上高3,423百万円（前年同期比11.1%増）、営業損失238百万円（前

年同期は758百万円の損失）となりました。 

② 流通事業 

 平成17年６月に㈱ツートップを、平成17年７月に㈱ミュージックランドを、また、平成18年１月に

Antiquorum S.A.他を買収したことにより、流通事業が新たに当グループのコア事業となりました。㈱ツート

ップではＣＤ・ＤＶＤ・ビデオの２次流通（中古流通）を、㈱ミュージックランドでは店舗での楽器の小売

を、また、Antiquorum S.A.他では高額時計のオークション事業を行っております。 

 この結果、当連結会計年度において売上高4,285百万円、営業利益361百万円となりました

（Antiquorum S.A.他は持分法適用会社であるため、上記金額には含まれておりません。）。 

③ ＩＴ事業 

 平成17年８月にデジタル配信・Eコマース・マーケティング事業を行う会社として㈱アーティストハウスソ

リューションズを設立し、関係会社の通販事業（MODD事業）の推進及びソフトウェアの販売を行っておりま

す。 

 当連結会計年度において総合FLASHソフトである「FREE MOTION」を発売いたしました。 

 この結果、当連結会計年度において売上高108百万円（前年同期比80.0%減）、営業利益15百万円（前年同

期比45.7％増）となりました。 

④ ファイナンス事業 

 ㈱アーティストハウスインベストメント及び平成17年10月に設立した

Artist House Investment Asia Limitedにおいて、上場・未上場有価証券への投資事業を行っております。 

 当連結会計年度において、投資アドバイザーとの戦略的事業提携の解消、並びに株式市況の低迷による保

有株式の株価下落による影響を受けております。 

 この結果、当連結会計年度は48百万円の営業損失（前年同期は4百万円の損失）を計上いたしました。来期

以降はファイナンス事業は閉鎖する所存であります。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度において、営業上の損失計上および投資案件に関する支出により営業キャッシュ・フローは

大幅なマイナスとなり、投資有価証券の取得および無形固定資産の取得による支出の増加により投資キャッシ

ュ・フローはマイナスとなりました。株式の発行および短期借入金の増加により財務キャッシュ・フローが増

加したものの、当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）については、前連結会計年度

末より201百万円減少し2,123百万円となりました。 

 また、当連結会計年度中の各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は、4,559百万円（前年同期は46百万円の増加）となり

ました。これは主に、仕入債務の減少および投資案件に関わる支出等の発生によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動に使用した資金は、6,618百万円（前年同期は1,387百万円の使用）となり

ました。これは主に、投資有価証券の取得、無形固定資産の取得による支出等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は、10,678百万円（前年同期は3,118百万円の増加）と

なりました。これは主に新株予約権行使による増資5,300百万円、第三者割当増資3,500百万円および株式交換

による株式の発行1,100百万円があったこと等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当連結会計年度から、事業の種類別セグメントの区分を変更したため、前年同期比較にあたっては、前連結会計年

度分を変更後の区分に組替えて行っております。 

(1) 仕入及び生産実績 

 当連結会計年度等における仕入及び生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(注) １．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(2) 受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりません。 

(3) 販売実績 

 当連結会計年度等における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

主な相手先別の販売実績 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

コンテンツ事業 2,587,108 7,804.2 

流通事業 2,969,961 100.0 

ＩＴ事業 － － 

ファイナンス事業 － － 

合計 5,557,069 19,134.8 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

コンテンツ事業 3,412,951 112.3 

流通事業 4,285,724 100.0 

ＩＴ事業 55,709 △10.7 

ファイナンス事業 － △100.0 

合計 7,754,384 215.5 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日  
  至 平成17年５月31日）  

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日  
  至 平成18年５月31日）  

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 ㈱スタイルジャム － － 1,561,359 20.1 

 ㈱メディアファクトリー － － 811,754 10.5 

 ㈱ハピネット 486,881 13.5 49,211 0.6 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、当連結会計年度において、Ｍ＆Ａや資本・業務提携により事業の拡大を図って参りましたが、Ｍ

＆Ａに関する特別損失の計上、投資有価証券の減損、コンテンツ及びソフトウェアの評価減、貸付金に対する貸倒引

当金の計上等の理由により9,496百万円の当期純損失を計上しております。 

 当該状況を解消すべく、財務体質強化のため当事業年度において2,499,930千円の第三者割当増資を実施するとと

もに下記施策を行って参ります。  

① 本社コストの削減 

 当社グループでは本社営業費用が過大に発生していることからこれを削減することが緊急の課題であり、早急に対

処してまいります。 

② コンテンツ事業の再編 

 コンテンツ事業は映像・音楽・出版ともにリクープ(出資金までの回収)が果たせないタイトルが発生しているこ

と、売上を高めるためにかけた広告宣伝費の効果が十分に得られなかったことなどにより営業赤字となっています

が、リリースするタイトルの収益性検討をより厳格に行うことを意思決定プロセスに組み入れることにより、リクー

プできるタイトルの確率を引き上げるよう努める所存であります。 

③ 流通事業への投資 

 通事業は利益を計上しておりますが、今後も安定的継続的に利益を計上できるようにマーケット状況および競合状

況に注視し、電子商取引およびＩＴの活用推進を早急に行うことで取扱高の拡大を図る所存でございます。 

 また、在庫管理をさらに徹底することによりキャッシュフローの最適化も行っていく所存であります。 

④ 不採算事業等の整理 

 不採算部門であるファイナンス事業については、閉鎖することにより新たな損失の発生を防ぐ所存であります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) Ｍ＆Ａについて 

 当社グループでは業容の拡大を図る手段としてＭ＆Ａを経営の重要課題として位置付けています。Ｍ＆Ａを行う

際は、国内外を問わず、その対象企業の財務内容や契約関係について綿密なデューデリジェンスを行うことによ

り、買収によるリスクを極力回避することが必要と理解しております。しかし、買収先企業が価値算定時に期待し

た利益を計上できない場合やＭ＆Ａ時に検出できなかった偶発債務や未認識債務などが顕在化した場合には、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(2) 証券投資について 

 当社グループはキャピタルゲインの獲得を目指して証券投資を行っておりますが、多額の先行投資を要し、株式

市況の変化や対象企業を取り巻く事業環境の変化により、期待した利益が獲得できなかった場合には当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。 

(3) コンテンツ事業に関するリスク 

① 委託販売制度について  

 当社グループが営む出版事業においては、出版業界の慣行に従い、委託販売制度を採用しております。同制度

は、卸売会社を通じて書店に出版物が配本された後、約定期間内に限り商品の売れ行きに応じて返品を受け入れる

事を販売条件とするものであります。これは卸売会社との取引では配本された時点で売上が計上されますが、返品

された分は逆に卸売会社に対して後で返金しなければならない仕組みであります。そのため当社グループでは、会

計上、売上を計上する時点で、返品見込数量を見積りその売買利益相当額を返品調整引当金として計上することに

より、売上と返品後の実態とのギャップが極力少なくなるよう努めております。 

 しかしながら、返品見込数量を大きく上回るようなことも考えられ、そのような場合には当社グループの業績が

大きな影響を受ける可能性があります。 

② 再販売価格維持制度について 

 当社グループの主力製品である書籍の小売価格については、独占禁止法第23条に規定する著作物として、再販売

価格の決定・維持についての独占禁止法の適用除外を受けております。つまり定価販売しか許されないため、在庫

を値引き販売するなどの行為が制限されております。これは我が国の文化の普及など文化水準の維持を図っていく

上で不可欠なものとして、同一価格で全国的に広範囲に普及される体制を維持するため同法の規定で例外的に定価

販売が認められているものであります。当社の販売委託先から卸売会社又は小売店への取引価格の決定に際して

は、定価に対する掛け率によっております。 

 公正取引委員会は平成13年3月23日付の「著作物再販制度の取扱について」にて、同制度を廃止した場合の影響

等についての検討結果を発表しております。それによりますと「競争政策の観点からは同制度を廃止し、著作物の

流通において競争が促進されるべきであると考える。」としながらも、「なお同制度の廃止について国民的合意が

形成されるに至っていない状況にある。」と指摘し、「当面同制度を存置することが相当であると考える。」とし

ております。ただ、「公正取引委員会としては、今後とも著作物再販制度の廃止について国民的合意が得られるよ

う努力を傾注する」としており、同制度の廃止論議は今後も継続されるものと考えられます。 

 仮に、再販売価格維持制度がなくなった場合、出版業界全体としては相当の影響があると思われますが、それを

予測する事は困難であります。 

③ 権利獲得から商品化に関するリスク 

 当社グループが行う事業は、権利の買付けや獲得が業績に大きく影響を与えます。そのために当社グループにお

きましては、ネットワークを活用し情報の入手経路を広げるように努力しておりますが、何らかの要因で権利の獲

得が十分に行えなくなった場合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

 また、獲得した権利を商品化した際に、予想した程、消費者の需要がなかった場合には、当社グループの業績に

悪影響を与える可能性があります。 

④ 映像事業における製作の遅れなどについて 

 映画製作現場を取り巻く環境下において、天災や人災など予想しがたい事態が起きた場合、あるいは俳優や製作

スタッフに体調不良等のような予測できない事情が発生した場合、製作スケジュールの大幅な遅れにつながる事が

考えられます。そのような場合、映画の興行延期などにつながり当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。 



⑤ 映像事業における為替変動について 

 国際映像事業及び映画配給事業は、海外との取引が多いため、契約時と入出金時の為替相場の変動により、為替

差損益が生じる可能性があります。このようなリスクに対して、先物予約やオプション取引等の為替ヘッジ手段の

導入も検討していきたいと考えております。しかしながら為替ヘッジ導入前に大きな為替変動が起きた場合には、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(4) 社歴並びにグループ各事業の業歴が浅いことについて 

 当社グループは設立からの社歴が浅いため、期間ごとの業績を比較するのに必要な財務数値等のデータを十分に

得られず、過年度の経営成績だけでは今後の当社グループの業績見通しを推察するのに十分とはいえない事が考え

られます。特に、新たに連結対象子会社となった会社は、今後の見通しを推察するのが難しい状況であります。今

後その事業環境が大きく変化した場合、当社グループの経営方針及び事業計画等の変更を余儀なくされる可能性が

あり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(5) 知的財産権に関するリスク 

 当社グループは、エンターテイメントの領域における各種権利の発掘とそれを加工販売することを主たる事業と

しています。出版・映像・音楽など各事業に係る各種権利の発掘には、原作者、監督、実演家、カメラマン、作詞

家、作曲家等の著作権や著作隣接権、権利元の商標権や出版権など様々な知的財産権が関係しております。当社グ

ループは事業を展開するにあたり、知的財産権を侵害することがないよう努めており、当連結会計年度末におい

て、知的財産権侵害に関する訴訟等を起こされたことはありません。しかし、出版・映像・音楽などに係る当社グ

ループの事業行為が、多種多様な知的財産権にどのように関係してくるのか、その全てを想定し事前に対応するこ

とは困難であります。 

 このため当社グループの意に反し、知的財産権を侵害する事態を発生させる事により、権利元からの使用差し止

めもしくは損害賠償の請求を受けるなどの可能性があることを否定できません。このような場合、当社グループの

経営成績、財政状態に悪影響を及ぼす事も考えられます。 

(6) 共同製作などについて 

 映画製作を行う場合、製作にかかる費用が多額となる事が多いことや、収益確保が容易ではないことから、他の

製作会社と費用分担を含む共同製作契約を結ぶことがあります。当社グループでは、パートナーである製作会社と

の協力関係を維持・継続できるように努めておりますが、何らかの理由により当該企業との信頼関係が悪化するな

どした場合、当該企業からの協力を得られなくなることにより、費用負担や権利関係などに変更が生じる可能性が

あります。 

 また映画製作の他、出版やビデオ・ＤＶＤ販売の事業推進にあたり、キャッシュ・フローの改善と事業リスクの

分散を目的に、当社グループは外部企業と共同で「任意組合契約」に基づくファンドを組成し、製作費などを調達

することがあります。版権のライセンスなど各種使用権に係る損益を、組合出資者間で分配しておりますが、事業

の収益状況によっては当社グループの出資分を回収できないことも考えられ、その場合、当社グループの経営成績

が影響を受ける可能性があります。 



(7) 人材確保について 

 優秀な人材を確保することが、当社グループの各事業を成長軌道に乗せるために必要であり、当社グループ経営

の重要な課題と認識しております。当社では人材確保の対策として、また、経営への参画意識・士気向上のためス

トックオプション制度を導入しております。今後につきましても、当社グループの業績と連動するインセンティブ

プランを実施し、人材の確保及び社員のモチベーション向上に努めてまいりますが、当社グループの求める人材が

十分に確保できない場合において、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(8) 競合について 

 当社グループは、コンテンツ・流通・ＩＴ・ファイナンスという異なる事業分野を、同じポリシー、同じマネジ

メントの下、一体となって事業展開している国内では稀な企業グループであり、同様の経営形態をもつ企業は極め

て少ないものと認識しております。個別の事業ごとには同業他社と競合しますが、事業の推進にあたりグループ内

の個別の事業会社それぞれが提携することで、事業機会を拡大するとともに競合他社及び新規参入者とは差別化が

図れるものと判断しております。 

 当社グループは、このように個別の事業が提携・連携する特徴を活かして収益の確保に努めておりますが、競合

が激化した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(9) 内部管理体制について 

 当社グループは、平成18年５月31日現在、従業員数は97名と組織が小さく、事業規模の拡大に伴い現在の内部管

理体制では対処できなくなり可能性があります。当社グループではこのような事態に対処すべく、今後、内部管理

体制の拡充を図ってまいります。 

(10) 経営成績について 

 最近３年間の経営成績を記載すると以下のようになります。             （単位：千円、％） 

 当社グループは、当連結会計年度を『事業拡大』の年と位置付け、第三者割当増資及び新株予約権発行による

資金調達を行い、Ｍ＆Ａ、資本・事業提携の推進等を行いました。 

 その結果、連結範囲の拡大により大幅な増収を達成したものの、平成18年５月期に取得した関係会社の今期の

業績を鑑みた結果としての連結調整勘定の減損やBbmf Corporation株式の減損、購入したコンテンツの資産性欠

如に伴う費用処理及び貸付金の回収可能性の低下に伴う貸倒引当金計上により、8,659百万円の特別損失を計上

いたしました。   

  この結果、当連結会計年度の業績は、売上高7,754百万円（前年同期比115.5％増）、営業損失785百万円（前

年同期は1,012百万円の営業損失）、経常損失534百万円（前年同期は1,058百万円の経常損失）、当期純損失は

9,496百万円（前年同期は3,764百万円の当期純損失）となりました。 

  単   体 連   結 

 
平成16年 

５月期 

平成17年 

５月期 

平成18年 

５月期 

平成16年 

５月期 

平成17年 

５月期 

平成18年 

５月期 

売上高 285,368 394,339 228,010 2,918,877 3,598,873 7,754,384 

売上総利益 99,832 101,553 △123,489 874,011 93,852 2,054,516 

(売上総利益率) (35.0) (25.8) (△54.2) (30.0) (2.6) (26.5)

経常利益又は 

経常損失(△) 
△84,963 △232,036 △508,649 52,129 △1,058,471 △534,722 

(経常利益率) (△29.8) (△58.8) (△223.1) (1.8) (△29.4) (△6.9)

当期純利益又は 

当期純損失(△) 
△28,850 △3,260,754 △8,051,217 36,295 △3,764,568 △9,496,927 

(当期純利益率) (△10.1) (△826.9) (△3,531.1) (1.2) (△104.6) (△122.5)



(11) キャッシュ・フローについて 

 最近３年間の連結キャッシュ・フローの推移は以下のとおりであります。 

（単位：千円）

 当連結会計年度において、営業上の損失計上および投資案件に関する支出により営業キャッシュ・フローは大幅

なマイナスとなり、投資有価証券の取得および無形固定資産の取得による支出の増加により投資キャッシュ・フロ

ーはマイナスとなりました。株式の発行および短期借入金の増加により財務キャッシュ・フローが増加したもの

の、当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）については、前連結会計年度末より201百万

円減少し2,123百万円となりました。 

(12) 資金調達について 

 当社グループは営業活動に必要な資金の調達を、第三者割当増資や新株予約権等の直接金融と、金融機関等から

の借入による間接金融にて行っておりますが、株式市況の変動や金利上昇により、当社グループの資金調達動向や

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(13) プロジェクト管理と収益の平準化について 

 当社グループはエンターテイメントの領域における権利の発掘を行い、その権利を使用又は販売して収益をあげ

ております。権利を発掘し、買い付けるには先行投資が必要となる他、権利を使用して書籍、ビデオ、ＤＶＤなど

の製品にする際には製造コストが、さらに販売する際には宣伝コストがかかってきます。こうした先行投資に際し

ては事前のマーケティングに注力することで最大限にリスクヘッジすることを心がけておりますが、消費者動向の

変化などにより予想した収益を下回るプロジェクトが発生する場合があります。そのため、当社グループではひと

つのプロジェクトに対して投資と利益計画を集中させる事を避け、並行して複数のプロジェクトを進める事で収益

の平準化を図っております。 

(14) 配当を実施していないことについて 

 当社は、平成12年２月の設立以降、将来の事業拡大と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保するため、

現在まで配当は実施しておりません。利益の状況や将来の事業展開などを総合的に判断しながら、配当による利益

還元を行いたいと考えておりますが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定であり

ます。 

(15) 事業別セグメントの売上高について 

 当社グループはエンターテイメントを中心に多岐にわたる事業展開を行っており、その成長過程において、企業

群の構成も変化し続けております。 

 今後におきましても当社グループの事業展開によって、セグメント及びセグメントの比率が変動することが予想

されます。 

(16) ストックオプション及び新株予約権付与について 

 当社グループ事業は事業への利益貢献、従業員の士気の向上及び経営への参画意識を高めるために、当社及び子

会社の取締役・従業員、外部支援者に対してストックオプションを付与しております。 

 当連結会計年度期末現在においてこれらストックオプションの目的たる株式の総数は13,878株であり発行済株式

総数の10.0％に相当いたします。 

 従いまして、これらのストックオプションが行使された場合、１株あたりの株式価値が希薄化する可能性があり

ます。 

 また、機動的な資金調達を図ることを目的に、Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limitedに対し

て新株予約権を発行しておりましたが、平成18年８月８日に同新株予約権の未行使分全数について買戻しの申入を

行っております。 

(17) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況について 

 当社グループは、前連結会計年度に3,764,568千円、当連結会計年度に9,496,927千円と多額の当期純損失を計上

しております。また、前連結会計年度に1,012,796千円、当連結会計年度に785,043千円と、継続的に営業損失を計

上しております。さらに、当連結会計年度に4,559,448千円と重要なマイナスの営業キャッシュフローを計上して

おります。  

  
連    結 

  
平成16年５月期 平成17年５月期 平成18年５月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,852,354 46,642 △4,559,448 

投資活動によるキャッシュ・フロー 187,580 △1,387,120 △6,618,678 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,831,137 3,118,027 10,678,929 

現金及び現金同等物の期末残高 534,968 2,324,585 2,123,388 



 当該状況は、継続企業としての前提に重要な疑義を抱かせるものであります。 

 当連結会計年度のマイナスの営業キャッシュ・フローは、主として仕入れたコンテンツが十分なキャッシュフロ

ーを生まなかったこと、投資案件に関し外部への報酬の支払いが多額に発生したこと等により生じたものでありま

す。 

 コンテンツ事業は映像・音楽・出版ともにリクープ（出資額までの回収）が果たせないタイトルが発生している

こと、売上を高めるためにかけた広告宣伝費の効果が十分に得られなかったことなどにより営業赤字となっていま

すが、リリースするタイトルの収益性検討をより厳格に行うことを意思決定プロセスに組み入れることにより、リ

クープできるタイトルの確率を引き上げるよう努める所存であります。 

 流通事業は利益を計上しておりますが、今後も安定的継続的に利益を計上できるようにマーケット状況および競

合状況に注視し、必要な投資を行っていく所存であります。また、在庫管理をさらに徹底することによりキャッシ

ュフローの最適化も行っていく所存であります。 

 不採算部門であるファイナンス事業については、閉鎖することにより新たな損失の発生を防ぐ所存であり、ま

た、ＩＴ事業についてはコンテンツ事業および流通事業への電子商取引部分でのサポートを行うことでグループと

しての収益により貢献することをはかっていく所存であります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映し

ておりません。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等は以下のとおりです。 

(1)  当社は、平成17年４月26日開催の取締役会決議に基づき、映像等のパッケージソフト二次流通事業への参入を

目的として、当該卸売事業を展開する㈱ツートップを当社の完全子会社とする株式交換契約を同日に締結し、平

成17年６月１日付にて同社を完全子会社といたしました。なお、旧商法第358条第１項の定めに基づく簡易株式交

換のため、株主総会は行っておりません。 

 この株式交換に伴い、当社普通株式760株を新規発行し、㈱ツートップの株主に割当を行いました。株式交換比

率は同社１株につき当社株3.8株であります。 

 ㈱ツートップの資産・負債の状況等（平成17年５月31日現在） 

  流動資産    152,707千円   流動負債     133,076千円 

固定資産      5,212千円   負債合計     133,076千円              

  資産合計    157,919千円   資本合計    24,842千円 

負債資本合計 157,919千円 

(2)  当社は、平成17年６月29日開催の取締役会決議に基づき、音楽関連事業の拡大をはかることを目的として、楽

器の小売及びスタジオ経営を行う㈱ミュージックランドの普通株式48,600株（発行済株式総数の67.5％）を取得

する契約を同日に締結し、平成17年７月５日付にて既存株主からの譲渡により同社株式を416,250千円にて取得

し、同社を子会社といたしました。また、平成18年１月11日開催の取締役会決議に基づき、同社の普通株式5,400

株（発行済株式総数の7.5％）を既存株主からの譲渡により46,250千円にて平成18年1月31日に追加取得し、保有

株式比率を75.0%としております。 

(3)  当社は、平成17年７月25日開催の取締役会に基づき、子会社である㈱ワイズポリシーについて、当社が所有す

る同社の全株式及び同社に対する債権を譲渡する契約を同日に締結し、平成17年７月29日付にて同社代表取締役

沖田敦氏に譲渡いたしました。 

(4)  当社は、平成17年７月25日開催の取締役会決議に基づき、子会社である㈱クロスワープについて、当社が所有

する同社の全株式を譲渡する契約を同日に締結し、平成17年７月29日付にてピクナル匿名組合ロックポイント

（営業者ピクナル㈱）に譲渡いたしました。 

(5)  当社は、平成17年９月27日開催の取締役会決議に基づき、モバイルコンテンツ事業の拡大を目的として、モバ

イルオンラインゲーム等のコンテンツ開発・販売を行うBBMF Corporation（本社：米国ネバダ州）との業務提携

契約を同日に締結しております。 

 また、当社は、平成17年９月27日開催の取締役会決議に基づき、同社グループとの資本提携による両者グルー

プの企業規模の拡大並びに収益の拡大を目的として、同社100％子会社Marvelous Group Limitedに対する当社新

株式10,000株を発行し、同社株式約350万株（発行済株式総数の約12％）取得する契約を同日に締結し、平成17年

10月13日付にて第三者割当による新株式の発行により3,500,000千円の払込を受け、平成17年10月17日付にて第三

者割当による新株式の発行により同社株式を3,500,000千円にて取得いたしました。 

(6)  当社は、平成17年10月17日開催の取締役会決議に基づき、新旧メディアでのNo.１コンテンツ事業としての確固

たる地位を築くことを目的として、テレビ番組等の企画・制作を行う㈱ジーワンを当社の子会社とする株式交換

契約を同日に締結し、平成17年11月15日付にて株式交換により同社を完全子会社といたしました。商法第358条１

項の定めに基づく簡易株式交換のため、株主総会は行っておりません。 

 この株式交換に伴い、当社普通株式3,840株を新規発行し、㈱ジーワンの株主に割当を行いました。株式交換比

率は同社株１株につき当社株16株であります。 



 ㈱ジーワンの資産・負債の状況等（平成17年９月30日現在） 

  流動資産    394,536千円   流動負債     210,243千円 

固定資産     99,929千円   固定負債     106,560千円 

  資産合計    494,466千円   負債合計    316,804千円 

資本合計    177,662千円 

                      負債資本合計 494,466千円 

(7)  当社は、平成17年11月８日開催の取締役会決議に基づき、コンテンツの創造・企画・商品化から販売インフラ

を一貫して保有する企業グループの構築を目的として、海外エンターテインメントコンテンツの企画・制作・販

売を行う㈱Ｆｏｕを当社の完全子会社とする株式交換契約を同日締結いたしました。当社は、商法第358条１項の

定めに基づく簡易株式交換のため、株主総会は行っておりません。 

 この株式交換に伴い、当社普通株式2,400株を新規発行し、㈱Ｆｏｕの株主に割当を行いました。株式交換比率

は同社株１株につき当社株12株であります。 

 ㈱Ｆｏｕの資産・負債の状況等（平成17年11月30日現在） 

  流動資産    133,019千円   流動負債     121,174千円 

固定資産      6,591千円   資本合計     18,436千円 

  資産合計    139,610千円   負債資本合計 139,610千円 

(8)  当社は、平成17年12月７日開催の取締役会決議に基づき、高額商品オークション事業への進出を目的として、

Antiquorum S.A.、Antiquorum USA,Inc. 、C2C Time,Inc.の発行済み株式総数の各100%を買収し、同時に同社現

経営者に各50%株式を３年間継続的に経営の任に当たることを対価としたコンサルティング契約を締結しておりま

す。 

(9)  当社は、平成18年６月12日開催の取締役会決議に基づき、当社子会社㈱ＢＢＭＣの発行済み株式総数の48%を平

成18年６月30日付けで既存株主より買収し、当社100%子会社としております。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度を『事業拡大』の年と位置付け、当連結会計年度では第三者割当増資及び新株予約権発行に

よる資金調達を行い、Ｍ＆Ａ、資本・事業提携の推進等を行いました。具体的には平成17年６月に㈱ツートッ

プを株式交換にて100％子会社とし、同年７月には㈱ミュージックランドの発行済株式総数の67.5％を取得し連

結対象の子会社とし、平成18年１月に同社の発行済株式総数の7.5％を追加取得いたしました。また、平成17年

11月には㈱ジーワンを株式交換にて100％子会社とし、同年12月に㈱Ｆｏｕを株式交換にて100％子会社といた

しました。さらに、平成18年１月にAntiquorum S.A.、Antiquorum USA,Inc.、C2C Time,Inc.の発行済株式総数

の50.0％を取得し当社グループに取り込みました。また、平成17年10月にBbmf Corporationと資本・事業提携

契約を締結し同社の発行済株式総数の12.1％を取得いたしました。 

 上記に伴う連結範囲の拡大により大幅な増収を達成したものの、平成18年５月期に取得した関係会社の今期

の業績を鑑みた結果としての連結調整勘定の減損やBbmf Corporation株式の減損、購入したコンテンツの資産

性欠如に伴う費用処理及び貸付金の回収可能性の低下に伴う貸倒引当金計上により、8,659百万円の特別損失を

計上いたしました。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高7,754百万円（前年同期比115.5％増）、営業損失785百万円（前

年同期は1,012百万円の損失）、経常損失534百万円（前年同期は1,058百万円の損失）、当期純損失は9,496百

万円（前年同期は3,764百万円の損失）となりました。 

 ① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は7,754百万円と前連結会計年度と比べ115.5%の増加となりました。これは、㈱ミュ

ージックランド及び㈱ジーワン等を買収して子会社化したことにより、これらの子会社の売上高が加算された

ことにより増収となったものであります。 

 ② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 当連結会計年度の売上原価は前連結会計年度から65.1％増加し5,690百万円となりました。これは主に、買収

による増収に伴うもの及び映像使用権の減損に伴う償却によるものであります。 

 販売費及び一般管理費は前連結会計年度の1,106百万円から156.6％増加し、2,839百万円となりました。これ

は主に子会社の増加に伴う固定費の増加および増資に伴う費用の発生によるものであります。 

 ③ 営業利益及び経常利益 

 当連結会計年度の営業利益は、①及び②の結果、前連結会計年度の1,012百万円の営業損失から、785百万円

の営業損失となりました。 

 また、アドバイザリー業務収入240百万円及びデリバティブ評価益218百万円といった営業外収益の発生およ

び上記理由等により、前連結会計年度の1,058百万円の経常損失から当連結会計年度では534百万円の経常損失

へと赤字幅が減少しております。 

 ④ 当期純利益 

 当連結会計年度の当期純利益は前期の3,764百万円の当期純損失から9,496百万円の当期純損失へと赤字幅が

増加しております。これは主に株式買収に伴う支払報酬3,169百万円の発生、投資有価証券の評価損2,554百万

円、当連結会計年度に買収した子会社に係る連結調整勘定の減損1,590百万円等によるものであります。 

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループを取り巻く事業環境は需要予測が非常に難しく、経営方針の見直しを繰り返す必要がありま

す。そのためには、不採算事業の整理やグループ企業の統廃合を常に行っていくことが重要であると認識して

おります。 

 中長期的なグループ企業価値の増大を目標とし、不採算事業の整理やグループ企業の統廃合を実施した場合

には、一時的に経営成績に重要な影響を与える可能性があります。 

(3) 戦略的現状と見通し 

 当社グループは、当連結会計年度において、Ｍ＆Ａや資本・業務提携により事業の拡大を図って参りました

が、Ｍ＆Ａに関する特別損失の計上、投資有価証券の減損、コンテンツ及びソフトウェアの評価減、貸付金に

対する貸倒引当金の計上等の理由により9,496百万円の当期純損失を計上しております。 

 当該状況を真摯に受け止め下記施策を行って参ります。 

① 本社コストの削減 

 当社グループでは本社営業費用が過大に発生していることからこれを削減することが緊急の課題であり、早

急に対処してまいります。 

② コンテンツ事業の再編 

 コンテンツ事業の低収益性がグループ全体の収益性の足かせとなっており、コンテンツ事業会社の統合によ

る費用削減・効率性の向上、ターゲットセグメントの明確化、需要予測の実施、事前収益性検討の精緻化およ

びこれらの結果としてのタイトルリリースの削減が課題となっております。 



③ 流通事業への投資 

 流通事業においては電子商取引およびＩＴの活用推進を早急に行うことで、取扱高の拡大が予想されるた

め、これを推進しております。 

④ ファイナンス事業からの撤退 

 不採算となっているファイナンス事業については、平成19年５月期中に保有する有価証券を売却し、撤退を

完了する予定であります。 

(4) 資本の財源及び資金の流動性について 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）については、営業上の損失計上及び投

資案件に関する支出により営業キャッシュ・フローは大幅なマイナスとなり、投資有価証券の取得及び無形固

定資産の取得による支出の増加により投資キャッシュ・フローはマイナスとなりました。株式の発行及び短期

借入金の増加により財務キャッシュ・フローが増加したものの、前連結会計年度末より201百万円減少し2,123

百万円となりました。 

 また、当連結会計年度中の各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は、4,559百万円（前年同期は46百万円の増加）となり

ました。これは主に、仕入債務の減少及び投資案件に関わる支出等の発生によるものであります。 

（投資活動よるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の使用した資金は、6,618百万円（前年同期は1,387百万円の使用）となり

ました。これは主に、投資有価証券の取得、無形固定資産の取得による支出等によるものであります。 

（財務活動よるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は、10,678百万円（前年同期は3,118百万円の増加）と

なりました。これは主に新株予約権行使による増資5,300百万円、第三者割当増資3,500百万円及び株式交換に

よる株式の発行1,100百万円があったこと等によるものであります。 

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

 エンターテイメント業界は、アナログからデジタルへの移行、ブロードバンドの普及、携帯電話の技術革新

などが進展しているものの、これら変化が収益に結びつく「タイミング」の「読み」が難しい状況にありま

す。 

 また、小売業界で「ロングテール」（ネット販売において、ほとんど売れないニッチ商品の販売額の合計

が、ベストセラー商品の販売額合計を上回るようになる現象のこと：出所富士通総研HP）が注目されていると

おり、多様化したユーザーの嗜好への対応が喫急の課題となっております。 

 当社グループは、このような事業環境の変化に合わせた、プロダクトアウトからマーケットインへの更なる

思考転換、情報収集能力・分析能力、及び迅速な経営判断が必要であると認識しております。 

 また、そもそもとして、不確実性の高いコンテンツ事業への資源集中を回避し、今連結会計年度に開始した

流通事業を当社グループのもうひとつの車輪とすることで、バランスのよい事業展開をして参る所存でありま

す。 

◇グループ各事業会社の在り方 

 個々の企業の経営目標を、利益および正のキャッシュ・フローの計上としております。個々のグループ企業

が独自に利益を計上できる体質になることを最優先としております。 

 これに加える形で、ユーザーニーズ（情報）を共有し、商品・サービスに生かすことで収益性、成長性を高

め合えるシナジー作りをより目指して参ります。 

◇ホールディングスが強化する機能 

・グループ全体の経営戦略を立案し、事業ポートフォリオを最適化し、収益性の向上を図ってまいります。 

・資金調達を一元的に実施し、この資金を各事業会社に適切に配分することにより、各事業会社が最適な価値

を提供を実施できるようにしてまいります。 

・各事業会社が効率よくスピーディに付加価値の高いサービスを提供できるよう、経営情報の適時集計及び共

有化のための情報インフラを整備してまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

(1) 提出会社 

 当連結会計期間において、本社を東京都渋谷区渋谷一丁目１番８号から東京都渋谷区渋谷三丁目27番11号に移転

しております。 

移転前及び移転後のいずれも賃借物件であるため、重要な異動はありません。 

(2) 子会社 

① 当連結会計期間において、㈱ミュージックランドを株式買収で子会社化したことにより、同社の店舗が新たに

当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は次のとおりであります。 

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

      ２．本社不動産につきましては、平成18年２月に同社代表取締役藤森康直に売却しております。 

３．新宿店の土地面積は区分所有面積であります。 

４．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数であります。 

② 当連結会計期間において、㈱クロスワープ及び㈱ワイズポリシーの全株式を譲渡したことにより、同２社の所

有する設備を譲渡いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．本社建物は賃借物件であり、床面積は1,057.52㎡、年間賃借料は101,742千円であります。 

３．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

(2) 連結子会社 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数
（人） 

 建物 

車両運搬具 

工具器具備

品  

土地  

（面積） 
合計  

㈱ミュージックランド 
新宿店 

(東京都新宿区) 
流通事業 販売業務施設 44,552 2,400 

84,827 

（4.02㎡） 

 注３ 

131,779 
4 

(2)

㈱ミュージックランド 
渋谷店 

(東京都渋谷区) 
流通事業 販売業務施設 92,467 － 

1,380,000 

 (191.23㎡) 
1,472,467 

9 

(13)

  （平成18年５月31日現在） 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数(人)
建物 

車両運搬具 
工具器具備品 

ソフトウェア 合計 

本社 

（東京都渋谷区） 
統括業務設備 本社 47,043 25,613 10,425 83,081 

14 

(－) 

  （平成18年５月31日現在） 

会社名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数(人)
建物 

車両運搬具 
工具器具備品 

土地 合計 

㈱ミュージックランド 

（東京都渋谷区） 
流通事業 店舗 152,246 3,465 1,464,827 1,620,538 

39 

(－) 

㈱ジーワン 

（東京都港区） 
コンテンツ事業 本社 1,838 1,721 － 3,559 

22 

(－) 

㈱アンティコルム 

 ジャパン 

（東京都渋谷区） 

流通事業 営業用什器 － 7,586 － 7,586 
1 

(1) 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

 該当事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注） 平成18年８月30日開催の定時株主総会において定款の一部変更が決議され、当会社の発行可能株式総数は同

日より、80,000株増加し、400,000株となっております。 

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年８月１日から当該有価証券報告書提出までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 320,000 

計 320,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年８月31日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 138,680.63 198,962.63 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 138,680.63 198,962.63 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 第１回新株予約権 平成14年８月29日 定時株主総会決議 

 （注）１．商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年８月29日定時株主総会で、新株予約権を付

与する方式により、当社及び子会社の取締役に対して新株予約権を付与することを決議しております。 

２．平成14年８月29日開催の定時株主総会の決議におきましては、権利行使期間は平成14年８月30日から平成19

年８月29日でありましたが、平成14年10月３日開催の取締役会におきまして、新株予約権の発行決議を行

い、権利行使期間につきましては、行使開始日を発行日の翌日である平成14年11月１日としております。な

お、権利行使期間の終了日の変更はありません。 

３．新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、定時株主総会における新

株発行予定数及び行使予定払込金額から退職等の理由により権利を消失した者の新株予約権の数及び払込金

額を減じております。 

４．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとしております。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使してい

ない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとしております。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

５．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、払込金額は、分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分が行われる場合（新株予約権の行使により新株

式を発行する場合並びに新株引受権の行使による場合を除く）、払込金額は次の算式により調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

６．新株予約権の行使条件について 

①新株予約権は全部又は一部につき、行使することができる。 

②新株予約権の割当てを受けた者が当社又は当社の子会社の取締役の場合は、権利行使時においても、当社又

は当社の子会社の取締役の地位にあることを要す。 

③新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

④新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分を認めない。 

⑤その他の条件については、当社又は当社の子会社の取締役との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定

めるところとする。 

７．平成17年９月30日付で、当社株式１株を４株に分割しております。これにより、「新株予約権の目的となる

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 305 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,220  同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年11月１日 

至 平成19年８月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  50,000円 

資本組入額 25,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）６ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割又は併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数＋ 

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

新株式発行（処分）前の時価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 



株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額」が調整されております。 

② 第２回新株予約権 平成14年８月29日 定時株主総会決議 

 （注）１．商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年８月29日定時株主総会で、新株予約権を付

与する方式により、当社及び子会社の従業員に対して新株予約権を付与することを決議しております。 

２．平成14年８月29日開催の定時株主総会の決議におきましては、権利行使期間は平成14年８月30日から平成19

年８月29日でありましたが、平成14年10月３日開催の取締役会におきまして、新株予約権の発行決議を行

い、権利行使期間につきましては、行使開始日を発行日の２年後である平成16年11月１日としております。

なお、権利行使期間の終了日の変更はありません。 

３．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとしております。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使してい

ない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとしております。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

４．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、払込金額は、分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分が行われる場合（新株予約権の行使により新株

式を発行する場合並びに新株引受権の行使による場合を除く）、払込金額は次の算式により調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

５．主な新株予約権の行使条件について 

①権利行使価格の１年間の合計額は1,200万円を超えてはならない。 

②権利行使価格は第２回新株予約権割当契約締結時における当社の株式１株当たりの価格に相当する金額以上

でなければならない。 

③新株予約権は全部又は一部につき、行使することができる。 

④新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社の子会社の従業員の地位にあるこ

とを要す。 

⑤新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

⑥新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分を認めない。 

⑦その他の条件については、当社又は当社の子会社の従業員との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 41 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 164 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年11月１日 

至 平成19年８月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  50,000円 

資本組入額 25,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割又は併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数＋ 

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

新株式発行（処分）前の時価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 



めるところとする。 

６．平成17年９月30日付で、当社株式１株を４株に分割しております。これにより、「新株予約権の目的となる

株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 



③ 第３回新株予約権 平成14年８月29日 定時株主総会決議 

 （注）１．商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年８月29日定時株主総会で、新株予約権を付

与する方式により、当社及び子会社の従業員に対して新株予約権を付与することを決議しております。 

２．平成14年８月29日開催の定時株主総会の決議におきましては、権利行使期間は平成14年８月30日から平成19

年８月29日でありましたが、平成15年５月19日開催の取締役会におきまして、新株予約権の発行決議を行

い、権利行使期間につきましては、行使開始日を発行日の２年後である平成17年６月１日としております。

なお、権利行使期間の終了日の変更はありません。 

３．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとしております。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使してい

ない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとしております。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

４．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、払込金額は、分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分が行われる場合（新株予約権の行使により新株

式を発行する場合並びに新株引受権の行使による場合を除く）、払込金額は次の算式により調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

５．主な新株予約権の行使条件について 

①権利行使価格の１年間の合計額は1,200万円を超えてはならない。 

②権利行使価格は第３回新株予約権割当契約締結時における当社の株式１株当たりの価格に相当する金額以上

でなければならない。 

③新株予約権は全部又は一部につき、行使することができる。 

④新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社の子会社の従業員の地位にあるこ

とを要す。 

⑤新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

⑥新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分を認めない。 

⑦その他の条件については、当社又は当社の子会社の従業員との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定

めるところとする。 

６．平成17年９月30日付で、当社株式１株を４株に分割しております。これにより、「新株予約権の目的となる

株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 20 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 80 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月１日 

至 平成19年８月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  50,000円 

資本組入額 25,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割又は併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数＋ 
新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

新株式発行（処分）前の時価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 



④ 第４回新株予約権 平成16年２月17日 臨時株主総会決議 

 （注）１．商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年２月17日臨時株主総会で、新株予約権を付

与する方式により、当社及び子会社の取締役及び従業員に対して新株予約権を付与することを決議しており

ます。 

２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新

株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てるものとしております。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

３．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使並びに商法等の一部を改正

する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第1項に基づく新株引受権の行使及び新株引受

権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）を行うときは、次の算式により１株当たり払込金

額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとしております。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、また「１株当た

りの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に、それぞれ読み替えるものとしております。また、発行日以

降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込金額は当該株式の分割又は併合

の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとしており

ます。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて払込

金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案

のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとしております。 

４．主な新株予約権の行使条件について 

①新株予約権は全部又は一部につき、行使することができる。 

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員の

地位にあることを条件とする。ただし、任期満了による退任、定年退職又は当社の取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。 

③新株予約権の割当を受けた者の相続人による行使はできないものとする。 

④新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分を認めない。 

⑤その他の条件については、当社又は当社の子会社の取締役又は従業員との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところとする。 

５．平成17年９月30日付で、当社株式１株を４株に分割しております。これにより、「新株予約権の目的となる

株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 291 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,164 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 94,750 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年８月２日 

至 平成21年３月８日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  94,750円 

資本組入額 47,375円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



⑤ 第５回新株予約権 平成16年２月17日 臨時株主総会決議 

 （注）１．商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年２月17日臨時株主総会で、新株予約権を付

与する方式により、当社及び子会社の取締役及び従業員に対して新株予約権を付与することを決議しており

ます。 

２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとしております。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されて

いない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てるものとしております。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

３．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使並びに商法等の一部を改正

する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第1項に基づく新株引受権の行使及び新株引受

権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）を行うときは、次の算式により１株当たり払込金

額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとしております。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、また「１株当た

りの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に、それぞれ読み替えるものとしております。また、発行日以

降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込金額は当該株式の分割又は併合

の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとしており

ます。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて払込

金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案

のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとしております。 

４．主な新株予約権の行使条件について 

①新株予約権は全部又は一部につき、行使することができる。 

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員の

地位にあることを条件とする。ただし、任期満了による退任、定年退職又は当社の取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。 

③新株予約権の割当を受けた者の相続人による行使はできないものとする。 

④新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分を認めない。 

⑤その他の条件については、当社又は当社の子会社の取締役又は従業員との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところとする。 

５．平成17年９月30日付で、当社株式１株を４株に分割しております。これにより、「新株予約権の目的となる

株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 123 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 492 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 85,948 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月９日 

至 平成21年３月８日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  85,948円 

資本組入額 42,974円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



⑥ 第６回新株予約権 平成17年４月26日 取締役会決議 

 （注）１．商法第280条ノ20の規定に基づき、平成17年４月26日取締役会で、新株予約権を付与する方式により、当社

及び当社子会社の取締役及び従業員並びに第三者に対して有償にて新株予約権を付与することを決議してお

ります。 

２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとしております。 

ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとしておりま

す。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割も

しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとしております。 

３．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使並びに商法等の一部を改正

する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第1項に基づく新株引受権の行使及び新株引受

権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）を行うときは、次の算式により１株当たり払込金

額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとしております。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、また「１株当た

りの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に、それぞれ読み替えるものとしております。また、発行日以

降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込金額は当該株式の分割又は併合

の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとしており

ます。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて払込

金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案

のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとしております。 

４．主な新株予約権の行使条件について 

①新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社子会社の取締役又は従業員の場合は、権利行使時においても、

当社又は当社子会社の取締役又は従業員の地位にあることを条件とする。ただし、任期満了による退任、定

年退職又は当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

②新株予約権の割当を受けた者が本新株予約権の行使を行う場合は、取締役会の承認を得るものとする。 

③各新株予約権の行使に当たっては、一部行使はできないものとする。 

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 1,607 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,428 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 74,800 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年12月１日 

至 平成19年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  74,800円 

資本組入額 37,400円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④新株予約権者は、権利行使請求日の前営業日の当社株価終値(当該日の終値がない場合は、その前営業日)が

金330,000円(以下「基準株価」という）以上であれば権利行使をすることができるものとする。ただし、

３．の調整が行われた場合には基準株価も３．に順ずる調整を行うものとする。 

⑤権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者

との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

５．平成17年９月30日付で、当社株式１株を４株に分割しております。これにより、「新株予約権の目的となる

株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

⑦ 第11回新株予約権 平成17年12月21日 取締役会決議 

 （注）１．商法第280条ノ20の規定に基づき、平成17年12月21日取締役会で、新株予約権を付与する方式により、

Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limitedに対して新株予約権を付与することを決議してお

ります。 

２．当社は、下記６．記載の本新株予約権の消却事由及び消却の条件に基づき、平成18年８月８日に本新株予約

権平成の未行使分全数について買戻しの申入及び消却を行っております。 

従いまして、提出日前月末現在の新株予約権の個数は340個ございますが、提出日現在におきましては０個

であります。 

３．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を

移転（以下、当社普通株式の発行又は移転を当社普通株式の「交付」と総称する。）する数（以下「割当株

式数」という。）は、行使請求に係る本新株予約権の数に500万円を乗じ、これを下記５.記載の行使価額で

除した数としております。但し、行使により生じる1株の100分の1未満の端数は原則として切捨て、現金に

よる調整は行わないものとしております。本新株予約権の行使により端株が発生する場合には、商法に定め

る端株の買取請求権が行使されたものとして現金により精算するものとしております。 

４．新株予約権の発行価額は１個あたり4万1700円であり、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額に当該新株予約権の１株あたり発行価額を加算した価額とな

る。 

５．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

(1) 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、行使請求に係る新株予約権の数に500万円を乗じた

額とする。 

(2) 本新株予約権1個の行使に際して払込をなすべき額（以下、「行使価額」という。）は、当初32万5000

円とする。 

    (3) 行使価額は、本新株予約権発行の翌暦週以降の毎週最終取引日（以下、「修正日」という。）の翌取引

日以降、修正日までの各3連続取引日（修正日当日を含み、売買高加重平均価格のない日を除く。）の株式

会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格の単純平均値の90%で呼値の刻

み未満を切捨てた金額に修正される。但し、行使価額は97万5000円（下記(4)により、行使価額と同様に調

整される。）を上回らず、16万2500円（下記(4)により、行使価額と同様に調整される。）を下回らないも

のとする。 

 
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 340 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）３ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）５ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年１月12日 

至 平成21年１月11日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
（注）７ 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）８ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 

代用払込みに関する事項 －  －  



    (4) 当社は、本新株予約権の発行後、当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額をもって当社普通

株式を新たに発行又は当社の有する当社普通株式を処分する場合には、次に定める算式をもって行使価額を

調整する。なお、次の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数から、当社が保有す

る当社普通株式を控除した数とする。 

  また、当社は、当社普通株式の分割・併合、又は時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される証券

若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行

する場合等にも適宜行使価額を調整する。 

６．本新株予約権の消却事由及び消却の条件 

当社は、発行日以降いつでも、取締役会決議に従い、本新株予約権の所持人に対して5営業日以上の事前通

知を行うことにより、発行価額の100％（但し、当社が発行日より1暦月以内に（2006年2月11日（当日を含

む）まで）消却を行う場合は、本新株予約権1個につき、141,700円）で残存する本新株予約権の全部（一部

は不可）を消却することができることとなっております。 

７．本新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中資本に組入れない額 

本新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中資本に組入れない額は、当該発行価額より資本に組入

れる額を減じた額とする。資本に組入れる額とは、行使価額（調整又は修正された場合は、調整又は修正後

の行使価額）に0.5を乗じた額とし、その結果1円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とし

ております。 

８．主な新株予約権の行使条件について 

本新株予約権の一部行使はできない。 

⑧ 第12回新株予約権 平成18年１月30日 取締役会決議 

 （注）１．商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成17年８月26日定時株主総会で、当社及び当社子

会社の取締役及び従業員並びに第三者に対して新株予約権を付与することを決議しております。 

２．当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割または併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとしております。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使し

ていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとしております。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

既発行株式数＋ 

新発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分

価額 

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

 
 事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 4,330 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,330 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 249,422 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年２月７日 

至 平成22年２月６日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  249,422円 

資本組入額 124,711円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左 

代用払込みに関する事項 －  －  



３．当社が、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分が行われる場合（新株予約権の行使により

新株式を発行する場合ならびに新株引受権の行使による場合を除く）、払込金額は次の算式により調整され

るものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

４．主な新株予約権の行使条件について 

①新株予約権は全部または一部につき、行使することができる。 

②新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役、また

は従業員の地位にあることを条件とする。ただし、任期満了による退任、定年退職または当社の取締役会

が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

③新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予約権の行使はできないものとする。 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成13年11月30日 

（注）１ 
350 3,296 35,000 289,000 35,000 297,726 

平成13年12月28日 

（注）２ 
50 3,346 5,000 294,000 5,000 302,726 

平成14年２月９日 

（注）３ 
250 3,596 25,000 319,000 25,000 327,726 

平成14年２月27日 

（注）４ 
200 3,796 20,000 339,000 20,000 347,726 

平成14年３月28日 

（注）５ 
325 4,121 32,500 371,500 32,500 380,226 

平成14年４月26日 

（注）６ 
500 4,621 50,000 421,500 50,000 430,226 

平成14年５月30日 

（注）７ 
500 5,121 50,000 471,500 50,000 480,226 

平成13年６月１日～  

平成14年５月31日  

（注）８ 

495 5,616 12,375 483,875 12,375 492,601 

平成14年８月15日 

（注）９ 
544 6,160 54,400 538,275 54,400 547,001 

平成14年８月29日 

（注）10 
- 6,160 - 538,275 △185,491 361,509 

平成14年９月14日 

（注）11 
206 6,366 20,600 558,875 20,600 382,109 

平成14年６月１日～ 

平成15年５月31日  

（注）12 

550 6,916 13,750 572,625 13,750 395,859 

 



（注）１．有償第三者割当増資 

発行価格  200,000円 

資本組入額 100,000円 

割当先は㈱フェイス、Tudor Proprietary Trading,L.L.C.、The Tudor BVI Global Portfolio Ltd.であり

ます。 

２．有償第三者割当増資 

発行価格  200,000円 

資本組入額 100,000円 

割当先はあさひ銀２号投資事業組合であります。 

３．有償第三者割当増資 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成15年８月８日 

（注）13 
1,500 8,416 121,125 693,750 210,075 605,934 

平成16年３月27日 

（注）14 
－ 8,416 － 693,750 △433,394 172,540 

平成15年６月１日～  

平成16年５月31日  

（注）15 

49 8,465 1,300 695,050 1,300 173,840 

平成16年６月26日 

（注）16 
435 8,900 50,242 745,292 50,242 224,082 

平成16年10月28日 

（注）17 
6,605 15,505 997,355 1,742,647 997,355 1,221,437 

平成17年５月17日 

（注）18 
5,525 21,030 795,600 2,538,247 795,600 2,017,037 

平成16年６月１日～ 

 平成17年５月31日 

（注）19 

520 21,550 52,000 2,590,247 52,000 2,069,037 

平成17年６月１日  

（注）20 
760 22,310 － 2,590,247 24,842 2,093,880 

平成17年８月26日  

（注）21 
－ 22,310 － 2,590,247 △2,069,037 24,842 

平成17年９月30日  

（注）22 
67,281 89,591 － 2,590,247 － 24,842 

平成17年10月13日  

（注）23 
10,000 99,591 1,750,000 4,340,247 1,750,000 1,774,842 

平成17年11月15日  

（注）24 
3,840 103,431 － 4,340,247 177,662 1,952,505 

平成17年12月１日  

（注）25 
2,400 105,831 － 4,340,247 18,185 1,970,690 

平成18年３月10日 

（注）26 
－ 105,831 △916,870 3,423,376 － 1,970,690 

平成17年６月１日～ 

平成18年5月31日 

（注）27 

32,849.63 138,680.63 3,287,409 6,710,786 3,287,409 5,258,100 

平成18年８月16日 

（注）28 
60,282 198,962.63 849,976 7,560,762 849,976 6,108,076 

平成18年６月１日～ 

平成18年８月31日 

（注）29 

17,730 216,692.63 249,993 7,810,755 249,993 6,358,069 



発行価格  200,000円 

資本組入額 100,000円 

割当先は庄野道子、小柴晶義であります。 

４．有償第三者割当増資 

発行価格  200,000円 

資本組入額 100,000円 

割当先はソフトキャピタル・エンジェルファンド027投資事業組合、商中第１号投資事業組合であります。 

５．有償第三者割当増資 

発行価格  200,000円 

資本組入額 100,000円 

割当先はソフトキャピタル・エンジェルファンド027投資事業組合、横浜キャピタル㈱、他２名でありま

す。 

６．有償第三者割当増資 

発行価格  200,000円 

資本組入額 100,000円 

割当先はティ・エイチ・シー・ミレニアム投資事業有限責任組合、ティ・エイチ・シー・フェニックス・ジ

ャパン投資事業有限責任組合、ティ・エイチ・シー・エー・ピー投資事業有限責任組合であります。 

７．有償第三者割当増資 

発行価格       200,000円 

資本組入額      100,000円 

割当先はエヌ・アイ・エフベンチャーズ㈱、投資事業組合「NIF21-ONE（２号-A）」、投資事業組合

「NIF21-ONE（２号-B）」、投資事業有限責任組合エヌアイエフ日米欧ブリッジファンドであります。 

８．新株引受権の行使による増加であります。 

９．有償第三者割当増資 

発行価格       200,000円 

資本組入額       100,000円 

割当先はエーエフジェーカタライザー１号投資事業組合であります。 

10．平成14年８月29日開催の定時株主総会において、資本準備金を185百万円減少し、欠損填補することを決議

しております。 

11．有償第三者割当増資 

発行価格      200,000円 

資本組入額     100,000円 

割当先はAFJ Japan Integration Fund I Exempted Limited Partnershipであります。 

12．新株引受権の行使による増加であります。 

13．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格      220,800円 

資本組入額     80,750円 

払込金総額   331,200千円 

14．平成16年２月17日開催の臨時株主総会において、資本準備金を443百万円減少し、欠損填補することを決議

しております。 

15．新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。 

16．有償第三者割当増資 

発行価格     231,000円 

資本組入額    115,500円 

割当先は㈱デジタルアドベンチャーであります。 

17．有償第三者割当増資 

発行価格     302,000円 

資本組入額    151,000円 

主な割当先はプライベートエクイティジャパン㈱、㈱トライ・ファイブ、他８社であります。 

18．有償第三者割当増資 



発行価格        288,000円 

資本組入額       144,000円 

主な割当先はアーティストハウス1号投資事業組合、プライベートエクイティジャパン㈱、他５社であり

ます。 

19．新株予約権の行使による増加であります。 

20. 平成17年６月１日に㈱ツートップを完全子会社とする株式交換を行い、㈱ツートップの株式１株に対し当社

株式3.8株を割当交付し、新株式760株を発行しております。なお、資本金の増加はありません。 

21．平成17年８月26日開催の定時株主総会において、資本準備金を2,069百万円減少し、欠損填補することを決

議しております。 

22．株式分割（１：４）によるものであります。 

23．平成18年８月16日付で有償第三者割当増資を行い、発行済株式総数が88,650株、資本金及び資本準備金がそ

れぞれ1,249百万円増加しております。 

発行価格        350,000円 

資本組入額       175,000円 

割当先はMarvelous Group Limitedであります。 

24．株式交換の実施に伴う新株発行によるものであります。 

平成17年10月17日に㈱ジーワンを完全子会社とする株式交換を行い、㈱ジーワンの株式１株に対し当社株

式16株を割当交付し、新株式3,840株を発行しております。なお、資本金の増加はありません。 

25．株式交換の実施に伴う新株発行によるものであります。 

平成17年11月８日に㈱Ｆｏｕを完全子会社とする株式交換を行い、㈱Ｆｏｕの株式１株に対し当社株式12

株を割当交付し、新株式2,400株を発行しております。なお、資本金の増加はありません。 

26．平成18年２月８日開催の臨時株主総会において、資本金を916百万円減少し、欠損填補することを決議して

おります。 

27．新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。 

28．平成18年８月16日付で有償第三者割当増資を行い、発行済株式総数が60,282株、資本金及び資本準備金がそ

れぞれ849百万円増加しております。 

発行価格         28,200円 

資本組入額        14,100円 

主な割当先は㈱クロニクル、㈲ウィローバレー、他３社であります。 

29.転換社債型新株予約権付社債の行使による増加であります。 

30. 平成18年８月30日開催の定時株主総会において、資本金2,793百万円及び資本準備金5,258百万円を減少し、

欠損填補することを決議しております。 



(4）【所有者別状況】 

(注) 自己株式７株は、上記「個人その他」の欄に含まれております。 

上記「その他法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式23株が含まれております。 

  平成18年５月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 4 13 110 26 16 16,693 16,862 － 

所有株式数

（株） 
－ 6,620 2,905 16,753 5,313 64 107,021 138,676 4.63 

所有株式数の

割合（％） 
－ 4.77 2.09 12.08 3.83 0.05 77.18 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

(注) 1. 前事業年度末現在主要株主であったプライベートエクイティジャパン株式会社は、当事業年度末では主要株主

ではなくなりました。 

  平成18年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

プライベートエクイティジャパン株式会社 東京都千代田区麹町三丁目３番地 
13,380 9.64 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 6,056 4.36 

和田隆久 東京都目黒区 2,010 1.44 

高瀬真尚 東京都品川区 1,920 1.38 

高瀬美佳 東京都品川区 1,920 1.38 

バンク オブ ニューヨーク ジーシー

エム クライアント アカウンツ イー 

アイエスジー 

(常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行カストディ業務部) 

Peterborough Court,133 Fleet 

Street,London EC4A 2BB,UK 

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

1,728 1.24 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 1,458 1.05 

馬場和明 東京都港区 1,200 0.86 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリテ

ィーズ（ジャパン）リミテッド（ビーエ

ヌピーパリバ証券会社） 

(日本に於ける代表者 安田雄典) 

  

  

東京都千代田区大手町一丁目７番２号 

1,049 0.75 

瀬端文雄 東京都新宿区 936 0.67 

計 － 31,657 22.77 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注) 上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、23株含まれております。 

   また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が23個含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 7 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 138,669 138,669 － 

端株 普通株式   4.63 － － 

発行済株式総数 138,680.63 － － 

総株主の議決権 －   － 

  平成18年５月31日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱アーティストハウス

ホールディングス 

東京都渋谷区渋谷 

三丁目27番11号 
7 － 7 0.01 

計 － 7 － 7 0.01 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

 当制度の内容は、以下の通りであります。 

 ① 第１回ストックオプション 

  （平成14年８月29日定例株主総会決議） 

   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年８月29日第３回定時株主総会終結の時に在

任する当社及び子会社取締役及び同日現在在籍する当社及び子会社使用人で参与の資格を有する者に対して

特に有利な条件を持って新株予約権を発行することを、平成14年８月29日第３回定時株主総会において特別

決議されたものであります。 

(注) １.上記決議後に生じた権利行使及び権利放棄により、当事業年度末における付与対象者は当社取締

役１名及び当社使用人２名、目的となる株式の数は1,220株となっております。 

２.平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割しております。これにより、株式の数が調整さ

れております。 

 ② 第２回ストックオプション 

  （平成14年８月29日定例株主総会決議） 

   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年８月29日第３回定時株主総会終結の時に在

任する当社及び子会社取締役及び同日現在在籍する当社及び子会社使用人で参与の資格を有する者に対して

特に有利な条件を持って新株予約権を発行することを、平成14年８月29日第３回定時株主総会において特別

決議されたものであります。 

(注) １.上記決議後に生じた権利行使により、当事業年度末における付与対象者は当社使用人３名及び子

会社使用人６名、目的となる株式の数は164株となっております。 

２.平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割しております。これにより、株式の数が調整さ

れております。 

決議年月日 平成14年８月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 ６名  

当社使用人で参与の資格を有する者 ４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
取締役に対し3,520株、使用人に対し1,680株、 

合計5,200株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

決議年月日 平成14年８月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社使用人で参与の資格を有する者  ６名 

子会社使用人で参与の資格を有する者 18名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
当社使用人に対し528株、子会社使用人に対し560

株、合計692株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 



 ③ 第３回ストックオプション 

  （平成14年８月29日定例株主総会決議） 

   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年８月29日第３回定時株主総会終結の時に在

任する当社及び子会社取締役及び同日現在在籍する当社及び子会社使用人で参与の資格を有する者に対して

特に有利な条件を持って新株予約権を発行することを、平成14年８月29日第３回定時株主総会において特別

決議されたものであります。 

(注) １.上記決議後に生じた権利行使により、当事業年度末における当社使用人２名及び子会社使用人２

名、目的となる株式の数は80株となっております。 

２.平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割しております。これにより、株式の数が調整さ

れております。 

 ④ 第４回ストックオプション 

  （平成16年２月17日臨時株主総会決議） 

   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年２月17日臨時株主総会終結の時に在任する

当社及び子会社取締役及び同日現在在籍する当社及び子会社使用人で参与の資格を有する者に対して特に有

利な条件を持って新株予約権を発行することを、平成16年２月17日臨時株主総会において特別決議されたも

のであります。 

(注) １.上記決議後に生じた権利行使により、当事業年度末における当社取締役１名、当社使用人２名、

及び子会社使用人24名、目的となる株式の数は1,164株となっております。 

２.平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割しております。これにより、株式の数が調整さ

れております。 

決議年月日 平成14年８月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社使用人で参与の資格を有する者  ４名 

子会社使用人で参与の資格を有する者 ２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
当社使用人に対し80株、子会社使用人に対し28株、

合計108株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

決議年月日 平成16年２月17日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ２名  

子会社取締役   ５名  

当社使用人で参与の資格を有する者  ６名 

子会社使用人で参与の資格を有する者 27名 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

株式の数 

当社取締役に対し1,272株、子会社取締役に対し332

株、当社使用人に対し36株、子会社使用人に対し

160株、合計1,800株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 



 ⑤ 第５回ストックオプション 

  （平成16年２月17日臨時株主総会決議） 

   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年２月17日臨時株主総会終結の時に在任する

当社及び子会社取締役及び同日現在在籍する当社及び子会社使用人で参与の資格を有する者に対して特に有

利な条件を持って新株予約権を発行することを、平成16年２月17日臨時株主総会において特別決議されたも

のであります。 

(注) １.上記決議後に生じた権利行使により、当事業年度末における当社取締役２名、子会社取締役１

名、当社使用人３名及び子会社使用人５名、目的となる株式の数は492株となっております。 

２.平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割しております。これにより、株式の数が調整さ

れております。 

 ⑥ 第６回ストックオプション 

  （平成17年４月26日取締役会決議） 

   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年４月17日取締役会決議終結の時に在任する

当社及び子会社取締役及び同日現在在籍する当社及び子会社使用人で参与の資格を有する者に対して特に有

利な条件を持って新株予約権を発行することを、平成17年４月17日取締役会決議において特別決議されたも

のであります。 

(注) １.上記決議後に生じた権利行使により、当事業年度末における当社取締役２名、子会社取締役１

名、当社使用人３名及び子会社使用人２名、目的となる株式の数は6,428株となっております。 

２.平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割しております。これにより、株式の数が調整さ

れております。 

決議年月日 平成16年２月17日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    ２名  

子会社取締役   ２名  

当社使用人で参与の資格を有する者  ３名 

子会社使用人で参与の資格を有する者 ７名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

当社取締役に対し380株、子会社取締役に対し28

株、当社使用人に対し124株、子会社使用人に対し

68株、合計600株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

決議年月日 平成17年４月26日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ３名  

子会社取締役   ２名  

当社使用人で参与の資格を有する者  ３名 

子会社使用人で参与の資格を有する者 ２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

当社取締役に対し6,456株、子会社取締役に対し440

株、当社使用人に対し224株、子会社使用人に対し

80株、合計7,200株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 



⑦ 第12回ストックオプション 

  （平成17年８月26日定例株主総会決議） 

   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年８月26日第６回定時株主総会終結の時に在

任する当社及び子会社取締役及び同日現在在籍する当社及び子会社使用人で参与の資格を有する者に対して

特に有利な条件を持って新株予約権を発行することを、平成17年８月26日第６回定時株主総会において特別

決議されたものであります。 

決議年月日 平成17年８月26日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    ２名  

子会社取締役   ９名  

当社使用人で参与の資格を有する者  10名 

子会社使用人で参与の資格を有する者 25名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

当社取締役に対し2,515株、子会社取締役に対し412

株、当社使用人に対し330株、子会社使用人に対し

433株、合計3,690株 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 



２【自己株式の取得等の状況】 

  【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株の買取請求による取得 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

３【配当政策】 

 当社は、平成12年2月の設立以降、将来の事業拡大と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保するため、

現在まで配当は実施しておりません。利益の状況や事業展開などを総合的に判断しながら配当による利益還元を

行いたいと考えておりますが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定でありま

す。 

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

２．平成15年８月８日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項は

ございません。 

３．平成17年８月11日の株主に対して、平成17年９月30日付けで１株につき４株の株式分割を行っております。

４. ※印は株式分割による権利落後の最高・最低株価(円)を示しております。 

区分 株式数（株） 価格の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間－年－月－日～－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式  7.63 1,877,000 

残存授権株式の総数及び価格の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 7.63 1,877,000 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分  

当該事業年度 当期間 

株式数（株）  
処分価額の総額 

（円）  
株式数（株）  

処分価額の総額 

（円）  

引き受ける者の募集を行った 

取得自己株式 
－ － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式 
－ － － － 

その他（－） － － － － 

保有自己株式 7.63 － 7.63 － 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

最高（円） － － 586,000 475,000 
980,000 

※465,000 

最低（円） － － 210,000 250,000 
408,000 

 ※63,800 



(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 平成18年４月 平成18年５月 

最高（円） 373,000 329,000 193,000 177,000 173,000 103,000 

最低（円） 275,000 150,000 86,500 120,000 88,000 63,800 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役社長 

 （代表取締役） 
  村上 寿滋 昭和13年８月16日生

昭和41年９月 日本バイリーン㈱入社 

平成２年６月 同社取締役自動車資材事業部長 

平成９年６月 同社常務取締役衣料資材営業本部長 

平成14年６月 同社監査役 

平成15年６月 同社退職 

平成18年８月 当社代表取締役社長就任（現任） 

－ 

取締役   田村 新吾 昭和21年７月25日生

昭和44年４月 ソニー㈱入社 

昭和63年10月 同社ホームインタラクティブ事業部 

事業部長 

平成４年11月 同社マーチャンダイザー室長 

平成10年６月 同社ベンチャービジネスパーク統括部長 

平成11年３月 同社ワンダーワークス統括部長 

平成16年４月 北海道大学客員教授（兼任） 

「MOTマーケティング論」 

平成16年９月 ソニーマーケティング㈱ 

HAVインストビジネス推進室長 

平成18年７月 ソニー㈱退職 

平成18年８月 当社取締役就任（現任） 

－ 

取締役   広瀬 直樹 昭和27年６月15日生 

昭和50年４月 ㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)入行 

昭和61年10月 ロイズ銀行東京支店 

昭和62年９月 バンカース・トラスト・アジア証券 

平成７年５月 ＣＩＢＣウッドガンディ証券 

東京支店エグゼクティブ・ディレクター 

平成９年８月  Zoologicジャパン㈱代表取締役 

平成12年１月 大東証券投信・外債部長 

平成15年５月 ガーバン東短証券㈱ 

マネージング・ディレクター 

平成16年５月 セントラル短資証券㈱ 

マネージング・ディレクター 

平成18年４月  (有)喜望峰代表取締役（現任） 

平成18年８月  当社取締役就任（現任） 

－ 

取締役   塚原 洋 昭和24年４月29日生

昭和48年４月 丸紅㈱入社 

平成13年３月 同社退社 

平成13年４月 プラットC2㈱代表取締役 

平成14年11月 同社取締役辞任 

平成14年12月 サピウス(有)代表取締役 

平成18年８月 同社代表取締役 

兼アトラス・パートナーズ共同代表（現

任） 

平成18年８月 当社取締役就任（現任） 

－ 

 取締役   楠部 孝  昭和41年１月20日生 

平成12年２月 当社設立取締役就任 

平成14年８月 当社取締役副社長就任 

平成16年４月 当社代表取締役社長就任 

平成18年８月 当社取締役社長就任（現任） 

 他の法人等の代表及び役員の状況 

 ㈱アーティストハウスパブリッシャーズ 代表取締役 

 ㈱アーティストフィルム 代表取締役 

 ㈱翔年社 代表取締役 

 ㈱アンティコルムジャパン 代表取締役 

 ㈱ミュージックランド 代表取締役 

 ㈱ＢＢＭＣ 取締役 

 ㈱アーティストハウスインベストメント 取締役 

 ㈱ポリスター 取締役 

 スリーディーシステム㈱ 取締役 

－ 

 



（注）１．取締役塚原洋は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役和田位、渡邉善二及び大沼信介は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

 監査役   和田 位 昭和21年４月14日生 

昭和44年４月  ㈱近江兄弟社入社 

昭和46年３月 セントラルリース㈱ 

(現UFJセントラルリース㈱)入社 

昭和58年６月 日本ソジェリース㈱入社 

昭和63年９月 スミセイリース㈱入社 

平成３年６月 ㈱山三西武地産入社 

平成４年６月 日立信販㈱（現アエル㈱）入社 

平成年月 同社常務取締役就任 

平成16年１月 同社常務取締役退任 

平成16年２月 三貴商事㈱入社 

平成17年２月 ベルエア㈱(三貴商事㈱の親会社)取締役 

平成18年８月 同社取締役退任 

平成18年８月 当社監査役就任（現任） 
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  監査役   渡邉 善二 昭和26年４月11日生 

昭和55年４月 英国IBM教育研修主幹助手 

E-learning基礎研究 

昭和58年４月 日赤医療センター、日本商工会議所などの 

講師歴任 

昭和60年10月 ㈱アビテック・ジャパン設立、 

代表取締役就任（現任） 

平成２年４月 ソニー㈱国内営業本部 教育研修講師 

平成15年３月 ソニー㈱本社再就職支援契約 

平成18年８月 当社監査役就任（現任） 

－ 

  監査役   大沼 信介 昭和17年９月30日生 

昭和41年４月 公認会計士太田哲三事務所入所 

昭和45年３月 税理士登録 

昭和57年１月 公認会計士大沼信介事務所開設 

昭和57年10月 琴平監査法人代表社員 

平成２年11月 太田昭和システム開発㈱取締役 

平成13年12月 ㈱カルラ専務取締役 

平成17年５月 独立行政法人国立環境研究所勤務（現任） 

平成18年８月 当社監査役就任（現任） 

－ 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は株主の皆様を中心に全てのステークホルダーの方々を重視し、健全で透明性が高く、事業環境の変化に

迅速かつ的確に対応できる経営体制の構築に取組んでおります。 

 そのため、情報開示を充実し、企業倫理や企業経営の健全性、適法性を高めることを基本方針としておりま

す。 

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 取締役会 

 経営方針、法定事項、その他経営に関する重要な事項を決定するため、毎月１回定時取締役会を開催して

おります。また、迅速な経営の意思決定のために随時、臨時取締役会を開催しております。 

② 監査役会 

 当社は監査役制度を採用しております。監査役会は３名（全てが社外監査役）で構成されており、各監査

役は定時取締役会へ出席し、取締役の職務執行を監視しております。 

③ 業務執行・監視体制 

 当社は持株会社制を導入しており、当社のみならずグループ全体の業務執行の監視を行う体制を構築する

必要があります。その為、当社の役員（非常勤監査役を除く）、グループ各社の代表取締役、並びに経営管

理部門長による会議を毎週開催しております。この体制により各社の業務執行を相互に監視し、グループ全

体のコーポレート・ガバナンスの充実を図っております。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 専属の内部監査部署はないため、外部コンサルタントと契約を締結し内部統制整備・運用に関する助言及

び調査を受けております。 

⑤ 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況 

 顧問契約を締結している弁護士、税理士、有識者、司法書士等より必要に応じてアドバイスを受けており

ます。 



(3) 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務はアスカ監査法人が行っており、業務執行社員は公認会計士田中大丸、宮川愼哉の２名で

あります。また、監査業務に係わる補助者の人数は５名であり、その構成は、公認会計士４名、会計士補１名と

なっております。 

 なお、当社は平成18年６月27日付けであずさ監査法人との監査契約を解約したため、会社法第346条第４項及

び第６項の規定に基づき、平成18年６月27日開催の監査役会の決議により、アスカ監査法人を一時会計監査人の

職務を行うべき者（仮会計監査人）に選任し、現在に至っております。第３四半期までの会計監査業務は前任監

査人であるあずさ監査法人が実施しております。 

(4) 社外取締役及び社外監査役との関係 

取締役塚原洋は会社法第２条第15項に定める社外取締役の要件を満たしております。 

監査役和田位、渡邉善二及び大沼信介は会社法第２条第16項に定める社外監査役の要件を満たしております。 

また、社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本関係又はその他利害関係は以下の通りでございま

す。 

①当社の社外取締役の和田位は、当社の株式を49株(0.0％)保有しております。 

②当社の社外取締役渡邉善二が代表取締役を務める株式会社アビテック・ジャパンと取引を行っております。

なお、取引価格については適正な価格により行っております。 

(5) リスク管理体制の整備の状況 

 平成18年５月26日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を決議しております。具体的に

は、「コンプライアンス委員会」を設置しコンプライアンス体制を整備すること、「リスク管理規程」を定め当

社を取り巻くリスクを特定した上で適切な対応を図ることなどをその骨子としております。これらについては、

平成18年８月11日開催の取締役会で決議しております。 

(6) 役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

   取締役に対する報酬       41,704千円 

    うち社内取締役に対する報酬  41,704千円 

    うち社外取締役に対する報酬    －千円 

   監査役に対する報酬        5,500千円 

(7) 監査報酬の内容 

 当社のあずさ監査法人及びアスカ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定す

る業務に基づく報酬額は合計で35,000千円（除く消費税；うち、あずさ監査法人15,000千円、アスカ監査法人

20,000千円）であります。 

 なお、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬はありま

せん。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前連結会計年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表についてあずさ監

査法人により監査を受けており、当連結会計年度（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）及び当事業年度

（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表についてアスカ監査法人により監査を

受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  前連結会計年度及び前事業年度   あずさ監査法人 

  当連結会計年度及び当事業年度   アスカ監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※２ 2,324,585 2,353,392 

２ 受取手形及び売掛金   977,347 882,928 

３ たな卸資産 920,919 749,401 

４ 短期貸付金 － 66,722 

５ 繰延税金資産 － 5,852 

６ その他 574,356 346,795 

貸倒引当金 △200,687 △322,762 

流動資産合計 4,596,522 75.9 4,082,330 35.5

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1）建物 ※２ 15,165 344,704   

減価償却累計額 5,256 9,908 134,011 210,692 

(2）車両運搬具 2,165 9,479   

減価償却累計額 1,823 341 6,289 3,190 

(3）工具器具備品 28,592 72,782   

減価償却累計額 15,231 13,361 34,052 38,729 

(4）土地 
※
2,4  

－ 1,464,827 

有形固定資産合計 23,612 0.4 1,717,440 14.9

２ 無形固定資産   

(1）ソフトウェア 39,049 6,736 

(2）映像コンテンツ 385,657 279,390 

(3）のれん  － 1,138,233 

(4）その他 54,951 128,783 

無形固定資産合計 479,658 7.9 1,553,144 13.5

 



   
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※１ 354,669 3,702,880 

(2）長期貸付金   265,471 － 

(3）長期滞留債権等  454,376 1,068,670 

(4）その他   296,182 420,780 

貸倒引当金  △412,545 △1,031,843 

投資その他の資産合計  958,155 15.8 4,160,488 36.1

固定資産合計  1,461,426 24.1 7,431,073 64.5

資産合計  6,057,948 100.0 11,513,404 100.0 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  1,343,277 626,750 

２ 短期借入金   230,000 2,478,585 

３ 一年内返済予定長期借入
金 

※２  668,568 688,554 

４ 一年内償還予定社債  364,000 362,000 

５ 未払金  374,606 683,164 

６ 未払法人税等  20,665 216,360 

７ 返品調整引当金  78,698 79,314 

８ 返品損失引当金   79,069 25,485 

９ その他  445,007 705,652 

流動負債合計  3,603,893 59.5 5,865,867 51.0

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   622,000 80,000 

２ 長期借入金 ※２  412,379 469,696 

３ 退職給付引当金  － 11,908 

４ 役員退職慰労引当金  － 110,250 

５ 繰延税金負債  2,727 427,224 

固定負債合計  1,037,106 17.1 1,099,078 9.5

負債合計  4,640,999 76.6 6,964,946 60.5

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  24,272 0.4 － －

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 2,590,247 42.8 － －

Ⅱ 資本剰余金  2,343,883 38.7 － －

Ⅲ 利益剰余金  △3,545,242 △58.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  3,786 0.0 － －

資本合計  1,392,675 23.0 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 6,057,948 100.0 － － 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金 ※３  － － 6,710,786 58.3

 ２ 資本剰余金  － － 7,447,921 64.7

 ３ 利益剰余金  － － △9,781,414 △85.0

 ４ 自己株式  － － △1,877 △0.0

株主資本合計  － － 4,375,416 38.0

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １  その他有価証券評価差額
金 

  △19,215 △0.2

 ２  為替換算調整勘定   － － 6 △0.0

 評価・換算差額等合計  － － △19,208 △0.2

Ⅲ 新株予約権  － － 47,121 0.4

Ⅳ 少数株主持分  － － 145,128 1.3

純資産合計  － － 4,548,458 39.5

負債純資産合計  － － 11,513,404 100.0 

         



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 3,598,873 100.0 7,754,384 100.0 

Ⅱ 売上原価 3,446,627 95.8 5,690,053 73.4

売上総利益 152,246 4.2 2,064,330 26.6

返品調整引当金戻入額 20,304 0.6 103,422 1.3

返品調整引当金繰入額 78,698 2.2 113,236 1.5

差引売上総利益 93,852 2.6 2,054,516 26.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,106,648 30.7 2,839,559 36.6

営業損失 1,012,796 △28.1 785,043 △10.1

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 3,382 4,014   

２ 受取配当金 95 14,274   

３ 投資有価証券売却益 62,769 34,998   

４ 持分法投資利益 2,956 －   

５ アドバイザリー業務収入 － 240,000   

６ デリバティブ評価益 － 218,087   

７ その他 11,493 80,696 2.2 89,040 600,414 7.7

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息 49,449 84,365   

２ 新株発行費 17,534 67,736   

３ 持分法投資損失 － 2,174   

４ コミットメントライン
関連費用 

6,955 －   

５ 金融支払手数料 15,148 14,600   

６ 投資組合損失 25,157 －   

７ たな卸資産評価損  － 46,250   

８ その他 12,128 126,372 3.5 134,965 350,093 4.5

経常損失 1,058,471 △29.4 534,722 △6.9

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益   

１ 固定資産売却益 － 2,662   

２ 投資有価証券売却益 － 8,196   

３ 前期損益修正益 － － － 908 11,767 0.2

Ⅶ 特別損失   

 １ 固定資産除却損 ※２ 1,950 11,310   

 ２ 固定資産売却損 － 110,669   

 ３ 投資有価証券評価損 － 2,554,136   

 ４ 子会社株式売却損 － 36,676   

 ５ 貸倒引当金繰入額  112,445 682,965   

６ 出資金売却損   2,055 －   

７ 映像使用権の償却方法
変更等に伴う前期損益
修正損 

  912,839 －   

８ 事業構造改善損 ※３ 1,307,622 －   

９ 事業撤退損失 ※４ 269,839 －   

10 投資案件に係る支払報酬 － 3,169,028   

11 減損損失 ※５ － 1,590,474   

12 業務管理等に関わる費
用  

－ 314,250   

13 匿名組合評価損 － 99,497   

14 出資金評価損 － 70,000   

15 その他 － 2,606,752 72.4 20,733 8,659,743 111.7

    

税金等調整前当期純損失 3,665,224 △101.8 9,182,698 △118.4

法人税、住民税及び事業
税 

6,271 272,382   

法人税等調整額 99,632 105,903 2.9 65,141 337,524 4.4

少数株主損失 6,560 0.1 23,296 0.3

当期純損失 3,764,568 △104.6 9,496,927 △122.5

    



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    477,537

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 増資による新株式の
発行 

 1,895,197 1,895,197

Ⅲ 資本剰余金減少高    

１ 欠損金補填による
資本準備金取崩高 

 28,850 28,850

Ⅳ 資本剰余金期末残高    2,343,883

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    213,114

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 欠損金補填による
資本準備金取崩高 

 28,850 28,850

Ⅲ 利益剰余金減少高    

 １ 当期純損失  3,764,568 

２ 役員賞与  4,000 

３ 合併による利益剰余金
の減少高 

 18,638 3,787,207

Ⅳ 利益剰余金期末残高    △3,545,242

     



④【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

  株主資本  

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年５月31日残高(千円) 2,590,247 2,343,883 △3,545,242 － 1,388,889 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行 5,037,409 5,037,409 － － 10,074,819 

 株式交換による増加 － 2,410,512 － － 2,410,512 

 減資  △916,870 － 916,870 － － 

 欠損金の填補  － △2,343,883 2,343,883 － － 

 自己株式の取得  － － － △1,877 △1,877 

 当期純損失 － － △9,496,927 － △9,496,927 

 株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 

           (千円) 
4,120,538 5,104,037 △6,236,172 △1,877 2,986,527 

平成18年５月31日残高(千円) 6,710,786 7,447,921 △9,781,414 △1,877 4,375,416 

 評価・換算差額等 

新株予約権
 少数株主 

持分 
純資産合計 

 

その他有価

証券評価差

額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額合計 

平成17年５月31日残高(千円) 3,786 － 3,786 41,000 24,272 1,457,948 

連結会計年度中の変動額             

 新株の発行 － － － － － 10,074,819 

 株式交換による増加 － － － － － 2,410,512 

 減資  － － － － － － 

 欠損金の填補  － － － － － － 

 自己株式の取得  － － － － － △1,877 

 当期純損失 － － － － － △9,496,927 

 株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額(純額) 
△23,001 6 △22,995 6,121 120,855 103,982 

連結会計年度中の変動額合計 

             (千円) 
△23,001 6 △22,995 6,121 120,855 3,090,509 

平成18年５月31日残高(千円) △19,215 6 △19,208 47,121 145,128 4,548,458 



⑤【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税金等調整前当期純損失  △3,665,224 △9,182,698

減価償却費  335,898 111,553

連結調整勘定償却額  355,121 －

のれん償却額  － 58,686

貸倒引当金の増加額  585,667 20,155

    減損損失   － 1,590,474

    返品調整引当金の増加額 

    又は減少額(△) 
  137,463 △52,967

受取利息及び受取配当金  △3,477 △18,288

支払利息  49,449 84,365

出資金評価損  － 70,000

匿名組合分配損失  － 31,944

業務管理等に関わる費用  － 314,250

たな卸資産評価損  － 46,250

新株発行費  17,534 67,736

社債発行費  3,300 －

コミットメント関連費用  6,955 －

アドバイザリー業務収入  － △240,000

固定資産売却益   － △2,662

固定資産売却損  － 110,669

固定資産除却損  1,950 11,310

投資有価証券売却益  △62,769 △34,998

投資有価証券評価損  － 2,554,136

投資案件に関わる費用  － 3,169,028

金利スワップ評価益
(△)又は評価損 

 △2,402 －

デリバティブ評価益  － △218,087

投資組合利益(△) 
又は損失 

 25,157 △26,523

持分法投資利益(△) 
又は損失 

 △2,956 2,077

匿名組合評価損   － 99,497

子会社株式売却損失  － 36,676

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

売上債権の減少額  80,727 367,788

長期滞留債権等の増加額
（△） 

 △412,718 －

仕入債務の減少額
（△） 

 △744,832 △900,629

たな卸資産の減少額  3,212,459 379,606

未収入金の減少額  34,102 3,744

前渡金の増加額(△) 
又は減少額 

 △74,981 114,658

前受金の増加額 
又は減少額（△） 

 139,014 △144,761

その他の資産の増加額
（△） 

 － △58,220

その他の負債の増加額  － 443,766

その他  108,251 133,833

役員賞与の支払額  △4,000 －

投資手数料  － 25,983

小計  119,691 △1,031,643

利息及び配当金の受取額  3,477 33

利息の支払額  △47,839 △86,610

法人税等の支払額  △28,687 △197,949

業務管理等に関わる支出  － △74,250

投資案件に関わる支出  － △3,169,028

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 46,642 △4,559,448

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期預金の預入による
支出 

 － △200,000

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △16,714 △50,399

有形固定資産の売却に
よる収入 

 210 18,775

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △540,787 △828,091

無形固定資産の売却に
よる収入 

 － 792

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △1,137,299 △6,194,006

投資有価証券の売却に
よる収入 

 902,983 442,097

関係会社株式の取得に
よる支出 

※３  △37,500 △359,441

新規関連会社の株式取
得による支出 

 △3,400 －

関係会社株式の売却に
よる収入 

※４  － 98,575

出資金の売却による収入  － 38,883

貸付による支出  △400,777 △710,000

貸付金の回収による収入  98,724 916,645

敷金保証金差入れによる
支出 

 － △104,218

敷金保証金返還による
収入 

 － 54,883

出資金の払込による支出  △249,629 －

アドバイザリ－業務に
よる収入 

 － 240,000

その他  △2,929 16,827

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,387,120 △6,618,678

    

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の純増加額
又は純減少額（△） 

 △1,253,830 2,138,617

長期借入れによる収入  1,100,000 －

長期借入金の返済によ
る支出 

 △594,548 △805,406

株式の発行による収入  3,772,860 9,888,954

少数株主からの払込に
よる収入 

 26,800 －

自己株式の取得による
支出 

 － △1,877

 社債の発行による収入  296,700 －

 社債の償還による支出  △264,000 △704,000

 新株予約権の発行によ
る収入 

 41,000 141,614

 その他  △6,955 21,026

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 3,118,027 10,678,929

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 1,777,549 △499,197

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 534,968 2,324,585

Ⅵ 新規連結子会社の取得に
伴う現金及び現金同等物
の増加高 

※２ 12,067 298,000

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 2,324,585 2,123,388

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 当社グループは、当連結会計年度において3,764,568千

円と多額の当期純損失を計上しております。 

 当該状況は継続企業としての前提に重要な疑義を抱か

せるものであります。 

 当連結会計年度において計上した大幅な損失について

は、経営基盤強化の一環として、出版事業のリストラク

チャリング、版権開発事業からの撤退、映像使用権の会

計処理の変更等を行ったことによる一時的なものであり

ます。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく、財務体質強

化のため当連結会計年度において3,686,395千円の第三者

割当増資を実施するとともに、子会社の売却等不採算事

業の整理を実施しております。その一方で、平成17年６

月１日に株式交換により㈱ツートップを、平成17年７月

５日には株式取得により㈱ミュージックランドを連結子

会社とし、パッケージソフト卸売事業及び楽器販売事業

に参入し、新たな利益獲得機会の拡大を計画しておりま

す。 

 また、抜本的な経営体質強化策を計画しており、今

後、株主をはじめとする関係者の承認を求め、これらを

順次実施してまいります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 

 当社グループは、前連結会計年度に3,764,568千円、当

連結会計年度に9,496,927千円と多額の当期純損失を計上

しております。また、前連結会計年度に1,012,796千円、

当連結会計年度に785,043千円と、継続的に営業損失を計

上しております。 

 さらに、当連結会計年度に4,559,448千円と重要なマイ

ナスの営業キャッシュフローを計上しております。 

 当連結会計年度のマイナスの営業キャッシュ・フロー

は、主として仕入れたコンテンツが十分なキャッシュフ

ローを生まなかったこと、投資案件に関し外部への報酬

の支払いが多額に発生したこと等により生じたものであ

ります。 

 コンテンツ事業は映像・音楽・出版ともにリクープ

（出資額までの回収）が果たせないタイトルが発生して

いること、売上を高めるためにかけた広告宣伝費の効果

が十分に得られなかったことなどにより営業赤字となっ

ていますが、リリースするタイトルの収益性検討をより

厳格に行うことを意思決定プロセスに組み入れることに

より、リクープできるタイトルの確率を引き上げるよう

努める所存であります。 

 流通事業は利益を計上しておりますが、今後も安定的

継続的に利益を計上できるようにマーケット状況および

競合状況に注視し、必要な投資を行っていく所存であり

ます。また、在庫管理をさらに徹底することによりキャ

ッシュフローの最適化も行っていく所存であります。 

 不採算部門であるファイナンス事業については、閉鎖

することにより新たな損失の発生を防ぐ所存であり、ま

た、ＩＴ事業についてはコンテンツ事業および流通事業

への電子商取引部分でのサポートを行うことでグループ

としての収益により貢献することをはかっていく所存で

あります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 

 7社 

(1）連結子会社の数 

 13社 

  (2）主要な連結子会社の名称 

㈱アーティストハウスパブリッシ

ャーズ 

㈱アーティストフィルム 

㈱クロスワープ 

㈱ワイズポリシー 

㈱ブロードバンドミュージック

コミュニケーションズ 

㈱アーティストハウス

インベストメント 

㈱翔年社 

 上記の内、㈱ブロードバンドミ

ュージックコミュニケーション

ズ、㈱アーティストハウスインベ

ストメント及び㈱翔年社について

は、当連結会計年度において新た

に設立し持分を取得したため、連

結の範囲に含めております。 

 なお、㈱ワイズポリシーは、平

成16年６月１日に㈲シネマ・パリ

ジャンより社名変更し、株式会社

に変更しております。 

(2）主要な連結子会社の名称 

㈱アーティストハウスパブリッシャーズ 

㈱アーティストフィルム 

㈱ＢＢＭＣ 

㈱ツートップ 

㈱アーティストハウスイン

ベストメント 

㈱翔年社 

㈱ミュージックランド 

㈱アーティストハウスソリューションズ 

㈱ジーワン 

Artist House Investment 

Asia Limited 

㈱Ｆｏｕ 

㈱アーティストハウスエンタテインメント

㈱アンティコルムジャパン 

 上記の内、㈱ミュージックランドにつ

いては、当連結会計年度において株式を

取得し、㈱ツートップ、㈱ジーワン及び

㈱Ｆｏｕについては当連結会計年度にお

いて株式交換により株式を取得したた

め、連結の範囲に含めております。 

 また、㈱アーティストハウスソリュー

ションズ、

ArtistHouse Investment Asia Limited、

㈱アーティストハウスエンタテインメン

ト及び㈱アンティコルムジャパンについ

ては、当連結会計年度において新たに設

立し持分を取得したため、連結の範囲に

含めております。 

 なお、㈱ワイズポリシー及び㈱クロス

ワープについては、当連結会計年度に保

有株式を全て売却したため、連結の範囲

から除外しております。 

 ㈱ブロードバンドミュージックコミュ

ニケーションズは、平成17年７月26日付

けで㈱ＢＢＭＣに社名変更を行っており

ます。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

    (3)主要な非連結子会社の名称等 

 ㈱アーカイブゲート 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等はいずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1)持分法適用の関連会社の数 

２社 

(1)持分法適用の関連会社の数 

４社 

  (2)主要な持分法適用関連会社の名称 

㈱ファントム・フィルム 

㈱ＢＢバート 

 ㈱ＢＢバートについては、当

連結会計年度において新たに設

立されて持分を取得したことに

より、持分法の適用範囲に含め

ております。 

(2)主要な持分法適用関連会社の名称 

㈱ＢＢバート 

Antiquorum S.A. 

Antiquorum USA,Inc. 

C2C Time,Inc. 

 Antiquorum S.A.、Antiquorum 

USA, Inc.、C2C Time,Inc.の３社に

ついては、当連結会計年度において

株式を取得したため、持分法適用会

社に含めております。 

 なお、持分法適用会社であった㈱

ファントム・フィルムは、当連結会

計年度に保有株式を全て売却したた

め、持分法適用会社から除外してお

ります 

(3)持分法を適用していない非連結子会

社   適用関連会社（㈱アーカイ

ブゲート）は、当期純損益及び利益

剰余金等からみて持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として重

要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(4)持分法を適用会社のうち、決算日が

連結決算費と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。  

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

 連結子会社のうち㈱ミュージックラン

ドの決算日は２月末日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

 ただし、３月１日から連結決算日５月

31日の間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

     また、Artist House Investment 

Asia Limitedの決算日は２月末日であり

ます。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、連

結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。  

 なお、㈱ジーワンの決算日は３月31日

でありましたが、５月31日に変更したた

め、連結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の期末財務諸表を使用して

おります。 

４ 会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

①有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及

びこれに類する組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

  

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

（イ）製品 

移動平均法による原価法 

③たな卸資産 

（イ）製品 

移動平均法による原価法 

  （ロ）商品 

      ― 

（ハ）映像使用権 

 見積回収期間（1年）にわた

り、会社所定の償却率によって償

却しております。 

（会計処理方法の変更） 

 従来、映像使用権につきまして

は、24ヶ月の定額法による償却方

法を採用しておりましたが、当連

結会計年度から見積回収期間（1

年）にわたり、会社所定の償却率

によって償却する方法に変更いた

しました。 

（ロ）商品 

個別法による原価法 

（ハ）映像使用権 

 見積回収期間（1年間）にわた

り、会社所定の償却率によって償

却しております。 

      ―   

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

    今回、経営基盤強化の一環と

して、映像使用権の見積回収期間

及び償却方法の見直しを行うため

に、過去の販売実績の収集・分析

を行いました。 

 その結果、回収期間の短期化及

び販売収益が一定の期間に集中し

やすい傾向が見受けられました。 

 当該変更は、上記見直しの結果

を踏まえ、期間損益をより適正化

するために行ったものでありま

す。 

 この結果、従来の方法に比較し 

て、映像使用権の評価方法につい 

て期首から同一の会計処理方法を 

適用した場合の影響額861,628千

円 

を特別損失として計上し、営業損

失及び経常損失はそれぞれ45,954

千円減少し、税金等調整前当期純

損失は815,674千円増加しており

ます。 

 なお、当中間連結会計期間にお

きましては統計的データの収集及

び整備が不十分だったため、当該

変更の決定及び実施は当下半期に

行っており、当中間連結会計期間

においては、従来の基準によって

おります。 

 よって、当中間連結会計期間

は、変更後の基準によった場合に

比べ、営業損失及び経常損失はそ

れぞれ83,129千円少なく、税金等

調整前中間純損失は944,758千円

少なく計上されております。 

 また、セグメント情報に与える

影響は「セグメント情報」に記載

しております。 

  

  （ニ）出版権 

 営業の用に供した時点及びその

翌月にそれぞれ20％ずつ償却し、

残り60％を34ヶ月の定額法に基づ

き償却しております。 

（ニ）出版権 

同左 

  （ホ）仕掛品 

 個別法による原価法 

（ホ）仕掛品 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法によっております。主な耐用

年数は次のとおりであります。 

建物     10～15年 

車両運搬具  ４～６年 

工具器具備品 ４～15年 

①有形固定資産 

 主として定率法によっております。

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物     ８～60年 

車両運搬具  ２～６年 

工具器具備品 ４～18年 

  ②無形固定資産 

（ソフトウェア） 

 自社利用のソフトウェアについては

社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

②無形固定資産 

（ソフトウェア） 

       同左   

  

 

  （映像コンテンツ） 

 映像コンテンツには、製作出資によ

る映像コンテンツの取得原価及び外部

購入による映像使用権の取得原価を含

めており、作品毎の取得原価の金額を

過去の実績に基づいて、劇場上映権、

ビデオ化権及びテレビ放映権等に分類

し、それぞれの権利行使による収益獲

得時に一括償却しております。ただ

し、自社でビデオ・DVDを販売する場

合は、見積回収期間（1年）にわた

り、会社所定の償却率によって償却し

ております。 

 なお、当中間連結会計期間において

は、統計的データの収集及び整備が不

十分だったため、「見積回収期間(２

年)にわたり、会社所定の償却率によ

って償却」するという基準によってお

りましたが、下半期において合理的に

見積もることが可能となったため、償

却方法の変更の決定及び実施をしてお

ります。 

 そのため、当中間連結会計期間にお

いては、変更後の基準によった場合に

比べ、営業損失、経常損失及び税金等

調整前中間純損失はそれぞれ117,883

千円少なく計上されております。 

（映像コンテンツ） 

 映像コンテンツには、製作出資によ

る映像コンテンツの取得原価及び外部

購入による映像使用権の取得原価を含

めており、作品毎の取得原価の金額を

過去の実績に基づいて、劇場上映権、

ビデオ化権及びテレビ放映権等に分類

し、それぞれの権利行使による収益獲

得時に一括償却しております。ただ

し、自社でビデオ・DVDを販売する場

合は、見積回収期間(1年)にわたり、

会社所定の償却率によって償却してお

ります。 

  （出版コンテンツ） 

 出版コンテンツには、自社企画によ

る出版コンテンツの取得原価及び外部

購入による出版権の取得原価を含めて

おり、見積回収期間（3年）にわた

り、会社所定の償却率によって償却し

ております。 

（出版コンテンツ） 

       同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

①貸倒引当金 

同左 

  ②返品調整引当金 

 一部の連結子会社は、製品の返品に

よる損失に備えるため、将来の返品見

込額の売買利益相当額を計上しており

ます。 

 （会計処理方法の変更） 

 従来、返品調整引当金につきまして

は期末の売掛債権を基礎として返品見

込額の売買利益相当額を計上しており

ましたが、当連結会計年度より、各作

品毎の返品見込数量を見積もってその

売買利益相当額を計上する方法に変更

いたしました。 

 この変更は、販売点数の増加及び販

売形態の多様化に伴い、売掛債権を基

礎とするよりも返品見込数量を基礎と

して引当額を算定するほうがより適切

に期間損益を表示すると判断したこと

によるものであります。 

 この変更により、従来と同様の方法

によった場合と比べて、営業損失、経

常損失及び税金等調整前当期純損失は

74,162千円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は「セグメント情報」に記載しており

ます。 

②返品調整引当金 

 一部の連結子会社は製品の返品によ

る損失に備えるため、将来の返品見込

額の売買利益相当額を計上しておりま

す。 

  ③返品損失引当金 

 一部の連結子会社は製品の返品によ

る損失に備えるため、将来の返品見込

額の全額を計上しております。 

③返品損失引当金 

       同左 

  ④賞与引当金 

        ― 

④賞与引当金 

 一部の連結子会社は従業員に対して

支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき、連結会計年度負担 

額を計上しております。 

  ⑤退職給付引当金 

        ― 

⑤退職給付引当金 

 一部の連結子会社は従業員の退職給

付に備えるため、当期末における退職

給付債務の見込額（期末自己都合退職

による要支額を計上する簡便法）に基

づき、当連結会計年度において発生し 

ていると認められる額を計上しており

ます。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

  ⑥役員退職慰労引当金 

        ― 

⑥役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方針 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理及び金利スワップに

ついて特例処理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

       同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）金利スワップ 

（ヘッジ対象）借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）同左 

（ヘッジ対象）同左 

  ③ヘッジ方針 

 金利変動リスクを回避するため、対

象債務の範囲内でヘッジを行っており

ます。 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計と、ヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価し

ております。 

 ただし、特例処理によっているスワ

ップについては、有効性の評価を省略

しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

①消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

②任意組合に関する会計処理 

 組合の最近の事業報告書又は中間事

業報告書の財産及び損益の状況に基づ

いて、組合の資産・負債・収益・費用

を当社の持分割合に応じて計上してお

ります。 

①消費税等の会計処理 

同左 

②任意組合に関する会計処理 

同左 

  ③連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しております。 

③連結納税制度の適用 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、10年

又は20年間の均等償却を行っておりま

す。ただし、少額なものは一括償却して

おります。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

７ 利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分又は損失処理について、連結会計年

度中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいて作成しております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から3ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

（映像使用権及び出版権等の計上区分の変更） 

 従来、映像使用権及び出版権等の権利につきまして

は、たな卸資産として計上しておりましたが、当連結会

計年度より、取得したコンテンツに係る権利については

無形固定資産として計上する方法に変更いたしました。 

 この変更は、従来はビデオ化権や日本国内における出

版権等、コンテンツ固有の著作権から派生する権利を取

得するケースがほとんどであり、権利の利用による売上

の計上と費用の認識との対応関係が比較的明確であった

ものが、映像事業においては映像使用権の取得のみなら

ず製作出資や配給権、ビデオ化権及びテレビ放映権等を

含んだオールライツの取得の推進、出版事業において

は、出版権の取得のみならず出版物の企画への取り組み

を推進するとともに、当該コンテンツが有する権利を複

数の事業及び媒体で横断的、有機的に利用する方針を明

確化したことから、たな卸資産として認識するよりも、

無形固定資産として認識して減価償却を通じて権利の利

用に基づく売上の計上と対応させることがより適切な処

理であると判断したことによるものであります。 

 この変更による損益への影響はありませんが、従来と

同様の方法によった場合と比べて、たな卸資産は408,508

千円減少し、無形固定資産は同額増加しております。ま

た営業キャッシュ・フローは529,922千円増加し、投資キ

ャッシュ・フローは同額減少しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

 これにより税金等調整前当期純利益は1,590,474千円減

少しております。 

            －  （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、（「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日企業会計基準第

4号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

            －  （退職給付に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、（「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（企業会計基準委員会 平成17年３月16日 企業

会計基準第3号）及び「退職給付に係る会計基準」の一部

改正に関する適用指針（企業会計基準委員会 平成17年３

月16日 企業会計基準適用指針第7号）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

            －  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、（「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は4,356,208

千円であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

   なお、財務諸表等規則の改正により、当連結会計年度に

おける貸借対照表の「純資産の部」については、改正後の

連結財務諸表等規則により作成しております。   



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

（連結貸借対照表） 

１．「長期滞留債権等」は前連結会計年度まで、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当連結会計年度において資産の総額の100分の5を超

えたため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度末の「長期滞留債権等」は

12,705千円であります。 

２．「証券取引法等の一部を改正する法律」（第97号）

が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１日より

適用となったこと、及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日

付で改正されたことに伴い、当連結会計年度末から投資

事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資を「投

資有価証券」に計上する方法に変更しております。 

 なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は199,984千円であります。 

３．         ― 

（連結貸借対照表） 

１.「短期貸付金」は前連結会計年度まで、流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において金額的重要性が増したため区分掲記しまし

た。 

 なお、前連結会計年度末の「短期貸付金」の金額は、

159,162千円であります。 

２.「証券取引法等の一部を改正する法律」（第97号）

が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１日より

適用となったこと、及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日

付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から投資事

業有限責任組合及びそれに類する組合への出資を「投資

有価証券」に計上する方法に変更しております。 

 なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は535,321千円であります。 

３.連結財務諸表規則の改正によって、当連結会計年度

より無形固定資産に区分掲記されていた「連結調整勘

定」は、「のれん」と表示されております。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「金利

スワップ評価益」（当連結会計年度は2,402千円）は、

営業収益の総額の100分の10以下となったため、営業外

収益の「その他」に含めて表示しております。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「社債

発行費」（当連結会計年度は3,300千円）は、営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示しております。 

３．投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資の売却益は当連結会計年度より「投資有価証券売却

益」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度の「投資有価証券売却益」に含

まれている当該出資金の売却益は30,000千円でありま

す。 

（連結損益計算書） 

            ― 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「出資金の払込

による支出」は、前連結会計年度は「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分

掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「出資金の払込による支出」は1,000千円であります。 

  

２.          ― 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１.営業活動によるキャッシュ・フローの「前受金の増

加額又は減少額（△）」は、前連結会計年度は「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増

したため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度末の「その他」に含まれている

「前受金の増加額又は減少額（△）」は7,721千円であ

ります。 

２.連結財務諸表規則の改正によって、当会計年度より

「営業活動によるキャッシュ・フロー」に区分掲記され

ていた「連結調整勘定償却額」は、「のれん償却額」と 

表示されております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年５月31日） 

    

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式）  3,805千円 投資有価証券（株式） 1,758,281千円

※２          － ※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

（イ）担保に供している資産 

（ロ）上記に対応する債務 

預金 220,004千円

投資有価証券 1,754,881千円

建物 111,064千円

土地 1,464,827千円

  計 3,550,776千円

短期借入金 2,000,000千円
一年内長期借入金 448,050千円

長期借入金 62,600千円

  計 2,510,650千円

※３ 当社の発行済株式総数は普通株式21,550株であり  

ます。 

※３ 当社の発行済株式総数は普通株式138,680株であ

ります。 

※４          － ※４ 土地につきましては、銀行借入金377,250千円に対

する根抵当権（極度額594,000千円）が設定されて

おります。 

５          － ５ 次の第三者の賃料について、債務保証を行ってお  

ります。 

  

  

SAEKI CAPITAL㈱ 月額       5,909千円

合計      5,909千円

６ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う  

ため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。 

 当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで 

あります。 

６（１）当社グループは、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結してお

ります。 

 当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額の総額  400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円

当座貸越極度額の総額      110,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額       10,000千円

               （２）当社関連会社（Antiquorum S.A.）において

は、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を締結しております。

当該業務における当座貸越契約及び貸出コミットメン

トに係る貸出未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出 

コミットメントの総額 
 $10,000,000 

 貸出実行残高 － 

 差引額  $10,000,000 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 8,262千円

販売手数料 30,902千円

給与手当 166,074千円

役員報酬 99,980千円 

業務委託費 129,565千円 

貸倒引当金繰入額      242,360千円

給与手当       373,150千円

役員報酬      185,458千円

役員退職慰労引当金繰入額       13,408千円 

賞与引当金繰入額        9,105千円 

広告宣伝費 328,509千円 

業務委託費       420,831千円 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 1,431千円 

工具器具備品 518千円 

建物      108,515千円  

工具器具備品    2,153千円  

 ※３ 事業構造改善損の内訳は次のとおりであります。 

たな卸資産評価損 602,055千円  

貸倒引当金繰入額  241,422千円  

返品損失引当金繰入額 137,926千円  

連結調整勘定償却額 326,219千円  

※３          － 

 ※４ 事業撤退損失の内訳は次のとおりであります。 

前渡金評価損 46,301千円 

貸倒引当金繰入額 223,537千円 

※４          － 

 ※５           － ※５ 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

    当社グループは、投資先（関係会社）ごとに資産

をグルーピングしております。グルーピングの単位

である各投資先のうち、㈱アーティストハウスパブ

リッシャーズ、㈱Ｆｏｕ及び㈱ツートップにおいて

は、現状では黒字化の見通しが立っておらず、営業

活動から生ずる損益及びキャッシュ・フローが継続

してマイナスとなる見込であるため、これらの事業

に使用しているソフトウエア及び「のれん」につい

て帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

（1,590,474千円）を減損損失として特別損失に計上

しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却可能価額及び使用

価値により測定しており、使用価値については、将

来キャッシュ・フローを年率５％で割り引いて算定

しております。 

場所 用途 種類   金額（千円）

本社 ゲームコンテンツ  ソフトウエア   521,850  

本社 コンテンツ事業関連  のれん    789,923  

本社 流通事業関連     のれん      278,701 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少  当連結会計年度末 

普通株式（株） 21,550 117,130 － 138,680

合計 21,550 117,130 － 138,680

 (注) 普通株式の発行済株式総数の増加117,130株は下記による増加であります。 

   １． ㈱ツートップ株式交換による760株 

   ２． 株式分割による67,281株 

   ３． 第三者割当増資による10,000株 

   ４． ㈱ジーワン株式交換による3,840株 

   ５． ㈱Ｆｏｕ株式交換による2,400株 

   ６． ㈱ワンネーション新株引受権による30株 

   ７． 第１回新株予約権行使による40株 

   ８． 第２回新株予約権行使による102株 

   ９． 第３回新株予約権行使による22株 

   10． 第４回新株予約権行使による609株 

   11． 第５回新株予約権行使による102株 

   12． 第６回新株予約権行使による1,572株 

   13． 第７回新株予約権行使による7,360株 

   14． 第８回新株予約権行使による3,239株 

   15． 第11回新株予約権行使による19,773株 

 



 ２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 (注) １．平成12年２月25日新株引受権の当連結会計年度減少は、新株引受権の行使によるものであります。 

     ２．第１回～第６回新株予約権の当連結会計年度増加は、平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割した 

     ことに伴い新株予約権の目的となる株式の数が調整されたものであります。 

     ３．第１回～第６回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

     ４．第７回新株予約権の当連結会計年度増加のうち、5,192株は新株予約権の発行によるもの、2,168株は行使価 

     額の修正に伴い新株予約権の目的となる株式の数が調整されたものであります。 

     ５．第７回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

     ６．第８回新株予約権の当連結会計年度増加のうち、4,326株は新株予約権の発行によるもの、2,373株は行使価 

     額の修正に伴い新株予約権の目的となる株式の数が調整されたものであります。 

     ７．第８回新株予約権の当連結会計年度減少のうち、3,239株は新株予約権の行使によるもの、3,461株は新株予 

     約権の権利放棄によるものであります。 

     ８．第９回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

     ９．第９回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の権利放棄によるものであります。 

     10．第10回新株予約権は発行決議後に発行を中止しております。 

     11．第11回新株予約権の当連結会計年度増加のうち、15,384株は新株予約権の発行によるもの、14,849株は行使 

     価額の修正に伴い新株予約権の目的となる株式の数が調整されたものであります。 

     12．第11回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

     13．第11回新株予約権の当連結会計年度末残高は、行使価額の修正に伴う新株予約権の目的となる株式の数の調 

     整後の株式数を記載しております。 

     14．第12回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

     また、新株予約権ついては平成19年２月７日より権利行使が可能となります。 

     15．上表の新株予約権のうち、第11回までの新株予約権についてはすべて権利行使が可能なものであります。 

   

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

  

 新株予約権の目的となる株式の数(株) 
当連結会計

年度末残高

(千円) 

  

前連結 

会計年度末

当連結 

会計年度

末 

増加  

当連結 

会計年度

末 

減少  

当連結会

計年度末  

 提出会社 平成12年2月25日新株引受権  普通株式 30 － 30 － － 

 (親会社) 第１回新株予約権  普通株式 345 915 40 1,220 － 

  第２回新株予約権  普通株式 92 174 102 164 － 

  第３回新株予約権  普通株式 27 75 22 80 － 

  第４回新株予約権  普通株式 450 1,323 609 1,164 － 

  第５回新株予約権  普通株式 150 444 102 492 － 

  第６回新株予約権  普通株式 2,000 6,000 1,572 6,428 32,943 

  第７回新株予約権  普通株式 － 7,360 7,360 － － 

  第８回新株予約権  普通株式 － 6,700 6,700 － － 

  第９回新株予約権  普通株式 － 4,326 4,326 － － 

  第11回新株予約権  普通株式 － 30,234 19,773 10,461 14,178 

  第12回新株予約権  普通株式 － 4,330 － 4,330 － 

合計 － － － － － － 47,121 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,324,585千円

現金及び現金同等物 2,324,585千円

現金及び預金勘定 2,353,392千円

預入期間が3ヶ月を越える定期預金 △230,004千円

現金及び現金同等物 2,123,388千円

※２ 合併により引き継いだ資産及び負債の主な内訳 

子会社である㈱クロスワープと当連結会計年度に

合併した㈱ネットアークより引き継いだ資産及び負

債の主な内訳は次のとおりであります。また、合併

により増加した資本金及び資本準備金はありませ

ん。 

(1) ㈱ネットアーク  

流動資産 14,531千円

固定資産 7,796千円

 資産合計 22,327千円

流動負債 4,271千円

固定負債 －千円

 負債合計 4,271千円

※２  株式交換により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに㈱ツートップ、㈱Ｆｏｕ

及び㈱ジーワンを連結したことに伴う連結開始時の

資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と株式取

得の為の支出(純額)との関係は次のとおりでありま

す。  

流動資産 719,085千円 

固定資産 101,249千円 

のれん 2,144,565千円 

資産計 2,964,900千円 

流動負債 459,389千円 

固定負債 94,999千円 

負債計 554,388千円 

株式交換による資本金 

及び資本準備金の増加 
2,410,512千円 

持分の取得価額 0千円 

現金及び現金同等物 298,000千円 

株式取得による収入  298,000千円 

      (注)上記の金額は３社の合計額です。  

  

  

※３ 持分の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳            

持分の取得により新たに㈱ミュージックランドを

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに㈱ミュージックランド持分の取得価額と㈱

ミュージックランド取得の為の支出(純額)との関係

は次のとおりであります。 

流動資産 637,978千円  

固定資産  2,011,776千円  

のれん 84,026千円  

資産計 2,733,781千円  

流動負債 539,757千円  

固定負債  1,440,430千円  

負債計  1,980,187千円  

少数株主持分 △162,150千円  

期首利益剰余金の修正 △173,073千円  

持分の取得価額 418,370千円  

現金及び現金同等物 119,978千円  

取得による支出 298,391千円  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

    

  

※４ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

株式の売却により当期連結会計年度において連結

子会社でなくなった㈱クロスワープ及び㈱ワイズポ

リシーの株式売却時の資産及び負債の主な内訳との

関係は次のとおりであります。 

流動資産 543,175千円 

固定資産 155,349千円 

 資産計 698,524千円 

流動負債 380,889千円 

固定負債 225,447千円 

 負債計 606,337千円 

少数株主持分 △3,816千円 

株式売却益 103,358千円 

持分の売却価額 191,730千円 

現金及び現金同等物  △93,154千円 

売却による収入   98,575千円 

  

  

    (注)上記の金額は２社の合計額です。  

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具備品 2,851 712 2,138

車両運搬具 5,607 5,211 396

合計 8,458 5,924 2,534

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具備品 8,286 4,918 3,368

合計 8,286 4,918 3,368

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 966千円

１年超 1,672千円

合 計 2,639千円

１年内    1,687千円

１年超      1,752千円

合 計      3,439千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 3,269千円

減価償却費相当額 2,878千円

支払利息相当額 373千円

支払リース料 1,259千円

減価償却費相当額      1,201千円

支払利息相当額    47千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価額を零と

する定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利

息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

      ２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ その他有価証券で時価評価されていない主な有価証券 

次へ 

    
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

種類 
取得原価 

（千円） 

連結貸借対照

表計上額 

（千円） 

差額（千円） 
取得原価 

（千円） 

連結貸借対照

表計上額 

（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 32,365 38,879 6,513 37,560 79,448 41,888 

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 32,365 38,879 6,513 37,560 79,448 41,888 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

種類 
取得原価 

（千円） 

連結貸借対照

表計上額 

（千円） 

差額（千円） 
取得原価 

（千円） 

連結貸借対照

表計上額 

（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 － － － 648,790 596,729 △52,060 

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － 648,790 596,729 △52,060 

合計 32,365 38,879 6,513 686,350 676,177 △10,172 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

902,983 64,018 1,248 442,097 8,196 － 

 

前連結会計年度 
（平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年５月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

  非上場株式 112,000 1,037,930 

  投資事業組合 199,984 229,260 

  新株予約権 － 3,000 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

(1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為 

替予約取引、金利関連では金利スワップ取引を行って 

おります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替・金利変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスク

を回避し、安定的な利益の確保を図る目的で、また金

利関連では借入金利等の将来の金利市場における金利

変動リスクを回避することを目的としております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 金利スワップ 

(ヘッジ対象) 借入金 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段)同左 

(ヘッジ対象)同左 

② ヘッジ方針 

金利変動リスクを回避するため、対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。 

② ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ有効性の評価方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計

と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。ただし、特例処理によっている

スワップについては、有効性の評価を省略してお

ります。 

③ ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動リスクを、金利スワ

ップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しており

ます。 

 なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い

国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による信

用リスクはほとんどないと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行・管理については、社内管

理規定に従い、資金担当部門が行っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、又は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデ

リバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあり

ません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

（1）金利関連 

 （注）１．時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２．へッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

 当社グループは、退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

 一部の連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額（期末自己都合退

職による要支額を計上する簡便法）に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年５月31日） 当連結会計年度（平成18年５月31日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取

引以外

の取引 

金利スワップ取引                 

変動受取 

固定支払 
－ － － － 584,500 584,500 △7,152 △7,152 

合計 － － － － 584,500 584,500 △7,152 △7,152 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１ 繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産(流動)  

繰越欠損金 1,324,407千円

貸倒引当金繰入限度超過額 6,931千円

未払事業税 6,083千円

たな卸資産評価損  57,567千円

返品調整引当金 30,179千円

返品損失引当金 56,127千円

その他 2,254千円

小計 1,483,550千円

評価性引当額 △1,483,550千円

合計 －千円

繰延税金資産(固定)  

貸倒引当金繰入限度超過額 74,591千円

小計  74,591千円

評価性引当額 △74,591千円

合計 －千円

繰延税金負債(固定)   

その他有価証券評価差額金 2,727千円

合計 2,727千円

繰延税金負債の純額 2,727千円

繰延税金資産(流動)  

繰越欠損金   2,348,535千円

貸倒引当金繰入限度超過額      420,334千円

たな卸資産評価損        18,823千円

その他      39,482千円

小計    2,827,175千円

評価性引当額 △2,821,323千円

合計 5,852千円

繰延税金資産(固定)  

貸倒引当金繰入限度超過額      781,751千円

投資有価証券評価損 1,540,891千円

その他      360,260千円

小計  2,682,902千円

評価性引当額 △2,682,902千円

合計 －千円

繰延税金負債(固定)   

土地評価差額 357,070千円

建物評価差額 3,820千円

その他有価証券評価差額金 66,333千円

合計 427,224千円

繰延税金負債の純額      427,224千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

 当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。 

 当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。 



（ストックオプション等関係） 

 当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

 １.ストックオプションの内容、規模及びその変動状況 

  (1) ストックオプションの内容 

(注)株式数に換算して記載しております。なお、平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割した

ことに伴いストックオプション数が調整されております。  

(注)株式数に換算して記載しております。なお、平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割した

ことに伴いストックオプション数が調整されております。  

(注)株式数に換算して記載しております。なお、平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割した

ことに伴いストックオプション数が調整されております。 

  第１回ストックオプション 

付与日 平成14年10月31日 

付与対象者の区分及び人数 
 当社取締役 ６名  

 当社使用人で参与の資格を有する者 ４名 

ストックオプション数（注）  普通株式 5,200株 

権利確定条件 定めなし 

対象勤務期間 定めなし 

権利行使期間 
自 平成14年11月１日 

至 平成19年８月29日 

  第２回ストックオプション 

付与日 平成14年10月31日 

付与対象者の区分及び人数 

 子会社取締役 １名  

 当社使用人で参与の資格を有する者  ６名 

 子会社使用人で参与の資格を有する者 17名 

ストックオプション数（注）  普通株式 692株 

権利確定条件  定めなし 

対象勤務期間 定めなし 

権利行使期間 
自 平成16年11月１日 

至 平成19年８月29日 

  第３回ストックオプション 

付与日 平成15年５月31日 

付与対象者の区分及び人数 
 当社使用人で参与の資格を有する者  ４名 

 子会社使用人で参与の資格を有する者 ２名 

ストックオプション数（注）  普通株式 108株 

権利確定条件 
権利確定日(平成17年６月１日)においても

従業員の地位にあること。 

対象勤務期間 定めなし 

権利行使期間 
自 平成17年６月１日 

至 平成19年８月29日 



(注)株式数に換算して記載しております。なお、平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割した

ことに伴いストックオプション数が調整されております。  

(注)株式数に換算して記載しております。なお、平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割した

ことに伴いストックオプション数が調整されております。  

(注)株式数に換算して記載しております。なお、平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割した

ことに伴いストックオプション数が調整されております。  

  第４回ストックオプション 

付与日 平成16年７月12日 

付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役    ２名  

 子会社取締役   ５名  

 当社使用人で参与の資格を有する者  ６名 

 子会社使用人で参与の資格を有する者 27名 

ストックオプション数（注）  普通株式 1,800株 

権利確定条件 
権利確定日(平成16年８月２日)においても

従業員の地位にあること。 

対象勤務期間 定めなし 

権利行使期間 
自 平成16年８月２日 

至 平成21年３月８日 

  第５回ストックオプション 

付与日 平成17年２月16日 

付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役    ２名  

 子会社取締役   ２名  

 当社使用人で参与の資格を有する者  ３名 

 子会社使用人で参与の資格を有する者 ７名 

ストックオプション数（注）  普通株式 600株 

権利確定条件 
 権利確定日(平成17年３月９日)においても従

業員の地位にあること。 

対象勤務期間 定めなし 

権利行使期間 
自 平成17年３月９日 

至 平成21年３月８日 

  第６回ストックオプション 

付与日 平成17年５月31日 

付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役    ３名  

 子会社取締役   ２名  

 当社使用人で参与の資格を有する者  ３名 

 子会社使用人で参与の資格を有する者 ２名 

ストックオプション数（注）  普通株式 7,200株 

権利確定条件 
 権利確定日(平成17年12月１日)においても従

業員の地位にあること。 

対象勤務期間 定めなし 

権利行使期間 
自 平成17年12月１日 

至 平成19年５月31日 



   (注)株式数に換算して記載しております。 

  

  (2) ストックオプションの規模及びその変動状況 

  ① ストックオプションの数 

(注)第１回～第６回ストックオプションは平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割したことに伴いストッ

クオプションの数が調整されております。  

  ② 単価情報                                     (円) 

(注)第１回～第６回ストックオプションは平成17年９月30日付で当社株式１株を４株に分割したことに伴い権利行

使価格および行使時平均株価が調整されております。  

  第12回ストックオプション 

付与日 平成18年２月７日 

付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役    ２名  

 子会社取締役   ９名  

 当社使用人で参与の資格を有する者  10名 

 子会社使用人で参与の資格を有する者 25名 

ストックオプション数（注）  普通株式 3,690株 

権利確定条件 
 権利確定日(平成19年２月７日)においても従

業員の地位にあること。 

対象勤務期間 定めなし 

権利行使期間 
自 平成19年２月７日 

至 平成22年２月６日 

  第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第12回 

 権利確定前 － － － － － － － 

 権利確定後               

 前連結会計年度末 1,380 368 108 1,800 600 8,000 － 

 権利確定 － － － － － － 4,330 

 権利行使 160 204 28 636 108 1,572 － 

 失効   － － － － － － － 

 未行使残 1,220 164 80 1,164 492 6,428 4,330 

  第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第12回 

権利行使価格 50,000 50,000 50,000 94,750 85,948 74,800 249,422 

行使時平均株価 201,750 258,500 314,071 362,017 232,722 264,030 － 

公正な評価単価(付与日) － － － － － － － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品等の種類、性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

(1) 映像事業…………………ビデオ・ＤＶＤの仕入・製造・販売、洋画配給、邦画制作及び国際映画制作 

(2) 出版事業…………………書籍の製作・出版・販売 

(3) Ｅコマース事業…………ネット通販サイトの構築・運営、デジタルメディアによるPR・マーケティング

事業、携帯端末向けへのコンテンツ配信サービス事業 

(4) その他事業………………ＣＤの制作・販売、キャラクター開発及び関連商品のライセンス販売、金融投

資事業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は264,408千円であり、その主なものは管

理部門の費用及び全社経費等であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,896,161千円であり、その主なものは現金及

び預金並びに事務所の保証金等であります。 

５．事業区分の変更 

   事業区分につきましては、従来「映像事業」、「出版事業」、「音楽事業」、「Eコマース事業」及び

「版権事業」の５つの区分にしておりましたが、当連結会計年度より、「映像事業」、「出版事業」、「E

コマース事業」及び「その他」に変更しております。 

   この変更は「音楽事業」及び「版権開発事業」の事業撤退に伴い、金額はが僅少となったためでありま

す。 

   なお、当連結会計年度における「音楽事業」の売上高は36,906千円、営業損失△53,009千円であり、「版

権開発事業」の売上高及び営業利益は該当ありません。 

  
映像事業 
（千円） 

出版事業 
（千円） 

Ｅコマース
事業 

（千円） 

その他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び 

営業損益 
              

売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
2,424,209 615,099 520,372 39,192 3,598,873 － 3,598,873 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ 293,463 25,139 － 318,602 (318,602) － 

計 2,424,209 908,562 545,511 39,192 3,917,475 (318,602) 3,598,873 

営業費用 2,895,937 1,144,686 534,928 94,748 4,670,300 （58,631) 4,611,669 

営業利益又は 

営業損失(△) 
△471,727 △236,124 10,583 △55,556 △752,825 (259,971) △1,012,796 

Ⅱ 資産、減価償却費

及び資本的支出 
              

資産 3,125,994 856,502 173,997 767,080 4,923,574 1,134,373 6,057,948 

減価償却費 261,087 48,280 12,916 524 322,810 5,613 328,424 

資本的支出 646,369 70,982 11,139 33,897 762,388 14,043 776,431 



６．会計処理の変更 

 (返品調整引当金) 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、返品調整引当金について

は、従来、期末の売掛債権を基礎として返品見込額の売買利益相当額を計上しておりましたが、当連結会計

年度より、各作品毎の返品見込数を見積もってその売買利益相当額を計上する方法に変更いたしました。 

   この変更は、販売点数の増加及び販売形態の多様化に伴い、売上債権を基礎とするよりも返品見込数量を

基礎として引当額を算定するほうがより適切に期間損益を表示すると判断したことによるものであります。

   この変更により、従来と同様の方法によった場合と比べて、当連結会計年度の出版事業の営業損失は

74,162千円増加しております。 

（映像使用権の償却方法) 

   映像使用権につきましては、当連結会計年度より、24ヶ月の定額法による償却方法から、見積回収期間

（1年）にわたり、会社所定の償却率によって償却する方法に変更しております。 

   この変更により、従来と同様の方法によった場合と比べて、当連結会計年度の映像事業の営業損失は

45,954千円減少しております。 

（映像使用権及び出版権等の計上区分の変更） 

    映像使用権及び出版権等の権利につきましては、従来たな卸資産として計上しておりましたが、当連結

会計年度より、取得したコンテンツに係る権利については無形固定資産として計上する方法に変更しており

ます。 

    この変更により、従来と同様の方法によった場合と比べて、当連結会計年度の減価償却費は映像事業で

260,712千円増加し、出版事業は48,131千円増加しております。 

    また、当連結会計年度の資本的支出は映像事業で646,369千円増加し、出版事業は70,982千円増加してお

ります。 



当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品等の種類、性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

(1）コンテンツ事業………………書籍の製作・出版・販売、ビデオ・ＤＶＤの仕入・製造・販売、映画制 

         作・出資及び映像企画制作、音楽コンテンツのデジタル配信及び音楽企 

         画制作 

(2）ファイナンス事業………投資事業組合への出資を通じた株式売買及び有価証券の売買、その他金融・投

資事業等 

(3）流通事業………………楽器販売、映像パッケージ等の二次流通等 

(4）IT事業……………Eコマース、Web開発・マーケティング、及びソフトウェアの開発・製造・販売等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は874,887千円であり、その主なものは管

理部門の費用及び全社経費等であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,712,773千円であり、その主なものは現金及

び預金、関係会社株式並びに事務所の保証金等であります。 

５．事業区分の変更 

   事業区分につきましては、従来「映像事業」、「出版事業」、「Ｅコマース事業」及び「その他」の４事

業に区分しておりましたが、当連結会計年度より「コンテンツ事業」、「流通事業」、「ファイナンス事

業」及び「ＩＴ事業」の４区分に変更しております。 

   この変更は当社グループが前連結会計年度に子会社の売却等不採算事業の整理を実施するとともに、当連

結会計年度より株式会社ツートップ、株式会社ミュージックランド、株式会社アーティストハウスソリュー

ションズ、Artist House Investment Asia Limited、株式会社ジーワン、株式会社Ｆｏｕ、株式会社アーテ

ィストハウスエンタテインメント、株式会社アンティコルムジャパンの８社が当社グループに加わったこと

により、事業構造が大きく転換したことを契機に、各事業の実態及び収益構造を適切に開示し、事業の種類

別セグメント情報の有効性をより高めるために行ったものであります。 

  
コンテン
ツ事業 
（千円） 

流通事業 
（千円） 

ＩＴ事業 
（千円） 

ファイナ
ンス事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び 

営業損益 
              

売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
3,412,951 4,285,724 55,709 － 7,754,384 － 7,754,384 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

10,163 － 52,919 － 63,083 (63,083) － 

計 3,423,114 4,285,724 108,628 － 7,817,467 (63,083) 7,754,384 

営業費用 3,661,685 3,924,230 93,211 48,495 7,727,623 811,804 8,539,428 

営業利益又は 

営業損失(△) 
△238,571 361,493 15,417 △48,495 89,843 (874,887) △785,043 

Ⅱ 資産、減価償却費

及び資本的支出 
              

資産 2,182,267 2,019,516 86,316 1,274,365 5,562,464 5,950,938 11,513,404 

減価償却費 12,084 19,405 372 15 31,879 79,673 111,553 

減損損失 521,850 － － － － 1,068,624 1,590,474 

資本的支出 442,395 8,861 2,453 200 453,910 474,981 928,891 



前連結会計年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
コンテン
ツ事業 
（千円） 

流通事業 
（千円） 

ファイナ
ンス事業
事業 
（千円） 

ＩＴ事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び 

営業損益 
              

売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
3,078,501 － － 520,372 3,598,873 － 3,598,873 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

3,013 － － 25,139 28,152 (28,152) － 

計 3,081,514 － － 545,511 3,627,025 (28,152) 3,598,873 

営業費用 3,840,090 － 4,832 534,928 4,379,851 231,818 4,611,669 

営業利益又は 

営業損失(△) 
△758,575 － △4,832 10,583 △752,825 (259,971) △1,012,796 

Ⅱ 資産、減価償却費

及び資本的支出 
              

資産 4,305,773 － 443,803 173,997 4,923,574 1,134,373 6,057,948 

減価償却費 309,893 － － 12,916 322,810 5,613 328,424 

資本的支出 751,248 － － 11,139 762,388 14,043 776,431 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

（１）役員及び個人主要株主等 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

（※１）社内規程に基づき貸付を行っております。 

（※２）特定の取引につき、使途を限定した上で貸付を行っています。支払条件・利息等は当社と関連を有

しない他の当事者と同様の条件によっております。 

（※３）海外映画への製作出資につき㈱未来総研が有する地位を平成16年11月に譲り受けております。取引

条件については出資額を基準に実質価額を考慮して適正に決定されております。 

（※４）第三者割当増資に際してのコンサルタント報酬の支払をしております。当該会社との取引価格・取

引条件については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

（※５）平成16年６月に経営改革のためのコンサル報酬を支払っております。当該会社との取引価格・取引

条件については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

３．㈱プラネットワークスはプライベートエクイティジャパン㈱が100％出資する会社であります。 

４．㈱未来総研は、当社取締役馬場和明及びその近親者が100％出資する会社であります。 

５．㈱ルイージは未来総研が100％出資する会社であります。 

６．プライベートエクイティジャパン㈱は、当社取締役馬場和明及びその近親者が100％出資する会社でありま

す。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有 

（被所有）

割合（％）

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の兼
任等 
（人） 

事業上
の関係 

役員 楠部 孝 － － 

当社代表

取締役社

長 

（被所有）

直接 

 0.7％ 

－ － 
資金の貸付 

（※１） 
2,000  － － 

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を有している会

社（当該会社の子

会社を含む） 

㈱プラネット

ワークス 

東京都 

千代田区 
10,000 

コンテン

ツ事業 
－ －  － 

資金の貸付 

（※２） 
65,023 

短期貸

付金 
65,023 

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を有している会

社（当該会社の子

会社を含む） 

㈱未来総研 
東京都 

千代田区 
30,000 不動産業 － 役員１名 －  

映画への製

作出資につ

き地位の譲

り受け 

（※３） 

101,300  － － 

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を有している会

社（当該会社の子

会社を含む）  

㈱ルイージ 
東京都 

千代田区 
20,000 

コンサル

ティング

業 

－ －  － 

コンサルテ

ィング報酬 

（※４） 

6,000  － － 

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を有している会

社（当該会社の子

会社を含む） 

プライベート

エクイティジ

ャパン㈱ 

東京都 

千代田区 
445,000 

コンサル

ティング

業 

（被所有）

直接 

 15.5％ 

役員１名  － 

コンサルテ

ィング報酬 

（※５） 

1,800  － － 



当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

（１）役員及び個人主要株主等 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

（※）所定の社内手続きに基づき貸付を行っております。 

属性 会社等の名称 住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有 

（被所有）

割合（％）

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の兼
任等 
（人） 

事業上
の関係 

役員 榊原 正人 － － 
当社  

監査役 

  

－ 

  

－ － 
資金の貸付 

（※） 
 －  未収入金 10,000 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり純資産額 64,625.33円

１株当たり当期純損失 288,959.83円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額        32,799.88円

１株当たり当期純損失        86,415.74円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり当期純損失     

当期純損失(千円) 3,764,568 9,496,927 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 3,764,568 9,496,927 

期中平均株式数（株） 普通株式 13,028 普通株式 109,898 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権６種類（新株予約権個

数3,064個）及び新株引受権１種

類（新株予約権の目的となる株式

数30株）。 

新株予約権８種類（新株予約権個

数7,047個） 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．当社は平成17年４月26日開催の取締役会決議に基づ

き、映像等パッケージソフト二次流通事業への参入す

るべく、当該卸売事業を展開する㈱ツートップを平成

17年６月１日付にて株式交換し、同社を完全子会社と

いたしました。 

この株式交換に伴い当社普通株式760株を新規発行

し、㈱ツートップの株主に割当てを行いました。株式

交換比率は同社株1株につき当社株3.8株であります。

なお、この新株発行による当社の資本金の増加はあり

ません。 

１. 当社は平成18年６月12日開催の取締役会決議に基づ

き、㈱ＢＢＭＣの主な事業であります音楽レーベルの

企画・運営事業に更に力を注いで行くために平成18年

６月30日付にて株式譲渡契約を締結いたしました。 

 この株式譲渡契約に伴い㈱ＢＢＭＣは当社の完全子会

社となりました。 

２．当社は平成17年６月29日開催の取締役会決議に基づ

き、音楽関連事業の拡大を計るべく、楽器販売事業を

行う㈱ミュージックランドの普通株式48,600株（発行

済株式総数72,000株）を平成17年７月５日に416,250

千円にて取得し、同社を子会社といたしました。 

２. 当社は会社法第346条第４項及び第６項の規定に基

づき平成18年６月27日開催の監査役会決議でアスカ監

査法人を一時会計監査人の職務を行うべき者に選任

し、現在に至っております。 

３．当社は平成17年７月11日開催の取締役会において、

株式の流動性の向上及び株主数の増加、個人投資家に

よる資本参加及び株式市場の活性化のため、平成17年

９月30日(金曜日)付をもって、次のとおり株式分割に

よる新株式を発行することを決議しております。 

(1）分割により増加する株式数 

 普通株式として、平成17年８月11日(木曜日)最終の

発行済株式数に３を乗じた株式数となります。 

(2）分割の方法 

 平成17年８月11日(木曜日)最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載又は記録された株主、並びに端株原簿

に記載又は記憶された端株主の所有株式数を１株につ

き４株の割合をもって分割いたします。 

(3）効力発生日 

    平成17年９月30日(金曜日) 

(4）配当起算日 

    平成17年６月１日(水曜日) 

(5）その他、この株式の分割に必要な事項は、今後の取

締役会において決定いたいます。 

    当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期

首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度にお

ける１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとな

ります。 

３．当社は、平成18年8月1日開催の取締役会において、

第２回、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債及

び第三者割当による新株を発行することを決議してお

ります。 

（１）第２回無担保転換社債型新株予約権付社債 

①発行価額  額面100円につき金100円 

②発行総額  金1,000,000,000円 

③利率    本社債には利息は付さない。 

④償還期限  平成21年８月18日 

⑤払込期日及び発行日  平成18年８月16日（水） 

⑥新株予約権の内容 

  転換価額 １株につき当初28,200円 

   行使請求期間  平成18年８月17日から平成21年  

                  ８月３日までの間 

⑦募集の方法 第三者割当ての方法により、全額を  

            Bank of Bermuda(Cayman)Limitedに割  

            当てる。 

（２）第３回無担保転換社債型新株予約権付社債 

①発行価額  額面100円につき金100円 

②発行総額  金500,000,000円 

③利率    本社債には利息は付さない。 

④償還期限  平成21年８月18日 

⑤払込期日及び発行日  平成18年８月18日（金） 

⑥新株予約権の内容 

  転換価額 １株につき当初28,200円 

  行使請求期間  平成18年８月19日から平成21年 

         ８月３日までの間 

⑦募集の方法 第三者割当ての方法により、全額を 

      株式会社クロニクルに割当てる。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 １株当たり純資産額  １株当たり純資産額 

40,823円56銭 16,156円33銭 

 １株当たり当期純利益金額  １株当たり当期純利益金額

988円60銭 △72,239円96銭 

 潜在株式調整後1株当た 

 り当期純利益金額 

 潜在株式調整後1株当たり 

 当期純利益金額 

935円89銭 － 

（３）第三者割当による新株式発行 

①発行新株式数 普通株式 60,282株 

②発行価格     １株につき28,200円 

③発行価格の総額 1,699,952千円 

④資本組入額   １株につき14,100円  

⑤申込期間     平成18年８月10日（木）から 

        平成18年８月15日（火）まで 

⑥払込期日 平成18年８月16日（水） 

⑦新株券交付日 平成18年８月16日（水） 

⑧割当先及び株式数 

   ・株式会社クロニクル     17,730株 

   ・有限会社ウィローバレー   17,730株 

   ・エフシーエル投資事業組合  10,638株 

   ・ニューブリッジ投資事業組合 10,638株 

   ・Targhee Investments     3,546株 

⑨新株式の継続所有等の取決めに関する事項 

  当社は、割当先より、割当新株式を２年以内に譲渡

する場合には、その内容を当社に報告する旨の確約書

を受け入れております。 

⑩前記各号については、証券取引法による届出の効力を

条件とします。 

(４)発行理由及び調達資金の使途 

   上記の差引手取概算額1,689百万円、また同日付で

提出しております第2回無担保転換社債型新株予約権

付社債発行による手取概算額990百万円及び第3回無担

保転換社債型新株予約権付社債発行による手取概算額

495百万円の総額3,174百万円は下記の要件に充当する

予定であります。 

① 株式会社クロニクルへの返済2,000百万円 

② Antiquorum.S.A.への貸付約550百万円 

③ 有利子負債の圧縮約300百万円 

④ 2007年５月期運転資金及び投資資金1,114百万円 

４．当社は平成17年７月25日開催の取締役会において、

子会社である㈱ワイズポリシーについて、当社が所有

する同社株式及び同社に対する債権を譲渡することを

決議し、平成17年７月29日付で沖田敦氏に譲渡いたし

ました。 

４．当社は平成18年８月１日開催の取締役会決議に基づ

きLehman Brothers Commercial Corporation Asia 

Limitedに割り当てた第11回新株予約権の残存個数340

個全ての買戻申入れをすることを決議いたしました。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

５. 当社は平成17年７月25日開催の取締役会において、

子会社である㈱クロスワープについて、当社が所有す

る同社株式を譲渡することを決議し、平成17年７月29

日付でピナクル匿名組合ロックポイント(営業者ピナ

クル株式会社)に譲渡いたしました。 

５．当社は平成18年８月30日開催の定時株主総会におい

て、資本金の額及び資本準備金の額を減少し、その全

額を資本の欠損の補填に充てることにより、当期未処

理損失8,051,217,272円を解消し、財務体質の健全化

を図ることを決議しております。  

（１）資本金の額減少の内容  

  ①減少する資本の額  

   2,793,116,655円  

  ②資本金の額の減少がその効力を生ずる日  

   平成18年10月２日  

（２）資本準備金の額減少の内容  

  ①減少する資本準備金の額  

   5,258,100,617円  

  ②資本準備金の額の減少がその効力を生ずる日  

   平成18年10月２日  

６．当社は平成17年８月26日開催の定時株主総会におい

て、資本準備金およびその他資本剰余金の額を減少

し、その全額を資本の欠損の補填に充て、残額

916,870,889円を次期繰越損失とすることを決議して

おります。  

（１）資本準備金およびその他資本剰余金の額減少の内

容  

  ①減少する資本準備金およびその他資本剰余金の額 

   2,343,883,891円 

  ②資本金の額の減少がその効力を生ずる日  

   平成17年８月26日 

  

  

  

    

  

  



⑥【連結附属明細表】（平成18年５月31日現在） 

【社債明細表】 

  （注）１．( )内書は、1年内の償還予定額であります。 

２. 第４回無担保社債は平成18年４月20日に繰上償還いたしております。 

３. 社債（１年以内に償還予定のものを除く。）の連結決算後の５年間の償還予定額は以下のとおりでありま

す。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算後５年間の返済予定額は次のとおりでありま

す。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率 
(%) 

担保 償還期限 

㈱アーティストハウス 

 ホールディングス 

第１回無担保社債 

平成年月日 

15.９.30 150,000 

(100,000)

50,000 

(50,000)

0.65 なし 

平成年月日 

18.９.29 

㈱アーティストハウス 

 ホールディングス 
第２回無担保社債 15.12.25 

136,000 

(64,000)

72,000 

(72,000)
0.20 なし 18.12.25 

㈱アーティストハウス 

 ホールディングス 
第３回無担保社債 15.12.30 

400,000 

(200,000)

200,000 

(200,000) 
0.47 なし 18.12.29 

㈱アーティストハウス 

 ホールディングス 
第４回無担保社債 16.７.28 

300,000 

(－) 

0 

(－) 
 1.07 なし 19.７.27  

㈱ミュージックランド 第１回無担保社債 15.２.14 
－ 

(－) 

20,000 

(20,000) 
 2.05 なし 20.２.14 

㈱ミュージックランド 第２回無担保社債 15.２.14 
－ 

(－) 

20,000 

(20,000) 
 2.05 なし 20.２.14

㈱ミュージックランド 第３回無担保社債 17.２.14 
－ 

(－) 

80,000 

(－) 
 0.70 なし 22.２.12

合計 － － 
986,000 

(364,000)

442,000 

(362,000) 
－ － － 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

40,000 20,000 20,000 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 230,000 2,478,585 2.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 668,568 688,554 2.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 412,379 469,696 2.0 
平成18年～ 

平成21年 

計 1,310,947 3,636,835 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 335,404 84,104 46,874 3,314 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年５月31日） 
当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   1,294,416 1,348,194 

２ 売掛金 ※２ 124,313 58,732 

３ 前渡金  126,680 20,000 

４ 前払費用  12,850 13,849 

５ 短期貸付金  68,746 3,722 

６ 関係会社短期貸付金  2,629,600 4,389,745 

 ７ その他  64,726 168,207 

貸倒引当金  △1,462,521 △1,624,983 

流動資産合計  2,858,811 71.5 4,377,468 52.6

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物  14,715 50,057   

減価償却累計額  5,059 9,656 3,014 47,043 

(2）車両運搬具  2,165 2,165   

減価償却累計額  1,823 341 1,932 232 

(3）工具器具備品  19,085 33,244   

減価償却累計額  10,291 8,794 7,864 25,380 

有形固定資産合計  18,792 0.5 72,656 0.9

２ 無形固定資産    

(1）ソフトウェア  8,390 10,425 

(2）映像コンテンツ  5,500 － 

(3）その他  283 283 

無形固定資産合計  14,173 0.4 10,709 0.1

 



   
前事業年度 

（平成17年５月31日） 
当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※３ 70,600 2,797,504 

(2）関係会社株式  700,700 907,772 

(3) 出資金  221,657 1,000 

(4）長期滞留債権等  207,657 374,268 

(5）長期前払費用   13,403 20,515 

(6）敷金保証金  53,663 87,100 

貸倒引当金  △163,704 △328,216 

投資その他の資産合計  1,103,976 27.6 3,859,945 46.4

固定資産合計  1,136,943 28.5 3,943,311 47.4

資産合計  3,995,754 100.0 8,320,779 100.0 

     
 



  
前事業年度 

（平成17年５月31日） 
当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金 43,952 43,952 

２ 短期借入金   230,000 2,600,000 

３ 一年内返済予定長期借
入金 

  647,640 134,500 

４ 一年内償還予定社債 364,000 322,000 

５ 未払金 61,040 745,846 

６ 未払費用 6,441 13,424 

７ 未払法人税等 11,632 46,268 

８ 前受金 143,640 － 

９ 預り金 15,778 454,698 

10 新株予約権 41,000 － 

11 その他 3 400 

流動負債合計 1,565,128 39.2 4,361,090 52.4

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 622,000 － 

２ 長期借入金   134,500 － 

３ 繰延税金負債 303 － 

固定負債合計 756,803 18.9 － 

負債合計 2,321,931 58.1 4,361,090 52.4

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※１ 2,590,247 64.8 － －

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 2,069,037 －   

  ２ その他資本剰余金   

  (1)資本準備金減少差益 274,846 －   

資本剰余金合計 2,343,883 58.7 － －

Ⅲ 利益剰余金   

1 当期未処理損失 3,260,754 －   

利益剰余金合計 △3,260,754 △81.6 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 446 0.0 － －

資本合計 1,673,822 41.9 － －

負債資本合計 3,995,754 100.0 － － 

    
 



   
前事業年度 

（平成17年５月31日） 
当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金   － － 6,710,786 80.7

 ２ 資本剰余金    

  (1)資本準備金  － 5,258,100   

資本剰余金合計  － － 5,258,100 63.2

 ３ 利益剰余金    

 (1)その他利益剰余金    

   繰越利益剰余金  － △8,051,217   

利益剰余金合計  － － △8,051,217 △96.8

 ４ 自己株式  － － △1,877 △0.0

株主資本合計  － － 3,915,792 47.1

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券評 
   価差額金 

  － － △3,225 △0.0

評価・換算差額等合計  － － △3,225 △0.0

Ⅲ 新株予約権  － － 47,121 0.5

純資産合計  － － 3,959,689 47.6

負債純資産合計  － － 8,320,779 100.0 



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   

１ 映像事業売上  56,815 －   

２ 音楽事業売上  414 －   

３ Eコマース事業売上  15,930 －   

４ 関係会社業務受託売上  321,179 394,339 100.0 228,010 228,010 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 映像事業原価  143,570 －   

２ Eコマース事業原価  4,700 －   

３ 関係会社業務受託原価  144,515 292,786 74.2 351,499 351,499 154.2

売上総利益  101,553 25.8 △123,489 △54.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 272,771 69.2 470,410 260.3

営業損失  171,218 △43.4 593,900 △260.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 84,595 10,380   

２ 受取配当金  70 36   

３ 投資有価証券売却益   25,979 2,100   

４ アドバイザリー業務収入   － 240,000   

５ その他  1,991 112,637 28.6 227 252,745 110.8

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  38,285 47,421   

２ 社債利息  6,486 4,991   

３ 新株発行費  15,299 67,736   

４ コミットメント関連費用  6,955 －   

５ 金融支払手数料  15,148 14,600   

６ 投資組合損失  80,020 24,370   

７ その他  11,259 173,454 44.0 8,374 167,494 73.4

経常損失  232,036 △58.8 508,649 △223.1

 



   
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

 １ 貸倒引当金戻入益  739 88,682   

 ２ 関係会社株式売却    
益  

 － 31,730   

３ その他  － 739 0.2 13,295 133,707 58.6

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 1,873 11,203   

２ 貸倒引当金繰入額  2,176,464 1,088,920   

３ 関係会社株式評価損  480,299 2,173,066   

４ 出資金売却損  1,697 70,000   

５ 映像使用権の償却方法
変更等に伴う前期損益
修正損 

 79,723 －   

６ 事業撤退損失 ※４ 230,839 －   

７ 投資有価証券評価損  － 789,186   

８ 貸倒損失  － 22,506   

９ 匿名組合出資金評価損  － 99,497   

10 投資案件に係る支払報酬  － 3,169,028   

11 業務改善に係る支出  － 314,250   

12 その他  － 2,970,896 753.4 6,687 7,744,346 3,396.5

税引前当期純損失  3,202,193 △812.0 8,119,288 △3,560.9 

法人税、住民税及び事業
税 

 △263 △68,071   

法人税等調整額  58,824 58,561 14.9 － △68,071 29.9

当期純損失  3,260,754 △826.9 8,051,217 △3,531.1 

前期繰越損失  － － 

当期未処理損失  3,260,754 －   

     



映像事業原価明細書 

Eコマース事業原価明細書 

関係会社業務受託事業原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

製品製作費  6,654 － 

期首仕掛品たな卸高  1,855 － 

合計  8,509 － 

期末仕掛品たな卸高  － － 

映画製作原価  8,509 5.9 － －

他勘定振替高 ※1 1,855 △1.3 － －

映像使用権償却額  108,644 75.7 － －

映画配給原価  13,256 9.2 － －

映像分配金  1,896 1.3 － －

映画制作販売原価  3,119 2.2 － －

その他映像事業原価  10,000 7.0 － －

当期映像事業原価合計  143,570 100.0 － － 

     

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算制度
を採用しております。 

  

※1  他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。 ―  

販売費及び一般管理費 1,855千円  

   
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

外注費  4,700 100.0 － －

当期Eコマース事業原価合計  4,700 100.0 － －

   
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

人件費  27,494 19.0 50,277 14.3

経費  117,021 81.0 301,222 85.7

当期関係会社業務受託事業
原価合計 

  144,515 100.0 351,499 100.0 



③【損失処理計算書】 

   
前事業年度 

（株主総会承認日） 
（平成17年８月26日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

（その他資本剰余金の処分)    

Ⅰ その他資本剰余金    274,846

Ⅱ その他資本剰余金処分額    

１ 利益剰余金への振替額  274,846 274,846

Ⅲ その他資本剰余金次期
繰越額 

   －

（当期未処理損失の処理）    

Ⅰ 当期未処理損失    3,260,754

Ⅱ 損失処理額    

１ その他資本剰余金から
の振替額 

 274,846 

２ 資本準備金取崩額  2,069,037 2,343,883

Ⅲ 次期繰越損失    916,870

     



④【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

  株主資本  

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金  

 自己株式  株主資本合計
 

資本準備金 
 その他資本 

剰余金 

その他利益 

剰余金  

 
繰越利益 

剰余金  

平成17年５月31日残高

（千円） 
2,590,247 2,069,037 274,846 △3,260,754 － 1,673,376 

事業年度中の変動額             

 新株の発行 5,037,409 5,037,409 － － － 10,074,819 

 株式交換による増加 － 220,690 － － － 220,690 

 減資 △916,870 － － 916,870 － － 

  欠損金填補 － △2,069,037 △274,846 2,343,883 － － 

  自己株式の取得 － － － － △1,877 △1,877 

 当期純損失 － － － △8,051,217 － △8,051,217 

 株主資本以外の項目 

  の事業年度中の 

  変動額（純額） 

－ － － － － － 

事業年度中の変動額合

計（千円） 
4,120,538 3,189,063 △274,846 △4,790,462 △1,877 2,242,416 

平成18年５月31日残高

(千円) 
6,710,786 5,258,100 － △8,051,217 △1,877 3,915,792 

  
評価・換算 

差額等 
新株予約権 純資産合計 

  
その他有価証

券評価差額金 

平成17年５月31日残高

（千円） 
446 41,000 1,714,822 

事業年度中の変動額       

 新株の発行 － － 10,074,819 

  株式交換による増加 － － 220,690 

  減資 － － － 

  欠損金填補 － － － 

  自己株式の取得 － － △1,877 

 当期純損失 － － △8,051,217 

 株主資本以外の項目 

  の事業年度中の 

  変動額（純額） 

△3,671 6,121 2,450 

事業年度中の変動額合

計（千円） 
△3,671 6,121 2,244,866 

平成18年５月31日残高

（千円） 
△3,225 47,121 3,959,689 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 当社は、当事業年度において3,260,754千円と多額の

当期純損失を計上しております。 

 当該状況は継続企業としての前提に重要な疑義を抱

かせるものであります。 

 当事業年度において計上した大幅な損失について

は、経営基盤強化の一環として、出版事業子会社のリ

ストラクチャリング、版権開発事業からの撤退、映像

使用権の会計処理の変更等を行ったことに伴う投資の

評価減及び債権に対する貸倒引当金の計上等による一

時的なものであります。 

 当社は、当該状況を解消すべく、財務体質強化のた

め当事業年度において3,686,395千円の第三者割当増資

を実施するとともに、子会社の売却等不採算事業の整

理を実施しております。その一方で、平成17年６月１

日には株式交換により株式会社ツートップを、平成17

年７月５日には株式取得により株式会社ミュージック

ランドを子会社とし、パッケージソフト卸売事業及び

楽器販売事業に参入し、新たな利益獲得機会の拡大を

計画しております。 

 また、抜本的な経営体質強化策を計画しており、今

後、株主をはじめとする関係者の承認を求め、これら

を順次実施してまいります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を当財務諸表には反映し

ておりません。 

 当社は、前事業年度において3,260,754千円、当事業

年度において8,051,217千円と多額の当期純損失を計上

しております。また、重要なマイナスの営業キャッシ

ュフローを計上しております。 

  さらに、当連結会計年度に4,559,448千円と重要な

マイナスの営業キャッシュフローを計上しておりま

す。当該状況は、継続企業としての前提に重要な疑義

を抱かせるものであります。 

 当連結会計年度のマイナスの営業キャッシュ・フロ

ーは、主として仕入れたコンテンツが十分なキャッシ

ュフローを生まなかったこと、投資案件に関し外部へ

の報酬の支払いが多額に発生したこと等により生じた

ものであります。 

  当社は、当該状況を解消すべく、財務体質強化の

ため当事業年度において2,499,930千円の第三者割当増

資を実施するとともに、子会社の売却等不採算事業の

整理を実施しております。 

 コンテンツ事業は映像・音楽・出版ともにリクープ 

(出資金までの回収)が果たせないタイトルが発生して

いること、売上を高めるためにかけた広告宣伝費の効

果が十分に得られなかったことなどにより営業赤字と

なっていますが、リリースするタイトルの収益性検討

をより厳格に行うことを意思決定プロセスに組み入れ

ることにより、リクープできるタイトルの確率を引き

上げるよう努める所存であります。 

 流通事業は利益を計上しておりますが、今後も安定

的継続的に利益を計上できるようにマーケット状況お

よび競合状況に注視し、必要な投資を行っていく所存

であります。また、在庫管理をさらに徹底することに

よりキャッシュフローの最適化も行っていく所存であ

ります。 

 不採算部門であるファイナンス事業については、閉

鎖することにより新たな損失の発生を防ぐ所存であ

り、また、ＩＴ事業についてはコンテンツ事業および

流通事業への電子商取引部分でのサポートを行うこと

でグループとしての収益により貢献することをはかっ

ていく所存であります。 

 当期末財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を期末財務諸表に

は反映しておりません。 

  



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基準

及び評価方法 

（1）デリバティブ 

時価法 

（1）デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法  

  

(1）映像使用権 

 見積回収期間（1年）にわたり、

会社所定の償却率によって償却して

おります。 

（会計処理方法の変更） 

 従来、映像使用権につきまして

は、24ヶ月の定額法による償却方法

を採用しておりましたが、当事業年

度から見積回収期間（1年）にわた

り、会社所定の償却率によって償却

する方法に変更いたしました。 

 今回、経営基盤強化の一環とし

て、映像使用権の見積回収期間及び

償却方法の見直しを行うために、過

去の販売実績の収集・分析を行いま

した。その結果、回収期間の短期化

及び販売収益が一定の期間に集中し

やすい傾向が見受けられました。 

 当該変更は、上記見直しの結果を

踏まえ、期間損益をより適正化する

ために行ったものであります。 

 この結果、従来の方法に比較し

て、映像使用権の評価方法について

期首から同一の会計処理方法を適用

した場合の影響額79,723千円を特別

損失として計上し、営業損失及び経

常損失はそれぞれ51,185千円減少

し、税引前当期純損失は28,537千円

増加しております。 

(2）映像使用権 

       ― 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

  なお、当中間会計期間におきまし

ては統計的データの収集及び整備が

不十分だったため、当該変更の決定

及び実施は当下半期に行っており、

当中間会計期間においては、従来の

基準によっております。 

 よって、当中間会計期間は変更後

の基準によった場合に比べ、営業損

失及び経常損失はそれぞれ29,299千

円多く、税引前中間純損失は50,423

千円少なく計上されております。 

  

  (3）仕掛品 

個別法による原価法 

(3）仕掛品 

― 

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

 定率法によっております。なお、

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。なお、

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

  建物      ８～10年 

車両運搬具   ４～６年 

工具器具備品  ４～15年 

建物      ８～10年 

車両運搬具   ６年 

工具器具備品  ５～８年 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

（ソフトウェア） 

 自社利用のソフトウエアについて

は社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

（ソフトウェア） 

      同左 

 （映像コンテンツ） 

 映像コンテンツには、製作出資に

よる映像コンテンツの取得原価及び

外部購入による映像使用権の取得原

価を含めており、作品毎の取得原価

の金額を過去の実績に基づいて、劇

場上映権、ビデオ化権及びテレビ放

映権等に分類し、それぞれの権利行

使による収益獲得時に一括償却して

おります。ただし、自社でビデオ・

ＤＶＤを販売する場合は、見積回収

期間（1年）にわたり、会社所定の償

却率によって償却しております。 

（映像コンテンツ） 

 映像コンテンツには、製作出資に

よる映像コンテンツの取得原価及び

外部購入による映像使用権の取得原

価を含めており、作品毎の取得原価

の金額を過去の実績に基づいて、劇

場上映権、ビデオ化権及びテレビ放

映権等に分類し、それぞれの権利行

使による収益獲得時に一括償却して

おります。ただし、自社でビデオ・

ＤＶＤを販売する場合は、見積回収

期間（１年）にわたり、会社所定の

償却率によって償却しております。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

   なお、当中間会計期間において

は、統計的データの収集及び整備が

不十分だったため、「見積回収期間

(２年)にわたり、会社所定の償却率

によって償却」するという基準によ

っておりましたが、下半期において

より合理的に見積もることが可能と

なったため、償却方法の変更の決定

及び実施をしております。 

 よって、当中間会計期間において

は、変更後の基準によった場合に比

べ、営業損失、経常損失及び税引前

中間純損失は99,916千円少なく計上

されております。 

  

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

(1）新株発行費 

同左 

  (2）社債発行費 

   支出時に全額費用処理しておりま

す。 

(2）社債発行費 

   同左 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の特例処理の要件を満

たす金利スワップについては、特例

処理を採用しております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  （3）ヘッジ方針 

   金利変動リスクを回避するため対

象債務の範囲内でヘッジを行って

おります。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

  （4）ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理を採用しているため、有

効性の評価を省略しております。 

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１０．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項 

（1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

（2）任意組合（映画投資組合）の会計処

理 

組合の最近の事業報告書又は中間

事業報告書の財産及び損益の状況に

基づいて、組合の資産・負債・収

益・費用を当社の持分割合に応じて

計上しております。 

（1）消費税等の会計処理 

同左 

（2）任意組合（映画投資組合）の会計処

理 

同左 

 （3）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しておりま

す。 

（3）連結納税制度の適用 

同左 



会計処理の変更 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 （映像使用権等の計上区分の変更） 

 従来、映像使用権等の権利につきましては、たな卸資産

として計上しておりましたが、当事業年度より取得したコ

ンテンツに係る権利については、無形固定資産として計上

する方法に変更いたしました。 

 この変更は、権利の利用による売上の計上と費用の認識

の対応関係が比較的明確であったものが、映像使用権の取

得のみならず製作出資や配給権、ビデオ化権及びテレビ放

映権等を含んだオールライツの取得を推進をするととも

に、当該コンテンツが有する権利を複数の事業及び媒体で

横断的、有機的に利用する方針を明確化したことから、た

な卸資産として認識するよりも、無形固定資産として認識

して、減価償却を通じて権利の利用に基づく売上の計上と

対応させることがより適切な処理であると判断したことに

よるものであります。 

 この変更による損益への影響はありませんが、従来と同

様の方法によった場合と比べて、たな卸資産は5,500千円

減少し、無形固定資産は同額増加しております。 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

            －  （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、（「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日企業会計基準第4

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

            －  （退職給付に係る会計基準） 

 当事業年度より、（「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（企業会計基準委員会 平成17年３月16日 企業会計

基準第3号）及び「退職給付に係る会計基準」の一部改正

に関する適用指針（企業会計基準委員会 平成17年３月16

日企業会計基準適用指針第7号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

            －  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、（「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第8号）

を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は3,912,567

千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の「純資産の部」については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。   



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

（貸借対照表） 

１. 前期まで区分掲記しておりました「立替金」（当

期末残高4,735千円）は、総資産額の100分の１以下と

なったため、流動資産の「その他」に含めて表示する

ことにしました。 

２．前期まで区分掲記しておりました「未収入金」

（当期末残高37,239千円）は、総資産額の100分の１以

下となったため、流動資産の「その他」に含めて表示

することにしました。 

（貸借対照表） 

１. 「投資有価証券」は、前期までは投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当会

計期間末において資産の総額の100分の5を超えたため

区分掲記しました。 

 なお、前会計期間末の「投資有価証券」の金額は、

79,399千円であります。  

（損益計算書） 

 前期まで区分掲記しておりました「社債発行費」

は、営業外費用の100分の10以下となったため、営業外

費用の「その他」に含めて表示することにしました。 

 なお、当期における「社債発行費」は3,300千円であ

ります。 

 

            ―           



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年５月31日） 

当事業年度 
（平成18年５月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式数 ※１           － 

授権株式数 普通株式 35,600株

発行済株式総数 普通株式 21,550株

        

        

※２ 関係会社 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

※２ 関係会社 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

売掛金 82,866千円 売掛金      58,732千円

※３  

          － 

※３ 投資有価証券の額に含まれるアンティコルムＳ．

Ａ株につきましては、すべて株式会社クロニクル

に対する借入2,000,000千円の担保に供しておりま

す。 

  株式数  1,050株 

  評価額 1,754,881千円 

４ 偶発債務 

 次の関係会社について、金融機関からの借入及

び権利購入に対し債務保証を行っております。 

４ 偶発債務 

（１）次の関係会社について、金融機関からの借入及

び権利購入に対し債務保証を行っております。 

㈱アーティストフィルム 247,000千円

合計 247,000千円

㈱アーティストフィルム        300,000千円

合計        300,000千円

  

  

（２）次の第三者の賃料について、債務保証を行って

おります。 

  

  

SAEKI CAPITAL㈱ 月額       5,909千円

合計      5,909千円

５ 準備金による欠損てん補 

（１）平成14年8月29日開催の定時株主総会において

下記の欠損てん補を行っております。 

５            － 

  

 資本準備金 185,491千円

  

   

  

 （２）平成16年2月17日開催の臨時株主総会におい

て下記の欠損てん補を行っております。 

 資本準備金 129,697千円

  

  

   

  

６ 資本欠損 

 資本欠損の額は2,985,908千円であります。 

６            － 

  

７ 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は446千円

であります。 

７            － 

            

 



前事業年度 
（平成17年５月31日） 

当事業年度 
（平成18年５月31日） 

８            － ８ 

 （１）当社連結子会社（アーティストフィルム他10

社）においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。当該業務における当座貸越

契約及び貸出コミットメントに係る貸出未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
12,800,000千円 

 貸出実行残高 4,389,745千円 

 差引額 8,410,255千円 

   （２）当社関連会社（Antiquorum S.A）において

は、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当該業務における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る貸出未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
 $10,000,000 

 貸出実行残高 － 

 差引額  $10,000,000 

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。 

 当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。 

 当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額 400,000千円 

 借入実行残高 －千円 

 差引額 400,000千円 

当座貸越極度額    100,000千円 

 借入実行残高 100,000千円 

 差引額 － 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社への売上高 337,001千円

関係会社からの受取利息 83,447千円

関係会社への売上高      224,142千円

関係会社からの受取利息       5,873千円

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は2.6％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は97.4％で

あります。主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割は   10.1％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は 89.9％

であります。主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

役員報酬 40,807千円

業務委託費 58,296千円

給与手当 18,165千円

減価償却費 6,338千円

地代家賃 13,982千円

支払報酬 57,057千円

貸倒引当金繰入額 34千円

役員報酬       47,204千円

業務委託費       72,852千円

給与手当       5,950千円

減価償却費      2,761千円

地代家賃       13,126千円

支払報酬     107,999千円

貸倒引当金繰入額   25,822千円

支払手数料   38,581千円

租税公課   30,146千円

旅費交通費   25,123千円

事業税   25,134千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 1,431千円

工具器具備品 441千円

建物     9,156千円

工具器具備品    2,046千円

 ※４ 事業撤退損失の内訳は次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 

前渡金評価損 

223,537千円

 7,301千円

 ※４ 

                 － 

  

  

       

      



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加７株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
前期末株式数 
(株)  

当期増加株式数 
(株) 

 当期減少株式数 
(株) 

当期末株式数  
(株) 

  自己株式         

    普通株式（注） － 7 － 7 

      合計 － 7 － 7 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 － 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

                     

 －   

(2）未経過リース料期末残高相当額   

 －   

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

  

支払リース料 262千円

減価償却費相当額 226千円

支払利息相当額 35千円

   

    

   

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価額を零と

する定額法によっております。 

  

  

(5）利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利

息法によっております。 

  

  



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１ 繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）  

繰越欠損金 551,387千円

貸倒引当金繰入限度超過額 595,151千円

未払事業税   4,241千円

事業清算損失 910千円

一括償却資産損金算入限度超過額 91千円

繰延税金資産（流動）小計 1,151,781千円

評価性引当額 △1,151,781千円

繰延税金資産（流動）合計 －千円

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金繰入限度超過額  66,617千円

子会社株式評価損  195,450千円

繰延税金資産（固定）小計 262,068千円

評価性引当額 △262,068千円

繰延税金資産（固定）合計 －千円

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 303千円

繰延税金負債合計 303千円

繰延税金負債の純額 303千円

繰延税金資産（流動）  

繰越欠損金  1,716,538千円

貸倒引当金繰入限度超過額  661,368千円

未収利息   39,913千円

その他   1,592千円

繰延税金資産（流動）小計   2,419,412千円

評価性引当額 △2,419,412千円

繰延税金資産（流動）合計 －千円

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金繰入限度超過額 133,583千円

投資有価証券評価損 1,535,948千円

子会社株式評価損 170,201千円

その他   130,204千円

繰延税金資産（固定）小計   1,969,937千円

評価性引当額  △1,969,937千円

繰延税金資産（固定）合計 －千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

  当事業年度は税引前当期純損失を計上しているた

め、記載しておりません。 

  当事業年度は税引前当期純損失を計上しているた

め、記載しておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり純資産額 77,671.60円

１株当たり当期純損失 250,288.21円

１株当たり純資産額 28,554.15円

１株当たり当期純損失    73,260.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

当期純損失(千円) 3,260,754 8,051,217 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 3,260,754 8,051,217 

期中平均株式数（株） 普通株式 13,028 普通株式      109,898 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 新株予約権６種類（新株予約権

の個数3,064個）及び新株引受権１

種類（新株予約権の目的となる株

式数30株）。 

 新株予約権８種類（新株予約権

の個数7,047個） 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１ 当社は平成17年４月26日開催の取締役会決議に基づ

き、映像等パッケージソフト二次流通事業への参入す

るべく、当該卸売事業を展開する㈱ツートップを平成

17年６月１日付にて株式交換し、同社を完全子会社と

いたしました。 

  この株式交換に伴い当社普通株式760株を新規発行

し、㈱ツートップの株主に割当てを行いました。株式

交換比率は同社株1株につき当社株3.8株であります。

なお、この新株発行による当社の資本金の増加はあり

ません。 

１. 当社は平成18年６月12日開催の取締役会決議に基づ

き、㈱ＢＢＭＣの主な事業であります音楽レーベルの

企画・運営事業に更に力を注いで行くために平成18年

６月30日付にて株式譲渡契約を締結いたしました。 

 この株式譲渡契約に伴い㈱ＢＢＭＣは当社の完全子会

社となりました。 

２ 当社は平成17年6月29日開催の取締役会決議に基づ

き、音楽関連事業の拡大を計るべく、楽器販売事業を

行う㈱ミュージックランドの普通株式48,600株（発行

済株式総数72,000株）を平成17年７月５日に416,250千

円にて取得し、同社を子会社といたしました。 

２. 当社は会社法第346条第４項及び第６項の規定に基づ

き平成18年６月27日開催の監査役会決議でアスカ監査

法人を一時会計監査人の職務を行うべき者に選任し、

現在に至っております。 

 ３ 当社は平成17年７月11日開催の取締役会において、

株式の流動性の向上及び株主数の増加、個人投資家に

よる資本参加及び株式市場の活性化のため、平成17年

９月30日(金曜日)付をもって、次のとおり株式分割に

よる新株式を発行することを決議しております。 

(1）分割により増加する株式数 

 普通株式として、平成17年８月11日(木曜日)最終の

発行済株式数に３を乗じた株式数となります。 

(2）分割の方法 

 平成17年８月11日(木曜日)最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載又は記録された株主、並びに端株原簿

に記載又は記憶された端株主の所有株式数を１株につ

き４株の割合をもって分割いたします。 

(3）効力発生日 

    平成17年９月30日(金曜日) 

(4）配当起算日 

    平成17年６月１日(水曜日) 

(5）その他、この株式の分割に必要な事項は、今後の取

締役会において決定いたします。 

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年度における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

３．当社は、平成18年８月１日開催の取締役会におい

て、第２回、第３回無担保転換社債型新株予約権付社

債及び第三者割当による新株を発行することを決議し

ております。 

（１）第２回無担保転換社債型新株予約権付社債 

①発行価額  額面100円につき金100円 

②発行総額  金1,000,000,000円 

③利率    本社債には利息は付さない。 

④償還期限  平成21年８月18日 

⑤払込期日及び発行日  平成18年８月16日（水） 

⑥新株予約権の内容 

   転換価額 １株につき当初28,200円 

   行使請求期間  平成18年８月17日から平成21年 

          ８月３日までの間 

⑦募集の方法 第三者割当ての方法により、全額を 

      Bank of Bermuda(Cayman)Limitedに割当 

            てる。 

（２）第３回無担保転換社債型新株予約権付社債 

①発行価額  額面100円につき金100円 

②発行総額  金500,000,000円 

③利率    本社債には利息は付さない。 

④償還期限  平成21年８月18日 

⑤払込期日及び発行日  平成18年８月18日（金） 

⑥新株予約権の内容 

     転換価額 １株につき当初28,200円 

   行使請求期間  平成18年８月19日から平成21年 

          ８月３日までの間 

⑦募集の方法 第三者割当ての方法により、全額を株式 

            会社クロニクルに割当てる。 

 



前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 当事業年度 

 １株当たり純資産額  1株当たり純資産額 

33,781円13銭 19,417円90銭 

 1株当たり当期純利益金額  1株当たり当期純利益金額 

△883円15銭 △62,572円05銭 

 潜在株式調整後1株当た 

 り当期純利益金額 

 潜在株式調整後1株当たり 

 当期純利益金額 

－ － 

（３）第三者割当による新株式発行 

①発行新株式数 普通株式 60,282株 

②発行価格     １株につき28,200円 

③発行価格の総額 1,699,952千円 

④資本組入額   １株につき14,100円  

⑤申込期間 平成18年８月10日（木）から 

     平成18年８月15日（火）まで 

⑥払込期日 平成18年８月16日（水） 

⑦新株券交付日 平成18年８月16日（水） 

⑧割当先及び株式数 

 ・株式会社クロニクル     17,730株 

 ・有限会社ウィローバレー   17,730株 

 ・エフシーエル投資事業組合  10,638株 

 ・ニューブリッジ投資事業組合 10,638株 

 ・Targhee Investments     3,546株 

⑨新株式の継続所有等の取決めに関する事項 

  当社は、割当先より、割当新株式を２年以内に譲渡

する場合には、その内容を 当社に報告する旨の確約

書を受け入れております。 

⑩前記各号については、証券取引法による届出の効力を

条件とします。 

(４)発行理由及び調達資金の使途 

   上記の差引手取概算額1,689百万円、また同日付で提

出しております第2回無担保転換社債型新株予約権付社

債発行による手取概算額990百万円及び第3回無担保転

換社債型新株予約権付社債発行による手取概算額495百

万円の総額3,174百万円は下記の要件に充当する予定で

あります。 

① 株式会社クロニクルへの返済2,000百万円 

② Antiquorum.S.A.への貸付約550百万円 

③ 有利子負債の圧縮約300百万円 

④ 2007年５月期運転資金及び投資資金1,114百万円 

  当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社

が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または

株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社

は新株予約権を無償で消却することができる。 

 



前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

４  当社は平成17年７月25日開催の取締役会において、

子会社である㈱ワイズポリシーについて、当社が所有

する同社株式及び同社に対する債権を譲渡することを

決議し、平成17年７月29日付で沖田敦氏に譲渡いたし

ました。 

４．当社は平成18年８月１日開催の取締役会決議に基づ

きLehman Brothers Commercial Corporation Asia 

Limitedに割り当てた第11回新株予約権の残存個数340

個全ての買戻申入れをすることを決議いたしました。 

 ５  当社は平成17年７月25日開催の取締役会におい

て、子会社である㈱クロスワープについて、当社が所

有する同社株式を譲渡することを決議し、平成17年７

月29日付でピナクル匿名組合ロックポイント(営業者ピ

ナクル株式会社)に譲渡いたしました。 

５．当社は平成18年８月30日開催の定時株主総会におい

て、資本金の額及び資本準備金の額を減少し、その全

額を資本の欠損の補填に充てることにより、当期未処

理損失8,051,217,272円を解消し、財務体質の健全化を

図ることを決議しております。  

（１）資本金の額減少の内容  

  ①減少する資本の額  

   2,793,116,655円  

  ②資本金の額の減少がその効力を生ずる日  

   平成18年10月２日  

（２）資本準備金の額減少の内容  

  ①減少する資本準備金の額  

   5,258,100,617円  

  ②資本準備金の額の減少がその効力を生ずる日  

   平成18年10月２日  

６．当社は平成17年８月26日開催の定時株主総会におい

て、資本準備金およびその他資本剰余金の額を減少

し、その全額を資本の欠損の補填に充て、残額

916,870,889円を次期繰越損失とすることを決議して

おります。  

（１）資本準備金およびその他資本剰余金の額減少の内

容  

  ①減少する資本準備金およびその他資本剰余金の

額  

   2,343,883,891円 

  ②資本金の額の減少がその効力を生ずる日  

   平成17年８月26日 

  

  

  

  

  

  



⑤【附属明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

(注)当期増加のうち主なものは以下のとおりであります。 

  ソフトウェア   ソフトウェアシステム 84,069千円 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

  

  

投資有価証券 

  

  

その他 

有価証券 

Antiruorum 1,050 1,754,881 

BBMF 3,386,944 1,007,066 

㈱デジタルアドベンチャー 75,000 29,850 

  スリーディーシステム㈱ 200 3,976 

  その他 610,060 1,731 

計 4,073,254 2,797,504 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 14,715 50,057 14,715 50,057 3,014 3,513 47,043 

車両運搬具 2,165 － － 2,165 1,932 109 232 

工具器具備品 19,085 24,081 9,922 33,244 7,864 5,448 25,380 

有形固定資産計 35,965 74,138 24,637 85,467 12,810 9,071 72,656 

無形固定資産               

ソフトウェア 34,939 84,069 － 119,008 108,582 82,033 10,425 

映像コンテンツ 110,000 － － 110,000 110,000 5,500 － 

その他 283 － － 283 － － 283 

無形固定資産計 145,222 84,069 － 229,292 218,582 87,533 10,709 

 長期前払費用 13,403 20,000 12,888 20,515 － － 20,515 

 繰延資産               

 新株発行費 15,299 67,736 － 83,036 83,036 67,736 － 

 社債発行費 3,300 － － 3,300 3,300 － － 

繰延資産計 18,599 67,736 － 86,336 86,336 67,736 － 



【引当金明細表】 

 (注)貸倒引当金(流動資産)の当期減少額(その他)は、主に一般債権の減少によるものであります。また、貸倒引当金

(投資の他の資産)の当期減少額(その他)は、長期滞留債権等の減少によるものであります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

  貸倒引当金（流動資産） 1,462,521 937,248 721,592 53,194 1,624,983 

   貸倒引当金 

   (投資その他の資産） 
163,704 200,000 － 35,488 328,216 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）１. 「他勘定振替高」は、「長期滞留債権等」への振替高であります。 

    ２. 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 58 

預金   

普通預金 1,348,140 

別段預金 － 

小計 1,348,140 

合計 1,348,194 

相手先 金額（千円） 

㈱ツートップ 9,884 

㈱ＢＢＭＣ 9,670 

㈱アーティストハウスパブリッシャーズ 9,135 

㈱アーティストフィルム 7,997 

㈱アーティストハウスインベストメント 6,186 

㈱翔年社 5,619 

ＢＢＭＣ1号ファンド 3,600 

㈱ミュージックランド 3,330 

㈱アーティストハウスソリューションズ 3,307 

合計 58,732 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

他勘定 
振替高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 
滞留期間
（日） 

(A) (B) (C)   (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

──────
(B) 

───── 
365 

124,313 246,215 279,062 32,735 58,732 75.31 135.67 



ハ．関係会社短期貸付金 

② 固定資産 

イ．関係会社株式 

ロ．出資金 

区分 金額（千円） 

㈱アーティストハウスインベストメント 1,093,226 

㈱アーティストフィルム 915,649 

㈱ＢＢＭＣ 682,759 

㈱アーティストハウスパブリッシャーズ 609,770 

Artist House Investment Asia Limited 521,700 

㈱ミュージックランド 200,000 

㈱ツートップ 128,170 

㈱ＦＯＵ 73,500 

㈱アーティストハウスソリューション  62,413 

㈱翔年社 44,554 

㈱アンティコルムジャパン 30,000 

㈱アーティストハウスエンタテインメント 28,000 

合計 4,389,745 

区分 金額（千円） 

㈱ミュージックランド 464,620 

㈱ジーワン 177,662 

㈱アーティストハウスインベストメント  109,800 

㈱翔年社 86,400 

㈱ツートップ 24,842 

㈱ＢＢＭＣ 14,300 

㈱アーティストハウスソリューションズ 10,000 

㈱アーティストハウスエンタテインメント 10,000 

㈱アンティコルムジャパン 10,000 

Artist House Investment Asia Limited 147 

㈱ＦＯＵ 0 

㈱アーティストハウスパブリッシャーズ 0 

合計 907,772 

区分  金額(千円) 

東京東信用金庫 1,000 

合計 1,000 



ハ．長期滞留債権等 

③ 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．短期借入金 

ハ．一年内返済予定長期借入金 

ニ．一年内償還予定社債        322,000千円 

      内訳は、1 連結財務諸表等（1）連結財務諸表 ⑥ 連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分  金額(千円)  

ＤＡＶＩＳＫＩＮ 200,000 

㈱マインドギア 61,956 

天野 秀起 40,000 

㈱ブリード 24,319 

㈱シャドウエンターテイメント 21,533 

千葉  9,000 

田中 雄一郎 7,951 

レベルミュージック 6,300 

ダイキサウンド株式会社 1,107 

その他 2,100 

 合計 374,268 

区分 金額（千円） 

円谷映像㈱ 39,994 

㈱アーリストインターナショナル 2,986 

㈲フィールドオブフレンズ 971 

合計 43,952 

借入先 金額（千円） 

㈱クロニクル 2,000,000 

㈱UFJ銀行 300,000 

㈱あおぞら銀行 300,000 

合計 2,600,000 

借入先 金額（千円） 

㈱りそな銀行 84,500 

㈱八十二銀行 50,000 

合計 134,500 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）当社は、端株制度の適用を受けております。端株主は、当社定款の定めにより、利益配当金及び中間配当金を受

ける権利並びに新株、転換社債及び新株引受権付社債の引受権を有しております。なお、端株主の利益配当金及

び中間配当金に関する基準日は上記のとおりです。 

決算期 ５月31日 

定時株主総会 ８月中 

基準日 ５月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 11月30日 

１単元の株式数 １株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録   １株につき 8,600円 

２．喪失登録株券 １株につき  500円 

端株の買取り・買増し   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

日本経済新聞 

平成17年８月26日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行わ

れ、「電子公告制度の導入のための商法等の一部を改正する法律」(平成

16年法律87号）に基づき、公告の方法は電子公告となりました。 

ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることができないとき

は、日本経済新聞に掲載いたします。 

株主に対する特典 

１株以上…自社グループ販売書籍 １冊 

３株以上…自社グループ販売書籍 ２冊 

５株以上…自社グループ販売書籍 ３冊 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第６期）（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

平成16年８月29日関東財務局長に提出 

(２) 半期報告書 

（第７期中） （自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日） 

平成18年２月27日関東財務局長に提出 

(３) 臨時報告書（主要株主の異動） 

平成17年９月１日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号に基づく臨時報告書であります。 

平成17年10月13日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号に基づく臨時報告書であります。 

平成18年１月13日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号に基づく臨時報告書であります。 

平成18年６月21日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号に基づく臨時報告書であります。 

(４) 臨時報告書（株式交換） 

平成17年10月17日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２に基づく臨時報告書であります。 

平成17年11月８日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２に基づく臨時報告書であります。 

(５) 臨時報告書（新株予約権の発行） 

平成17年10月20日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第２号に基づく臨時報告書であります。 

平成17年12月21日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第２号に基づく臨時報告書であります。 

(４) 有価証券届出書（第三者割当による新株発行）及びその添付書類 

平成17年９月27日関東財務局長に提出 

平成18年８月１日関東財務局長に提出 

(５) 有価証券届出書（役員等へのストックオプションの付与）及びその添付書類 

平成18年１月30日関東財務局長に提出 

(６) 有価証券届出書（第三者割当による無担保転換社債型新株予約権付社債の発行）及びその添付書類 

平成18年８月１日関東財務局長に提出 

(７) 有価証券届出書訂正届出書 

平成18年２月１日関東財務局長へ提出 

平成18年１月30日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。  

平成18年２月７日関東財務局長へ提出 

平成18年１月30日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

      平成１７年８月26日

株式会社 アーティストハウス       

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 酒井 弘行  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡山 賢治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アーティストハウスの平成１６年６月１日から平成１７年５月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社アーティストハウス及び連結子会社の平成１７年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は重要な当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

 連結財務諸表作成の基本となる重要な事項（会計処理方法の変更）に記載のとおり、映像使用権の償却方法について

当連結会計年度より24ヶ月の定額法による償却方法から見積回収期間（１年）にわたり、会社所定の償却率によって償

却する方法に変更した。また、返品調整引当金については、会社は期末の売掛債権を基礎として返品見込額の売買利益

相当額を計上する方法から、作品毎の返品見込数量を見積もってその売買利益相当額を計上する方法に変更した。さら

に、会計処理の変更に記載のとおり、会社は映像使用権及び出版権等の権利をたな卸資産に計上する方法によっていた

が、当連結会計年度より取得した権利から無形固定資産に計上する方法に変更した。 

 重要な後発事象１.に記載されているとおり、会社は平成17年６月１日に株式会社ツートップを完全子会社とする株式

交換を実施している。 

 重要な後発事象２.に記載されているとおり、会社は平成17年７月５日に株式会社ミュージックランドの株式を取得

し、同社を会社の子会社としている。 

 重要な後発事象４.に記載されているとおり、会社は株式会社ワイズポリシー株式及び同社に対する債権を平成17年７

月29日付で譲渡している。 

 重要な後発事象５.に記載されているとおり、会社は株式会社クロスワープ株式を平成17年７月29日付で譲渡してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年８月30日

株式会社アーティストハウスホールディングス     

  取締役会 御中     

  アスカ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 田中 大丸  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 宮川 愼哉  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アーティストハウスホールディングスの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社アーティストハウスホールディングス及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

追記情報 

 １． 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前連結会計年度に3,765百万円、当連結会計年度に

9,497百万円の当期純損失を計上している。また、前連結会計年度に1,013百万円、当連結会計年度に785百万円

と、継続的に営業損失を計上している。さらに、当連結会計年度に4,559百万円のマイナスの営業キャッシュ・

フローを計上している。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況が発生してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

 ２． 会計処理の変更に関する注記に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準

を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成してる。 

 ３． 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、 

 １） 会社は平成18年６月12日開催の取締役会において、㈱ＢＢＭＣの主な事業である音楽レーベルの企画・運

営事業に更に力を注いでいくために平成18年６月30日付にて株式譲渡契約を締結した。この株式譲渡契約に

伴い㈱ＢＢＭＣは会社の完全子会社となった。 

 ２） 会社は平成18年８月１日開催の取締役会において、第２回、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債及

び第三者割当による新株を発行することを決議した。 

 ３） 会社は平成18年８月１日開催の取締役会において、

Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limited に割り当てた第11回新株予約権の残存個数340個

全ての買戻申入れをすることを決議した。 

 ４） 会社は平成18年８月30日開催の定時株主総会において、資本金の額及び資本準備金の額を減少し、その全

額を資本の欠損の補填に充てることにより、当期未処理損失8,051百万円を解消し、財務体質の健全化を図

ることを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

      平成１７年８月26日

株式会社 アーティストハウス       

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 酒井 弘行  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡山 賢治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アーティストハウスの平成１６年６月１日から平成１７年５月３１日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社アーティストハウスの平成１７年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は重要な当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 重要な会計方針（会計処理方法の変更）に記載のとおり、映像使用権の償却方法について当事業年度より24ヶ月の定

額法による償却方法から見積回収期間（１年）にわたり、会社所定の償却率によって償却する方法に変更した。また、

会計処理の変更に記載のとおり、会社は映像使用権をたな卸資産に計上する方法によっていたが、当事業年度より取得

した権利から無形固定資産に計上する方法に変更した。 

 重要な後発事象１.に記載されているとおり、会社は平成17年６月１日に株式会社ツートップを完全子会社とする株式

交換を実施している。 

 重要な後発事象２.に記載されているとおり、会社は平成17年７月５日に株式会社ミュージックランドの株式を取得

し、同社を子会社としている。 

 重要な後発事象４.に記載されているとおり、会社は株式会社ワイズポリシー株式及び同社に対する債権を平成17年７

月29日付で譲渡している。 

 重要な後発事象５.に記載されているとおり、会社は株式会社クロスワープ株式を平成17年７月29日付で譲渡してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年８月30日

株式会社アーティストハウスホールディングス     

  取締役会 御中     

  アスカ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 田中 大丸  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 宮川 愼哉  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アーティストハウスホールディングスの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第７期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社アーティストハウスホールディングスの平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １. 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前事業年度に3,261百万円、当事業年度に8,051百万円

の当期純損失を計上している。また、重要なマイナスのキャッシュ・フローを計上している。当該状況によ

り、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況が発生している。当該状況に対する経営計画等は当

該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を

財務諸表には反映していない。 

 ２. 会計処理の変更に関する注記に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用

しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 ３． 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、 

 １） 会社は平成18年６月12日開催の取締役会において、㈱ＢＢＭＣの主な事業である音楽レーベルの企画・運

営事業に更に力を注いでいくために平成18年６月30日付にて株式譲渡契約を締結した。この株式譲渡契約に

伴い㈱ＢＢＭＣは会社の完全子会社となった。 

 ２） 会社は平成18年８月１日開催の取締役会において、第２回、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債及

び第三者割当による新株を発行することを決議した。 

 ３） 会社は平成18年８月１日開催の取締役会において、

Lehman Brothers Commercial Corporation Asia Limited に割り当てた第11回新株予約権の残存個数340個

全ての買戻申入れをすることを決議した。 

 ４） 会社は平成18年８月30日開催の定時株主総会において、資本金の額及び資本準備金の額を減少し、その全

額を資本の欠損の補填に充てることにより、当期未処理損失8,051百万円を解消し、財務体質の健全化を図

ることを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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